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は
じ
め
に
ｌ
視
角
と
対
象
一
都
市
公
園
政
策
を
取
り
上
げ
る
理
由
二
分
析
視
点
と
方
法
ｌ
分
析
軸
と
し
て
の
機
能
の
社
会
化
に
つ
い
て
三
研
究
の
制
約
と
展
望
に
つ
い
て
四
本
稿
の
樹
成
第
一
章
近
代
的
都
市
公
園
の
発
祥
と
伝
播
第
一
節
初
期
都
市
公
園
の
形
成
第
二
節
大
政
官
布
達
公
園
の
展
開
第
三
節
遊
園
か
ら
都
市
計
画
公
園
へ
第
四
節
初
期
公
園
論
の
展
開
Ｉ
牧
民
官
思
想
の
一
断
面
（以上、’○○巻二号）
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」
と政策形成西）
第
二
章
都
市
計
画
公
園
の
変
容
と
衛
生
行
政
の
公
園
観
第
一
節
都
市
計
画
法
制
と
震
災
復
興
計
画
公
園
第
二
節
公
園
用
地
の
創
出
ｌ
「
３
％
公
園
地
留
保
」
と
受
益
者
負
担
第
三
節
璽
凪
緑
地
計
画
と
防
空
緑
地
第
四
節
児
童
公
園
の
形
成
と
厚
生
行
政
の
展
開（以上、一○○巻三号）
第
四
章
戦
後
都
市
公
園
政
策
に
お
け
る
社
会
的
機
能
の
成
立
第
一
節
都
市
公
園
の
区
分
と
そ
の
成
立
過
程
第
二
節
市
町
村
立
公
園
の
成
立
と
区
立
公
園
の
現
状
第
三
節
市
民
参
加
と
新
し
い
都
市
公
園
づ
く
り
第
四
節
分
権
改
革
の
中
の
都
市
公
園
政
策
申
（以上、’○二巻一号）
一○五
龍
徹
Hosei University Repository
一
東
京
都
の
都
市
公
園
構
成
法
制
度
上
の
都
市
公
園
に
は
、
都
市
公
園
法
が
定
め
て
い
る
「
都
市
公
園
」
の
ほ
か
に
各
種
の
制
度
的
根
拠
に
よ
っ
て
設
置
さ
れ
る
「
都
市
公
園
以
外
の
公
園
」
が
あ
る
。
そ
の
根
拠
は
、
東
京
都
立
公
園
条
例
二
九
五
六
）
、
児
童
福
祉
法
の
規
定
（
『
児
童
福
祉
法
』
第
四○条「福祉施設規定」による児童遊園）、海上公園（東京都海上公園条例）、市区町村立公園（市区町村立公園条
（１） 
例）、国民公園（環境省設置法）・国営公園、公団・公社の設置公園などさまざまである。平成一四（一一○○一一）年現
在
、
東
京
都
に
は
こ
れ
ら
の
各
種
公
園
を
合
わ
せ
約
九
、
三
五
○
か
所
の
公
園
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
九
、
三
五
○
か
所
の
公
園
の（２） 
中で、都市公園法に基金ついて設置される純粋な都市公園は五、九七七か所であり、全体都市公園の六割を占めている。
他
方
、
「
都
市
公
園
以
外
の
公
園
」
と
し
て
区
分
さ
れ
る
も
の
の
中
に
は
、
公
団
・
公
社
な
ど
が
設
置
す
る
住
宅
・
団
地
内
の
公
園
や
公共的な施設で広く一般に公開され都市公園に準ずるものなども含まれている。これらの都市公園の区分は、設置根
拠
お
よ
び
所
管
、
関
連
法
規
と
の
関
連
づ
け
な
ど
複
雑
な
要
因
が
か
ら
む
が
、
基
本
的
に
は
国
営
公
園
・
都
道
府
県
立
・
市
区
町
村
立
と
い
っ
た
設
置
機
関
に
対
応
し
て
い
る
と
い
え
る
。
ま
た
、
「
都
市
公
園
法
」
に
お
い
て
規
定
す
る
公
園
の
種
別
に
は
、
一
番
小
さ
い
規
模
の「街区公園」から災害時の安全確保や公園道路の機能を持たせた「緑道」に至るまで一四種類が上げられている。
第
四
章
戦
後
都
市
公
園
政
策
に
お
け
る
社
会
的
機
能
の
成
立
第
一
節
都
市
公
園
の
区
分
と
そ
の
成
立
過
程
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一
○ 
六
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二
国
民
公
園
と
国
営
公
園
現在、東京にある国民公園は「皇居外苑」、「新宿御苑」、「北の丸公園」の三か所であり、環境庁設置法によって管
理・維持されている。この「皇居外苑」、「新宿御苑」、「京都御苑」は、戦前まで旧皇室苑地であった。
これらの外苑・御苑は、昭和二二（一九四七）年一一一月の閣議決定（「旧皇室苑地の運営に関する件」）に基づき、
「
国
民
公
園
」
と
し
て
位
圃
づ
け
ら
れ
た
。
ま
た
、
皇
居
外
苑
北
の
丸
公
園
は
、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
度
か
ら
国
民
公
園
と
し
て
開放されている。千鳥ヶ淵戦没者墓苑は先の大戦における戦没者の遺骨のうち、遺族に引き渡すことのできない適骨
を納めるため、昭和三四（’九五九）年三月に竣工し、公園としての性格を有する墓地公園として一般に開放されて
と
こ
ろ
が
、
こ
れ
ら
の
都
市
公
園
は
前
に
も
述
べ
た
よ
う
に
、
戦
前
に
は
「
緑
地
」
体
系
の
中
に
融
合
さ
れ
、
細
か
な
区
分
な
ど
は
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
そ
の
細
分
化
が
行
わ
れ
た
の
は
、
終
戦
後
の
混
乱
の
中
で
生
じ
た
公
園
用
地
の
消
失
・
転
用
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
に制定された「都市公園法」においてであったが、その後も「児童公園」から「街区公園」への変更などから見られ
る
よ
う
に
体
系
的
な
も
の
で
は
な
か
っ
た
と
い
え
る
。
そ
の
う
え
、
戦
後
に
お
け
る
都
市
公
園
の
成
立
過
程
に
は
地
方
自
治
の
制
度
化
が
深くかかわっている。戦前において東京府・市に所管であったほとんどの都市公園は、地方自治法の制定とそれにと
もなう事務の移譲によってはじめて制度上．実際上の区立・市立公園が誕生することになる。
国
民
公
園
お
よ
び
千
鳥
ヶ
淵
戦
没
者
墓
苑
は
、
環
境
省
所
管
の
公
共
用
財
産
と
し
て
、
「
国
民
公
園
お
よ
び
千
鳥
ヶ
淵
戦
没
者
墓
苑
管
理規則」（昭和三四年厚生省令）に基づき、庭園としての維持管理を行っている。皇居外苑および新宿御苑は、昭和
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
’○七
い
る
◎ 
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東京都の都市公園構成（平成14年現在）表
都
市
公
園
一
萌 法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
秀
一
は
出典：東京都（2002）「公園調轡」より作成
一○八
二二（一九四七）年一二月の閣議決定「旧皇室苑
地の運営に関する件」により、国民公園として国
（３） 
（市エ米政府）の直接管理となった。
旧皇室苑地は、終戦当初は建設省において国営
公園の名称を用い、建設省の告示で璽泉都市計画
中央公園に坐型疋されていた。しかし、禽最盟親であ
った当時、アメリカの首都ワシントンの都市公園
を国立公園局が直接管理していたことにならい、
国立公園を所管していた厚生省が国立公園に準じ、
（４） 
管理することとなった。
この「旧皇室苑地運営に関する件」によれば、
旧皇室苑地である皇居外延並びに新宿御苑は「国
民
公
園
と
し
て
国
が
直
接
管
理
す
る
と
共
に
…
…
一
般
国
民に供すること」とされ、この閣議決定により設
置
さ
れ
た
「
旧
皇
室
苑
地
運
営
審
議
会
」
が
、
そ
の
運
営
の基本七忽針を「旧皇室苑地整備運営計画に関する
件」（昭和二四圧内閣総理大臣宛）において「各
都市公園の類型 か所 面柧(ha） 管理者（所管）
都市公園 国営公園都立公園区市町村立公園
１ 
7２ 
5,904 
138 
1,586 
2,668 
国土交通省
東京都（建設局）
区市町村
都市公園以外の公園
国民公園
海上公園（都立公園）
区市町村立児童遊園等
公団・公社等が設圃する住
宅・団地内の公園
東京都立公園条例に基づき設
圃される都市公園以外の都立
公園
上記以外の，公共的な施設で
広く一般に公開され都市公園
に準ずるもの
３ 
4２ 
3，１１１ 
200 
６ 
1０ 
173 
772 
268 
109 
４１２ 
187 
環境省
東京都（港湾局）
区市町村
団地内管理組合他
東京都（建設局）
各管理者
計 9,349 6,313 
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つ
ぎ
に
、
「
国
営
公
園
」
は
都
市
公
園
で
あ
っ
て
、
自
然
公
園
で
地
域
制
公
園
で
あ
る
「
国
立
公
園
」
と
は
、
そ
の
性
格
と
所
管
が
異
な
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
「
国
営
公
園
」
は
都
市
公
園
の
う
ち
で
も
も
っ
と
も
大
規
模
な
公
園
で
あ
り
、
そ
の
設
置
は
「
都
市
公
園
法
」
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
て
い
る
。
前
に
も
述
べ
た
よ
う
に
、
こ
の
「
国
営
公
園
」
は
そ
の
設
圃
の
主
旨
か
ら
二
種
類
が
あ
る
（
都
市
公
園
法
第
二
条
第
一
項
第
二
号
）
。
｜
っ
は
、
「
イ
号
国
営
公
園
」
で
。
の
都
府
県
を
超
え
る
よ
う
な
広
域
の
見
地
か
ら
設
題
す
る
都
市
計
画
施
設
で
あ
る
公
園
又
は
緑
地
百
号
を
除
く
）
」
で
、
も
う
一
つ
は
、
「
ロ
号
国
営
公
園
」
で
「
国
家
的
な
記
念
事
業
と
し
て
、
又
は
我
が
国
固
有
の
優
れ
た
文
化
的
資
産
の
保
存
及
び
活
用
を
図
る
た
め
閣
議
の
決
定
を
経
て
設
置
す
る
都
市
計
画
施
設
で
あ
る
公
園
又
は
緑
地
」
で
ある。
苑
地
の
特
性
に
照
ら
し
、
こ
れ
と
関
連
の
な
い
施
設
は
設
け
な
い
」
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
。
そ
の
所
管
は
、
昭
和
二
五
（
’
九
五
○
）
年
（｛。〉
に
大
蔵
省
か
ら
厚
生
省
に
、
昭
和
四
六
（
一
九
七
一
）
年
の
環
境
庁
発
足
と
同
時
に
環
境
庁
（
現
在
は
環
境
省
）
の
所
管
と
な
っ
た
。
他
方
、
「
新
宿
御
苑
」
は
明
治
時
代
に
お
け
る
代
表
的
な
庭
園
で
あ
り
、
一
九
○
○
本
の
桜
の
ほ
か
四
季
に
わ
た
り
花
木
を
観
る
こ
と
（６） 
が
で
き
、
年
間
利
用
者
の
数
は
約
一
○
三
万
人
（
平
成
一
四
年
実
績
）
に
達
し
て
い
る
。
ま
た
、
「
北
の
丸
公
園
」
は
、
昭
和
三
八
（
一
九六三）年「皇居周辺北の丸地区の整備について」（閣議決定）により「森林公園」として整備されることになり、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
か
ら
皇
居
外
苑
の
一
部
と
し
て
国
民
公
園
と
な
っ
た
。
こ
の
国
民
公
園
三
か
所
の
面
積
は
、
約
三
五
○
万
㎡
に達しており、東京都区市町村立公園の面積約一一一一○万㎡の一一一倍にあたり、二一一一区部の公園面積全体の三割を占めて
いる。この
「
国
営
公
園
」
は
、
全
国
で
一
六
か
所
が
開
園
な
い
し
事
業
中
で
あ
り
、
地
域
特
性
に
応
じ
た
オ
ー
ト
キ
ャ
ン
プ
場
、
サ
イ
ク
リ
ングコースや運動広場、展示施設、大規模な水族館など広域的なレクリエーション需要に応える施設整備などが設置
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一○九
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三
都
立
公
園
の
成
立
と
管
理
形
態
都市公園としての「都立公園」の成立は、東京府・東京市の所管していた「営造物公園」が昭和一八（’九四三）
年の東京都政の成立とともに引き継がれ、その原型を形成した。それまで、一塁尿市において管理していた公園の管理
（８） 
は、「公園地及び都有地の管理に関する事項」（東京都区長委任事務条項第八四号）によって改められ、千代田区の麹
（９） 
町公園など一六六か所の公園が都立公園として指定された。これらの都立公園の一部が各区に委任・移譲され、現在
は七二か所（庭園などを含む）が都立公園として東京都の管轄下で管理されている。
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
二
○
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
良
好
な
自
然
環
培
一
や
貴
重
な
歴
史
的
資
産
の
保
全
・
活
用
、
さ
ら
に
国
営
沖
縄
記
念
公
園
の
よ
う
に
地
域
の
重
要
（７） 
な観光拠点として整備されている。
奉
丞
尿
都
に
お
け
る
唯
一
の
国
営
公
園
と
し
て
知
ら
れ
て
い
る
「
国
営
昭
和
記
念
公
園
」
は
、
昭
和
天
皇
在
位
五
○
年
を
記
念
し
た
記
念
事
業
と
し
て
、
昭
和
五
四
二
九
七
九
）
年
一
一
月
に
立
川
基
地
跡
地
に
設
置
さ
れ
た
都
市
公
園
で
あ
る
。
公
園
の
都
市
計
画
決
定
面
積
は
、
立
川
市
お
よ
び
昭
島
市
に
わ
た
る
延
べ
約
一
八
○
万
㎡
で
あ
り
、
昭
和
五
○
二
九
七
五
）
年
に
そ
の
一
部
が
開
園
し
た
。
現
在
は
、
約
一
二
六
万
㎡
が
整
備
・
開
園
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
公
園
の
所
管
は
国
土
交
通
省
で
あ
る
が
、
公
園
内
の
駐
車
場
、
プ
ー
ル
、
貸
自
転
車
、
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
な
ど
の
特
定
公
園
施
設
に
つ
い
て
は
、
「
住
宅
・
都
市
整
備
公
団
」
が
設
腫
し
て
い
る
。
ま
た
、
「
公
園
緑
誕
地
管
理
財
団
」
が
設
置
さ
れ
、
公
園
の
管
理
運
営
な
ど
を
受
託
管
理
し
て
い
る
。
こ
の
「
公
園
緑
飛
地
管
理
財
団
」
は
、
昭
和
四
九
二九七四）年に建設省の認可によって設立されたもので、「公園緑地の管理に関する総合的な調査研究・技術開発、
利
用
増
進
な
ど
と
武
蔵
丘
陵
森
“
林
公
園
な
ど
の
管
理
」
を
そ
の
目
的
と
し
て
い
る
。
Hosei University Repository
東京都における公園緑地の本格的な整備事業は、昭和四四二九六九）年度を起点としている。すなわち、公園緑
地
は
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
の
「
東
京
都
中
期
計
画
》
六
九
」
に
お
い
て
は
じ
め
て
長
期
計
画
の
中
項
目
に
位
置
づ
け
ら
れ
、
昭
和
六○（一九八五）年を目標年次とし、一人当たり公園緑地面積三㎡を基準値に、都全域において三七八○施（都立公
園一八九○地を含む）の整備が決定された。また、短期計画として、昭和四五年から四七年にかけて整備目標二九○．
（Ⅶ） 
五胆、経費として約一七四億円が策定された。
昭和三○年代後半から昭和四○年代にかけての都市公園の整備は、主に主要河川の公園化であった。この時期は、
経済成長の歪みが生活環境の悪化に連動した時期でもあり、自然的環境に対する保護および保全に関する関心が高ま
（Ⅱ） 
り、各種の制度が法制化される時期でもあった。
他方、東京都における都市公園などの維持管理は大きく、①植物管理、②建物・工作物管理、③運動施設管理、④
その他の施設物管理の四つに分かれており、その実施形態は、①職員直轄、②外部委託（委託・請負）、③失業対策
（胆）
事業の一二つによって行われていた。そのうち、都の直轄（直営）の場合、①即応性を要するもの、②技術的安定性を
要するもの、③多種多様な作業への適応性を要するもの、などの面で民間委託より優位であると捉えられている。し
かし、このような直轄事業の場合においても、①公園の維持管理に必要な技能職員の技能習得時間が長いこと、②安
全衛生管理や福利・厚生等労務経費や対策を必要としていること、③財政・経営における人件費（給料支払い）の上
（田）
昇により、硬直化されやすいなどの問題点も多く、公園の維持管理に関する外部委託の割くロは増加傾向にある。
外部委託は、昭和三○年代から進展しはじめ、昭和四○年代後半からの公園などの数や規模が増大するにつれ、公
園
な
ど
の
管
理
面
積
も
急
速
に
拡
大
さ
れ
、
維
持
管
理
の
規
模
を
増
加
さ
せ
る
原
因
と
な
り
、
大
規
模
・
大
作
業
の
効
率
化
に
対
応
す
る
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一一一
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四
時
期
別
整
備
の
特
徴
この都立公園の整備過程を時系列的に見れば、現在の設けられている七二か所のうち明治時代に開園されたのは、
上野恩賜公園・芝公園・上野恩賜動物園および曰比谷公園の計四か所であり、いずれも衷泉府の中心部に位置してい
る。大正期に入り、井の頭恩賜公園および芝離宮恩賜庭園が設けられた。なかでも、井の頭恩賜公園は初めての「郊
外
公
園
」
で
あ
り
、
御
下
賜
公
園
で
あ
っ
た
。
昭和二○年から昭和二九年にかけては、終戦後の復興事業によって小規模の公園はある程度整備される。そのうち、
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一一一一
ため直轄で処理できない需要を外部に発注するようになった。とくに、昭和四○年代後半から五○年代後半にかけて
発注先（主に造園工事者）の増加が目立っており、昭和四七二九七二）年に建設大臣および都道府県知事許可の造
園関係工事者の登録件数は一○五七件であったのに対し、昭和五七（’九八二）年度にはその数が二万二四四一件と
（Ｍ） 
なり一○年間で一一○倍を越一える急増ぶりをみせている。
この外部委託の特性としては、定型的・大規模への対応性、専門工事に関する適応性、特殊技能や専門資格等の専
門性などが取り上げられてはいるものの、増大した維持管理の面積からすれば、その対応性は十分とはいえない。
そのうえ、「失業対策事輩〈」の場合、その根拠は昭和二四（一九四九）年の「緊急失業対策法」の規定に基づき行
わ
れ
て
き
た
も
の
で
、
就
労
者
の
一
員
齢
化
な
ど
の
問
題
改
善
の
た
め
制
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
昭
和
四
六
（
一
九
七
一
）
年
の
「
中
高
年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法」の規定により失業対策事業の穏確処は切り替えられ、一定の条件の失業者
（旧）
に関しては、従前の失業対策法を適用し、失業対一室事業は←仔続することとなった。
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都
立
公
園
と
し
て
開
園
さ
れ
た
の
は
、
浜
離
宮
恩
賜
庭
園
・
小
金
井
公
園
・
戸
山
公
園
の
三
か
所
の
み
で
あ
っ
た
。
そ
の
中
で
、
市
部
に
位
置
し
て
い
る
の
は
小
金
井
公
園
で
、
戦
前
の
昭
和
一
五
（
一
九
四
○
）
年
に
「
紀
元
二
六
○
○
年
記
念
事
業
」
と
し
て
計
画
さ
れ
た
「防空緑地（小金井大緑地）」がその前身であった。現在の小金井公園は、昭和二七二九五一一）年に立太子記念事業
と
し
て
、
都
に
よ
っ
て
そ
の
造
成
が
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
終
戦
後
の
戦
後
改
革
の
中
で
、
東
京
都
か
ら
特
別
区
へ
の
事
務
移
譲
が
行
わ
れ
、
面
積
三
万
坪
（
約
一
○
妃
）
以
下
で
、
主
と
し
て
そ
の
区
の
住
民
に
利
用
さ
れ
る
こ
と
を
基
準
に
都
所
有
の
公
園
一
七
一
か
所
、
面
積
一
七
三
烟
が
順
次
特
別
区
に
移
譲
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
公
園
移
譲
は
、
地
方
自
治
法
の
改
正
と
と
も
に
増
え
、
現
在
に
お
い
て
は
文
化
財
な
ど
を
除
い
て
面
積
一
○
烟
を
基
準
と
し
、
一
○胆以上の都市公園は、都が整備する都立公園となっている。これらの都立公園（区長委任公園一か所、富士見公園
（肥）
を〈己む）は、平成一○（一九九八）年現在、全体で七二か所、面積にして一五八○万㎡が整備・開設されている。
高
度
経
済
成
長
に
よ
る
財
政
的
安
定
に
よ
り
、
昭
和
三
○
年
以
降
の
都
立
公
園
の
整
備
は
活
発
化
す
る
が
、
昭
和
五
○
年
代
の
市
部
に
お
け
る
公
園
緑
地
整
備
が
本
格
化
す
る
ま
で
の
間
、
す
な
わ
ち
昭
和
三
○
年
か
ら
五
○
年
の
期
間
に
お
い
て
は
、
主
に
市
街
地
で
の
整
備・開園が続くこととなる。
〈Ⅳ）
昭和三○年から昭和三九年における公園の開設は、一一一一一区の西部に集中しているのがその特徴である。これらの公
園
地
の
大
半
は
、
戦
前
の
防
空
緑
地
に
指
定
さ
れ
て
い
た
も
の
で
、
当
時
東
京
の
外
郭
地
域
を
囲
む
緑
地
帯
と
し
て
計
画
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
が
、
こ
の
時
期
に
な
っ
て
整
備
・
開
園
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
時
期
、
開
園
し
た
一
三
か
所
の
う
ち
の
七
か
所
の公園は、戦前の「防空緑地帯」の上に置かれたことになる。市部に開園された三か所（神代植物公園、多摩動物公
園
お
よ
び
武
蔵
野
公
園
）
の
う
ち
、
武
蔵
野
公
園
は
、
野
川
を
計
画
区
域
内
に
持
つ
「
武
蔵
野
の
森
構
想
」
の
一
部
と
し
て
開
園
し
た
公
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
’一一一一
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法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一一四
園
で
あ
っ
た
。
そ
の
整
備
的
特
徴
と
し
て
、
既
存
の
緑
と
野
川
の
地
形
的
特
性
を
そ
の
ま
ま
利
用
し
、
自
然
的
環
境
を
生
か
す
一
方
、
直
営苗園として苗木育成を行うという生産公園的性格を持つユニークな公園である。
昭和四○年代の公園整備もやはり一一三区に集中しており、そのほとんどは、旧緑地、米軍基地跡地であった。’’一一一
区以外にある浅間山公園は、昭和三○年代に急激な宅地開発から浅間｝山を守ろうとした地域市民の要求に対し、都が
風致公園として指定、昭和四○年代より用地を買収・整備した公園である。また、陸南公園は、東京オリンピックの
際に自転車競持傷として使用したものをオリンピック終了後に整備し公園として開園したものである。
他
方
、
昭
和
五
○
年
代
以
降
の
開
園
状
況
に
つ
い
て
の
特
徴
は
、
奉
丞
界
市
町
村
部
、
と
く
に
多
摩
地
域
に
お
け
る
公
園
緑
地
の
開
園
が
著
し
く
進
展
し
た
こ
と
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
れ
ま
で
の
整
備
・
開
園
が
、
主
に
二
三
区
の
市
街
地
に
お
い
て
旧
防
空
緑
地
、
米
軍
基
地
跡
地
な
ど
用
地
の
取
得
が
比
較
的
容
易
な
と
こ
ろ
に
お
い
て
行
わ
れ
て
き
た
こ
と
に
対
し
て
、
昭
和
四
○
年
代
以
降
は
深
刻
な
市
街
地
化による市部の自然環境・生活環境の悪化を懸念する声が高くなった。そこで、多摩の自然環境を守る一々法としての
公園緑地の整備が急速に進展した結果、多摩地区において整備・開園された公園の数が二三区を上回ることとなった。
区部においては、納坦帥谷公園や舎人公園のような旧来の防空緑諏地の跡地以外に、工場跡地、研究機関の移転跡地な
ど
が
公
園
用
地
と
し
て
登
場
し
、
ま
た
、
埋
立
地
に
立
地
す
る
夢
の
島
公
園
が
開
園
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
公
園
用
地
は
、
海
上
公
園
の
開
設とともに昭和五○年代の新たな整備用地として登場したものである。このような公園用地の変化は、都立公園だけ
で
は
な
く
、
都
市
公
園
全
体
の
傾
向
で
あ
り
、
そ
の
原
因
と
し
て
は
、
地
価
の
高
騰
に
よ
る
用
地
取
得
困
難
と
、
す
で
に
買
収
し
た
用
地
の
ス
ト
ッ
ク
が
少
な
く
な
っ
た
た
め
、
各
種
移
転
跡
地
、
埋
立
地
、
海
上
、
丘
陵
部
な
ど
の
活
用
が
図
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
で
あ
（咄）
った。
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五
美
濃
部
都
政
の
公
園
政
策
ところが、高度成長期に入ってからも進まなかった公的空間としての都市公園の整備は、新たな局面を迎えること
となった。すなわち、一九六○年代初期における交通過業から児童の遊び場の確保という現実的な生活上の問題提起
と、政治状況においては「美濃部都政」といわれる「革新自治体」の誕生であった。昭和四一（一九六六）年に東京
都は児童の遊び場に関する問題の深刻性を踏まえ、「東京都遊び場対策本部」を設け、その基礎的な調査に取りかか
った。こどもの遊びおよび遊び場に関する実態調査であったが、調査結果から昭和四一（一九六六）年現在の児童遊
園の数は七六○か所、児童公園は四○八か所、一般公園が八○か所であること、戸外の遊び場の二○％が道路などの
路上であり、対象児童の半分近い約四七％が各種事故体験をもっていたこと、また、多くの児童遊園、児童公園の配
（旧）
置が適切ではなく、児童の遊び場は依然不足していることがわかった。
このような都市装置として公的空間の不足は、単に児童の遊び場だけではなかったことは言うまでもなかった。表
二は、終戦後の各種行政計画において定められた都市公園の整備目標であるが、昭和二六（一九五一）年の「首都建
設法」において四．九五㎡であった整備目標が昭和四三年の「東京都中期計画六八」においては三．○○㎡へと下方
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
西
）
〈
申
）
’’五
この用地取得に対する変化は、昭和六○年代にも継続的に図られ、多摩地域においては丘陵部の公園緑地の整備が、
二三区部においては基地跡地・工場・貯水場跡地、埋立地、さらには下水処理場の上部空間を公園地とするケースも
あり、近年は廃棄処理場と公園を一体的に整備する試み（ＰＦＩ手法による「リサイクル公園整備」計画）も行われ
ている状況である。
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表二戦後東京都の行政計画と公園整備目標
藤母罵 法学志林第一○二巻第一号
出典：東京都（1995）「東京の公園120年」より作成
’一一ハ
調整されている。その理由としては、上記の「首扉部建設法」や昭
和
三
一
年
の
「
都
市
公
園
法
」
（
六
・
○
○
㎡
）
に
お
け
る
曰
穗
設
定
が
期
待値であったことに対し、「竃奎泉都中期計画六八」の目標値は最
低
限
の
整
備
曰
標
、
す
な
わ
ち
、
可
能
値
と
し
て
設
定
さ
れ
た
こ
と
が
考
え
られる。当時、美濃部都政における大都市甫京の問題への対応は、
都
市
空
間
に
お
け
る
「
生
活
公
準
」
と
し
て
の
「
シ
ピ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
」
の
設
定
に
よ
る
計
画
化
で
あ
っ
た
。
「
シ
ピ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
」
と
い
う
言
葉
は
、
（印）
ナショナル・ミニマムに一不唆された和製英語である。
従
来
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
が
、
教
育
、
保
健
、
保
育
、
交
通
、
住
宅
な
ど
の
公
共
機
能
や
健
康
保
険
、
老
齢
年
金
な
ど
の
社
会
保
障
を
通
じ
て
憲
法
上
で
い
う
国
民
生
活
の
最
低
限
の
保
障
を
行
う
の
に
対
し
、
「
シ
ピ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
」
は
、
近
代
都
市
が
当
然
整
備
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
都
市
における最低限の生活条件、すなわち、市民が安全、健康、快適、
能率的な都市生活を営む上で必要な生活公準を指す言葉であった。
美濃部都政における各種中長期計画の底には、この「生活公準」
〈皿）
の思想が潜んでいた。
竃上界都においては、都行政におけるめざすべき水準として「シ
策定
年次 行政計画・法律名
目標
水準
目標
年次 計画目標
1951 首都建設法 4．９５ 
1956 都市公園法 6.00 
1968 東京都中期計画6８ 3．００ 1985 都市改造
1974 東京都中期計画7４ 5.00 1980 生活環境・緑の回復
1976 東京都行財政３カ年計画 5.00 1980 環境保存・緑の回復保存
1982 東京都長期計画 6.00 2000 都市と自然の共生
1986 第二次東京都長期計画 6.00 2000 快適でうるおいのある都市
1990 第三次東京都長期i'十画 ６００ 2000 都市機能と潤いの融合
1993 都市公園法改正 10.00 
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六
海
上
公
園
の
整
備
他方、高度経済成長に連動した土地価格の暴騰は、土地という物的空間を土台とする都市公園の整備には大きな障
害要因として作用した。そのうえ、量的拡大によって生じた維持管理のための費用の増大も、量的拡大の限界を明確
都市公園政策の歴史的変避過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
二
七
ビ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
」
が
政
策
ご
と
に
策
定
さ
れ
た
が
、
そ
の
設
定
に
お
い
て
は
、
①
現
行
法
制
度
上
ど
の
よ
う
な
基
準
が
設
定
さ
れ
て
い
るのか、②学説または調査会、審議会などにおいてはどのような結論が出されているのか、③国内または欧米の大都
市
水
準
と
比
較
し
て
ど
う
か
、
④
現
行
計
画
上
ど
の
よ
う
な
目
標
が
設
定
さ
れ
て
い
る
の
か
、
な
ど
が
考
慮
さ
れ
た
。
そ
の
う
え
、
課
題
ごとに設定された「シビル・ミニマム」と都の現実的な行政条件との格差を埋めていくための施策を考え、計画化さ
れ
た
の
が
「
シ
ピ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
計
画
」
で
あ
っ
た
。
こ
の
中
で
公
園
の
「
シ
ビ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
」
は
、
昭
和
四
三
（
一
九
六
八
）
年
の
「夏泉都中期計画六八」において、都民一人当たりの公園面積を二・○○㎡から一一「○○㎡へ、また、その達成目標
年
次
を
昭
和
六
○
（
一
九
八
五
）
年
か
ら
昭
和
五
五
二
九
八
○
）
年
へ
と
早
め
ら
れ
た
。
と
こ
ろ
が
、
こ
れ
ら
の
各
種
項
目
別
の
「
シ
ビ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
」
の
達
成
の
た
め
に
は
、
東
京
都
の
都
市
樹
造
全
体
を
根
本
的
に
改
革
す
る
必
要
が
あ
り
、
長
期
構
想
に
基
づ
い
た
計
画
的
対
応
が
求
め
ら
れ
た
。
そ
の
長
期
的
計
画
の
構
想
と
し
て
、
昭
和
四
六
二
九
七
一）年に試案という形をとった「広場と青空の重泉構想（試案一九七一）」が発表された。ここでの「広場」は「都
民参加」を、「青空」は「シビル・ミニマム」の実現による環境改善を指していた。この構想の課題としては、地域
特性への対応、夏泉圏の広域的拡大、防災都市への展望が取り上げられたが、公園緑地の関連では、多摩ニュータウ
ンの建設、グラウンド・ハイツ跡地の整備および海上公園の建設などが盛り込まれていた。
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に見せていた。そのため、河川敷地の公園地としての利用なども制度化されたが、欧米比較に基づく量的拡大に対応
するほど十分なものではなかった。
第二次世界大戦後の重泉の公園計画は、昭和二一（一九四六）年の「戦災復興計画」に始まることはすでに見てき
た。しかし、計画上の具体性を欠いたまま、昭和二五二九五○）年に中小河川を入れた小規模なものに変更され、
昭和一一一二（’九五七）年には大改定が行われた。その改定の際、公有水面、河川敷を取り入れ、既存の陸地部に加え、
海
上
の
整
備
が
急
速
に
進
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
奉丞泉の都市公園政策の転換を特徴づけるこの海上公園の整備事業は、昭和四六（一九七一）年の「広場と青空の東
京
構
想
」
（
試
案
一
九
七
一
）
に
お
い
て
具
体
化
さ
れ
た
海
上
公
園
整
備
計
画
で
あ
っ
た
。
昭
和
四
○
年
代
に
始
め
ら
れ
る
各
種
公
害
対
策
が
次
々
と
法
制
化
さ
れ
る
中
で
、
衷
泉
で
は
、
昭
和
四
七
（
一
九
七
三
）
年
に
「
衷
泉
に
お
け
る
自
然
の
保
護
と
回
復
に
関
す
る
条
例」が制定され、吉丞泉の自然環壌あ保全に対する気運が高まっていた。
他
方
、
海
上
公
園
が
急
速
に
展
開
さ
れ
た
の
は
、
内
陸
部
に
お
け
る
都
市
公
園
事
業
が
、
急
激
な
地
価
上
昇
の
た
め
土
地
取
得
に
難
航
していたことへの対応策でもあったからである。そのため、奉墨泉都の都市公園所管部署である建設局は都市計画事業
としての都市公園を海上公園計画と調整しつつその量的整備を進めていくこととなる。このような社会状況のなかで、
従
来
の
都
市
公
園
の
枠
を
越
え
た
公
園
を
臨
海
部
に
集
中
的
か
つ
総
合
的
に
整
備
・
運
営
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
昭
和
五
○
二
九
七
（理）
五）年に「東泉都海上公園条例」が制定されることとなった。
吉
丞
扉
都
で
は
、
こ
れ
に
先
立
ち
、
昭
和
四
五
二
九
七
○
）
年
に
東
京
湾
の
水
域
と
埋
立
地
を
利
用
し
て
公
園
・
緑
地
を
整
備
し
よ
う
とする「海上公園計画」を決定し、翌年策定された「広場と青空の奉丞泉構想（試案一九七一）」の中の臨海地帯計画
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表三海上公園と都市公園との比較
区分 海上公圏 都市公園
法的位置づけ「公の施設」（地方自治法第244都市公園法，東京都立公園条例
条)．東京都海上公園条例
立地上の特性 臨海地域および水域に設題する公
園。一部の公園を除いて都市計画
施設の公園緑地に該当しない
都市計画区域内における都市計画
施設としての公園緑地
性格 積極的親水性をもった自然を楽し
む公園
陸域の利用を中心とした施設中心
の公園
施股内容 都市公園法に掲げる施設
港湾法に掲げる港湾現境整備施設
を含めた港湾施設干潟等自然環境
保全施設と釣り施設人工なぎさ等
の水面レクリエーション施設等港
湾法の規定に基づく「修景厚生港
区」の栂遺物規制に合致した施設
都市公園法に掲げる施設
占用物件 専用できる物件の範囲が広い
(地下鉄駅，モノレール，バス停．
都市防災施設，都市公園法で股画
できないものを含む）
占用できる物件の種類殴國基寧が
限定されている。（占用できるもの
は公圃の規模によって制限がある）
他法令との
調整
港湾法，都市計画法，都市公園法
等と調整を図bながら運用
単一の公物，営造物に関する法と
て都市公園法に基づき統一的運用
し
出典：東京都港湾局，「東京港史通史（第一巻)」1994:250頁
に
お
け
る
先
駆
的
事
業
と
し
て
、
「
海
浜
公
園
・
ふ
頭
公
園
・
緑
道
公
園
」
の
三
種
類
の
海
上
公
園
事
業
を
ス
タートさせた。その構想においては海上公園の
必要性を、「東京の街は、都民が自らの街とし
て
愛
着
を
も
ち
う
る
住
み
よ
い
美
し
い
街
で
な
け
れ
ば
ならない。そのためには、澄んだ空気、深い緑、
青
い
水
面
等
の
自
然
環
境
の
保
全
と
回
復
を
図
り
、
都
民
が
明
日
へ
の
活
力
を
養
え
る
よ
う
な
潤
い
と
憩
い
を
与
え
る
た
め
の
施
策
が
必
要
で
あ
る
」
と
説
明
し
て
い
（瀦〉
た
。
こ
の
内
陸
部
に
お
い
て
進
ま
な
い
都
市
公
園
の
代
替案として期待された海上公園の特性は、①港
湾振興における役割、②埋立開発事業としての
位置づけ、③臨海部における植栽や水域環境な
どの技術的能力や技法の蓄積、④海浜を主体と
した管理（親水性レクリエーション場や海と生
物の保全管理など）、⑤臨海部全体の緑地管理
（海上公園、街路樹、保留地緑化）、⑥港湾法上
二
九
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の港湾施設としての管理、などがあげ重われている。
海
上
公
園
条
例
の
一
つ
の
特
徴
は
、
同
計
画
の
策
定
と
計
画
案
を
二
墨
界
都
海
上
公
園
審
議
会
」
に
諮
問
す
る
こ
と
が
知
事
に
義
務
づ
（鰯）
け
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
に
あ
る
。
ま
た
、
同
条
例
に
基
づ
き
計
画
の
策
定
、
変
更
に
当
た
っ
て
は
、
都
民
の
意
見
が
反
映
さ
れ
る
よ
う
に
努
力
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
た
。
「
海
上
公
園
計
画
は
、
海
上
公
園
の
設
置
に
関
す
る
重
要
な
事
項
で
あ
り
、
計
画
策
定
段
階
か
ら
都民の意向を精嬉惇的に反映させる必要がある」、すなわち、審議会を通して都民の意向を海上公園計画に反映させる
こ
と
が
で
き
る
。
そ
し
て
、
海
上
公
園
計
画
の
基
本
理
念
に
お
い
て
、
「
海
の
都
民
へ
の
開
放
は
、
葛
西
沖
か
ら
羽
田
沖
ま
で
の
海
面
全
域
に
わ
た
る
一
体
的
な
構
想
の
も
と
で
進
め
る
こ
と
お
よ
び
そ
の
具
体
化
に
当
た
っ
て
は
、
都
民
の
参
加
を
福
同
よ
り
ユ
ニ
ー
ク
な
ア
イ
（鰯）
デァを投入することを制度的に保鋒陣」することが盛り込まれている。
海上公園事業は昭和四七（一九七二）年に開始され、平成五（一九九一一一）年現在、三六公園、七○七．九頤が整備
開
園
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
代
表
的
な
公
園
と
し
て
は
、
潮
風
公
園
（
一
三
号
地
公
園
）
、
夢
の
島
公
園
、
葛
西
臨
海
公
園
な
ど
が
あ
り
、
こ
れ
ら
の
海
上
公
園
は
埋
め
立
て
後
に
都
市
計
画
決
定
や
区
画
整
理
、
施
設
の
整
備
と
運
営
に
都
建
設
局
、
都
港
湾
局
、
隣
接
区
な
ど
に
よ
っ
て
進
め
ら
れ
た
公
園
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
海
上
公
園
の
管
理
運
営
に
つ
い
て
は
、
「
各
公
園
の
特
性
を
生
か
し
た
管
理
を
行
う
た
め
拠
点
と
な
る
べ
き
大
規
模
公
園
は
、
施
設
の
維
持
管
理
運
営
に
つ
い
て
適
切
な
団
体
を
活
用
し
、
都
は
、
総
括
的
管
理
・
規
制
・
許
認
可
・
利
用
者
サ
ー
ビ
ス
お
よ
び
利
用
の
安
全
確
保
等
の
業
務
を
中
心
と
す
る
拠
点
（
常
駐
）
管
理
を
行
う
」
と
の
管
理
方
針
を
立
て
て
い
た
０ この方針に基づく海上公園の管理は、特認可事務・財産管理・公園のＰＲ・利用者指導・園内巡回などは直営で行
い、園内清掃・除草害虫駆除・樹木の手入れなどは委託によって行われている。これらの管理に関する基本的考えは、
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一
市
町
村
立
公
園
の
開
設
戦前における市町村の都市公園は、明治二九二八九六）年開園の八王子市「富士森公園」に始まる。その後、八
王子市が大正六二九一七）年に「市制」を施行し、大正八（一九一九）年に公布された都市計画法の適応都市とな
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成西）（申）
一一一一
ところが、都市公園の管理の手法を準用する海上公園の管理においては、一般的な公園の安全管理とは異なった専
門的安全管理が行われているのが管理上の特色である。これらの特色は、海洋スポーツや水辺でのレクリエーション
が主な海浜公園において顕著であるが、専門家の不足、変化しやすい気象・海象などに対応して、海洋生物の保護と
（班）
レクリエーションの提供という管理上の問題などが指摘されている。
示される。
「
①
公
平
か
つ
民
主
的
な
利
用
を
確
保
す
る
こ
と
、
②
適
正
な
公
園
秩
序
を
維
持
す
る
こ
と
、
③
公
園
行
政
の
責
任
者
で
あ
る
東
京
都
の
（Ⅳ） 
主体が保持できる最小限度の直営管理体制を確立すること」などが特徴としてあげられた。
この海上公園の建設費や運営費については、臨港地区に立地する一万㎡以上の敷地を有する事業者から徴収する環
境整備負担金の対象となっており、臨港地区に立地する事業者が、公園整備や維持管理に必要な費用の一部を負担す
ることが港湾法によって制度的に規定されている。海上公園の計画策定の手順は、港湾局が計画素案を作成し、庁内
関係部局との調整を踏まえ原案を作成する。内部的な調整から得られた原案は、関係行政機関、関係自治体・団体と
の意見調整を経て、東京都海上公園審議会に諮問され、決定される仕組みであり、その概要は東京都の広報により告
第
二
節
市
町
村
立
公
園
の
成
立
と
区
立
公
園
の
現
状
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つ
た
こ
と
を
は
じ
め
と
し
て
、
三
多
摩
地
域
の
各
市
に
市
制
が
敷
か
れ
「
都
市
計
画
法
」
の
適
用
を
う
け
る
こ
と
と
な
っ
た
。
戦
前
の
多
摩
地
域
に
お
け
る
都
市
計
画
は
、
昭
和
二
（
一九二七）年に八王一工巾に都市計画区域が設置されたのを皮切りに、
昭和一一一（一九三七）年から昭和一七（一九四一一）年までの六年間にほとんどの市町村が都市計画区域に位置づけら
れた。しかしながら、都市計画公園や緑地の決定をみたのは、昭和一五年から一八年までの間、七公園のみであった。
そ
の
原
因
は
、
中
島
飛
行
場
な
ど
の
軍
事
工
場
が
区
部
周
辺
市
に
進
出
し
た
こ
と
に
よ
る
居
住
環
境
の
整
備
（
宅
地
建
設
）
が
優
先
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。
戦
後
の
奉
丞
泉
都
市
部
に
お
け
る
公
園
整
備
は
、
「
地
方
自
治
法
」
の
施
行
に
よ
る
制
度
上
の
地
位
の
確
立
お
よ
び
戦
災
（鯛）
復興のために適応された特別都市計画によるものであった。これにより、九か所の都市計画公園が決定され、昭和一一
四
（
一
九
四
九
）
年
か
ら
昭
和
二
七
（
’
九
五
二
）
年
に
か
け
て
六
か
所
の
公
園
（
船
森
、
天
神
、
焼
、
子
安
、
小
門
、
明
神
公
園
）
が
開園された。また、昭和二○年代には八王子市をはじめ立川市、武蔵野市、昭島市、調布市．、福生市の六市において
一九か所の公園が開設された。
昭
和
三
○
年
代
以
降
の
高
度
経
済
成
長
に
し
た
が
い
、
大
都
市
、
特
に
首
都
圏
へ
の
人
口
、
産
業
の
集
中
に
よ
る
生
活
環
境
の
悪
化
や
交
通
難
な
ど
の
都
市
問
題
へ
の
対
応
が
新
た
な
行
政
課
題
と
し
て
浮
上
し
て
き
た
。
そ
の
た
め
、
昭
和
三
○
年
代
に
は
「
首
都
圏
整
備
法」の施行とともに、三多摩地域の公共空地計画が進められた。
また、当時制定された「都市公園法」の基準を踏まえた計画の改定も同時に進行し、昭和三六年から昭和一一一七年に
かけて調布、府中、立川、八王子において、昭和三八（一九六一一一）年には従来都市公園の計画が未決定であった町田、
東
村
山
、
昭
島
、
福
生
、
小
金
拝
菰
日
唾
弐
小
平
な
ど
の
各
市
に
お
い
て
公
園
緑
地
の
指
定
が
行
わ
れ
た
。
さ
ら
に
昭
和
四
○
二
九
七五）年には、新市街地建設のため多摩、稲城、八王子、町田市の区域に多摩一三－タウン建設計画が決定され、そ
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二
市
部
の
公
園
緑
地
整
備
こ
の
年
か
ら
丘
陵
部
に
お
け
る
公
園
用
地
の
買
収
が
始
ま
り
、
市
部
に
お
け
る
担
当
組
織
が
誕
生
す
る
こ
と
に
な
る
。
現
在
の
更
泉
都
と区市町村の都市公園事業の役割分担は、一○順以上の公園は都立公園として東京都が、二妃以下の公園は都区の一
般財調制度により、また二旭以上一○畑以下の公園事業は、都市計画交付金と特別財調制度による事業区分となって
い
る
。
整
備
状
況
か
ら
み
れ
ば
、
区
部
に
お
い
て
は
都
事
業
と
さ
れ
る
一
○
妃
以
上
の
公
園
が
市
部
に
お
い
て
は
八
市
一
六
か
所
、
ま
た
区
部
に
お
い
て
は
都
市
計
画
交
付
金
と
都
区
特
別
財
調
制
度
に
よ
る
事
業
対
象
と
な
る
二
～
’
○
順
の
公
園
の
場
合
、
二
四
市
一
一
七
か
所
の公園が整備されている。
この二順から一○妃規模公園の整備内容からみれば、二妃以上の公園整備の多くは多摩ニュータウン事業や大規模
団地開発によって生み出されたもので、市財政により単独で用地買収を行い、公園として整備してきたのは町田市、
府中市など数市に限られている。しかし、かって武蔵野の影を蘇らせようとする市部の努力が恵泉都における都市公
（釦）
園の全体面積を増やす一方、地域の個性あふれる都市公園が造られ、親しまれている。なかでも、次に述べる武蔵野
市
と
三
鷹
市
の
公
園
整
備
は
そ
の
代
表
的
事
例
で
あ
る
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
一一一一一一 （卯）
の進行にと４℃ない近隣公園等の指定が昭和四五（一九七○）年以降、八王子市、多摩市において進められた。
他
方
、
多
摩
地
域
に
お
い
て
公
園
担
当
係
が
設
置
さ
れ
る
の
は
、
昭
和
二
五
二
九
五
○
）
年
の
八
王
子
市
が
そ
の
最
初
で
あ
る
。
多
摩
地
域
に
お
け
る
公
園
整
備
は
、
昭
和
四
六
（
一
九
七
二
年
に
「
都
市
公
園
等
整
備
五
か
年
計
画
」
が
発
表
さ
れ
る
と
同
時
に
「
緑
の
マスタープラン」の提案がなされ、東京都が公園整備事業に本格的に乗り出したことがその契機であった。
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表四東京都市町村における緑地現況
緑地目標
（96） 
公園緑地目標
価/人）
農地面樹
（ha） 
生産緑地
（ba） 
都市公園面積
（㎡／人）市町村名
八王子市
立川市
武蔵野市
三鷹市
青梅市
府中市
昭島市
調布市
町田市
小金井市
小平市
日野市
東村山市
国分寺市
国立市
福生市
狛江市
東大和市
清瀬市
東久留米市
武蔵村山市
多摩市
稲城市
羽村市
あきる野市
西東京市
瑞穂町
日の出町
桧原村
奥多摩町
多摩地域計
特別区
６
６
４
１
０
１
９
４
７
９
４
１
３
８
９
１
９
４
 
８
ｑ
Ｌ
Ｚ
７
０
０
２
２
２
ｄ
且
ａ
ａ
１
Ｚ
Ｚ
ｑ
５
２
２
２
３
３
３
３
２
３
３
２
３
２
３
 
533.64 
300.,1 
36.79 
191.95 
252.26 
186.34 
88.11 
198.31 
473.51 
17.83 
241.53 
235.78 
205.,9 
８
９
２
６
９
７
７
５
８
６
２
９
６
５
４
 
０
４
１
４
Ｌ
４
Ｌ
ｑ
０
Ｌ
Ｌ
Ｌ
０
３
４
 
３
１
１
２
２
３
１
２
１
１
３
２
１
１
 
句
碑
、
犯
犯
随
卯
皿
夘
“
叩
、
“
沁
列
、
お
お
卯
酬
”
だ
肥
皿
砧
駈
●
●
●
●
●
■
●
●
●
●
巳
●
●
●
●
●
■
●
●
●
●
●
０
Ｏ
●
●
麺麺犯妬哩辺別聯瓢刀、、鰯、⑱７“別防加ｍｍｍ”、幻
２
１
１
１
 
１
 
８．，８ 
８．７７ 
４．１８ 
３．０９ 
５．７９ 
7.39 
10.17 
５．１８ 
５．５８ 
７．０７ 
２．６５ 
７．２０ 
４．７８ 
１．７４ 
２．５３ 
５．２６ 
１．４４ 
８．７３ 
２．７２ 
1.43 
17.09 
13.00 
813 
６．３０ 
５．４５ 
1.37 
13.78 
２．６２ 
184.24 
80.42 
19.,6 
57.26 
90.15 
23827 
205.11 
173.68 
64.34 
161.04 
58.14 
160.41 
188.15 
１８．４ 
２０１ 
１８６ 
２１．１ 
１４．５ 
２０．８ 
２７．７ 
３２，１ 
２７．３ 
45 
12.,(11.0） 
２０．８ 
３８．１ 
２５．３ 
３５．８ 
３７．３ 
４０ 
２２．８ 
73.1 
20(21.3） 
４７．７ 
７１．５ 23.1 
44.81 
６．２８ 
３．，７ 
47.8 
19.7 
21.9 
12., 
4740.2 
114.47 
3,300.03 
５３８０７ 
東京都計 35.8 16,15,654.673,838.10 5.04 
(注）緑地目標および公圃緑地目標は．平成型年度における目概数字である。
西東京市の場合．旧田無市（旧保谷市）を表わしている。
出典：（財）東京市町村自治調査会，「多犀地域データプックｊ２００２より作成 四
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ところが、武蔵野市において行われている緑地保全の土台には長年にわたり試みられ蓄積されている市民参加の経
験と仕組みがあったことに注目したい。武蔵野市における緑対策は、昭和四六二九七一）年に「緑化市民委員会」
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
一二五
昭和二二（一九四七）年の市制施行当時、武蔵野市の近郊農村地域には、樹木や屋敷林、街道沿いの並木など武蔵
野
の
面
影
が
数
多
く
残
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
昭
和
三
○
年
代
ま
で
比
較
的
豊
か
に
残
さ
れ
て
い
た
武
蔵
野
の
緑
は
、
急
激
な
都
市
化
・
宅
地
化
に
よ
り
緑
地
面
積
の
減
少
が
目
立
ち
は
じ
め
、
昭
和
四
七
二
九
七
二
）
年
以
降
の
緑
地
対
策
の
施
行
に
も
か
か
わ
ら
ず
低
（蛇）
下しつづけ、平成六（一九九四）年現在の「緑被率」は、二二．六％まで低下している。
こ
の
よ
う
な
緑
被
率
の
減
少
を
止
め
、
古
き
武
蔵
野
の
緑
を
保
全
・
修
復
さ
せ
る
た
め
に
、
市
全
体
を
そ
の
対
象
と
す
る
「
む
さ
し
の
リメイク緑の基本計画」が平成九（一九九七）年一一一月に策定された。この三つの項目から構成された基本計画のうち、
「
緑
の
拠
点
を
リ
メ
イ
ク
す
る
」
に
お
い
て
は
、
武
蔵
野
市
の
代
表
的
な
都
市
公
園
な
ど
を
「
む
さ
し
の
森
」
と
位
置
づ
け
、
「
大
木
・
シ
ン
ポ
ル
ッ
リ
ー
二
○
○
○
計
画
」
な
ど
を
通
じ
て
、
そ
の
保
全
・
育
成
を
図
る
こ
と
と
し
、
「
ま
ち
な
み
を
リ
メ
イ
ク
す
る
」
に
お
い
て
は、水辺や街路樹、生垣などの接道部や壁面・屋上など、全体としてのまちなみがその対象とされた。また、「市民
自
ら
の
手
で
リ
メ
イ
ク
す
る
」
で
は
、
行
政
側
だ
け
の
緑
化
だ
け
で
は
な
く
、
広
く
市
民
参
加
方
式
を
通
じ
て
、
緑
を
守
り
、
育
て
、
っ
（鋼）
くり、そして支一える仕組みを整えることがその目的とされている。
平成二七（二○’五）年を最終的な目標年次とするこの基本計画においては、平成七（一九九五）年現在における
二二．六％の緑被率（市域面積に占める緑被率の割合）を、平成二七（一一○一五）年には三○％まで引き上げること
（鋼）
が
目
標
と
さ
れ
た
。
こ
こ
に
お
い
て
は
、
緑
を
整
備
す
る
際
の
「
七
つ
の
視
点
」
が
提
起
さ
れ
、
都
市
全
体
に
及
ぶ
緑
化
が
め
ざ
さ
れ
て
が曰岸標とされた。ここに』
いるのがその特徴である。
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表五東京都市町村立都市公園の開設状況
震
出典：東京都『公風稠密」各年度版から作成
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一一二ハ
区分 －５４ 55-64 65-74 75-84 85-94 95-97 合計
八王子市 ９ ６ 5１ 100 146 138 450 
立川市 ３ ５ 1２ ７ ９ ４ 4０ 
武蔵野市 ４ ４ ９ 4８ 1９ ２ 8６ 
三鷹市 １ ４ 1４ 1５ ２ 3６ 
青梅市 ３ 2１ 2２ 1２ 1１ 6９ 
府中市 ４ 4３ 7３ 6４ 1２ 196 
昭島市 １ 1２ ４ 1４ ６ １ 3８ 
調布市 ３ 3０ ・６６ 1８ 1６ 133 
田町市 3７ ８ ８ 203 4７ 375 
小金井市 １ １ ２ ２ ６ 
小平市 4６ 7２ 6７ 2８ 213 
日野市 3０ 7４ 1８ ２ 124 
東村山市 １ ３ ７ ５ 1６ 
国分寺市 ３ ２ ３ ８ 
国立市 1４ 1 １ 1６ 
田無市 ９ １ 1０ 
保谷市 ２ ６ ７ 1２ 2７ 
福生市 １ ２ 1３ ８ １７ ４ 4５ 
狛江市 １ ３ ９ ４ １ 1８ 
東大和市 1２ 3４ 1１ １ 5８ 
清瀬市 １ ２ １ ４ 
東久留米市 1６ 3４ 2７ 1２ 8９ 
武蔵村山市 ８ ５ ２ １ 1６ 
多摩市 1８ 8６ 6３ ６ 173 
稲城市 ５ 2３ 1９ ６ 5３ 
あきる野市 ９ 1３ ２ 2４ 
羽村市 1２ 2４ 1４ ５ 5５ 
瑞穂町 ４ 1９ 2０ ２ ４５ 
日の出町 1０ ３ １ １４ 
大島町 １ １ 
新島村 1 ３ ４ 
八丈町 ２ ２ 
小笠原村 ２ ２ ４ 
市部小計 2１ 4２ 387 884 794 320 2,448 
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表六緑を保全する五つの制度
憩しの庫みんなの木
市が簡素な管 市が岡素な管
便用賃貸契約
綜
使用賃貸契約
の締結
使用賃貸契約
Ｐ 
要
樹木医を派】
必要に応じて
樹木医を沢通
必要に応じて
IRI木医を派週
Ｅ施設管理
保険に加入
市が施殴蟹理
保険に加入
市
保険に加入
市が倒木保険
に加入
市が倒木保険
に加入
出典：武蔵野市 ｢Green＆ＰａｒｋＤａｔａＢｏｏｋ（緑の保謹育成と公園行政のあらまし)」2002:５頁
と
昭
和
四
七
二
九
七
二
）
年
に
現
在
の
「
緑
化
公
園
課
」
の
前
身
で
あ
る
「
緑
と
花
の
課
」
の
発
足
に
始
ま
っ
た
。
そ
の
後
、
「
緑
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
計
画
」
や
「武蔵野市民緑地憲章」の制定、「みどりの保護
育成と緑化推進に関する条例」、「公園緑化基金
条例」の制定、「都立武蔵野中央公園」の開設、
平
成
六
二
九
九
四
）
年
の
「
大
木
・
シ
ン
ポ
ル
ッ
リ
ー
二
○
○
○
計
画
」
お
よ
び
そ
の
提
言
を
受
け
「
環
境
緑
地
制
度
」
の
創
設
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
緑
化
施
策
の
推
進が試みられてきた。
武
蔵
野
市
に
お
い
て
は
、
緑
を
保
全
・
育
成
す
る
た
めの各種の計画・活動が行われているが、その
う
ち
「
緑
を
保
全
す
る
五
つ
の
制
度
」
は
、
財
政
措
置
および管理体系等を考慮した総合的保全策と
し
（露）
て具体的であるとい一える。この緑保全に関する
五
つ
の
制
度
は
、
「
接
道
部
緑
地
」
と
の
結
合
に
よ
り
施
設
緑
化
だ
け
の
部
分
緑
化
で
は
な
く
、
都
市
空
間
に
一二七
|街jtb公園
民緑地）
(市 厨l境$iU19
いの森 みんなの木
保存樹林 保存樹木 保存生垣
保存残務
公園として整
傭,録の保存
に努める
市が緑の保堕
育成に努める
市が緑の保瑛
育成に努める
所有者が適正
な管理と保存
に努める
所有者が適正
な管理と保存
に努める
所有者が適正
な管理と保存
に努める
施設股禰
公団として塾
傭
保全型施殴を
整備(柵やぺ
ンチ等）
保全型施股を
蓬iii(柵やぺ
ンチ等）
楓職殴睡 楓噸殴歴 楓臓殴腫
維持管理 公園として管理 理
簡
理
所有者が管理 所有者がｲﾖﾄﾞ理 所有者が管理
補助金(年） なし なし なし 100円／ITI 6000円／本 300円／耐
固定資産税
都市llf画税
地価税
非課税（無償
提供の場合）
非課税（鰄償
提供の場合）
非課税（無償
提供の場合）
課税 課税 裸税
相統税呼価
(20年以上
の契約と一
定の条件を
満たした場
合）
土地評価４割
軽減（都市公
園に対応）
土地
軽減
地に対応）
土地評価２割
軽減（市民緑
地に対応）
全額課税 全額課税 全額課税 全額課税
繍考
使
の締結
市が施設 設管
の締結
が施設管理
必 に応じて
を流通 派遮 樹木医を派
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法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一二八
おける全体緑化を指向することにその特鵠』がある。
他☆ぺ三鷹市が市制を施行したのは昭和二五（一九五○）年であり、当時の人口は約五万五○○○人で武蔵野の面
影
を
色
漉
く
残
す
郊
外
都
市
で
あ
っ
た
。
市
の
周
辺
部
に
は
、
井
の
頭
公
園
、
野
川
公
園
、
国
立
天
文
台
な
ど
比
較
的
大
き
な
緑
地
に
恵
まれ、河川や玉川上水沿いには、緑や水辺、文化財が散在している。
現在、第二次基本計画を実施中であり、その計画は「高環境（公園的な都一巾空間の創造を［曰指してごおよび「高
福祉（豊かな市民生活の実現を目指して）」が市政の二大柱として位置づけられている。「緑と水のルート整備計画」
として名づけられた都市空間整備計画は、「緑と水の公園都市」という総合計画を実行していくために策定された実
践
的
計
画
と
し
て
平
成
六
二
九
九
四
）
年
度
に
策
定
さ
れ
た
。
この計画は、緑と水を軸とした美しく快適な都市空間をいかに創り出していくかについてその具体策をまとめたも
ので、｝中内に残された緑や水など、いわゆる「ふるさと轡源」を活かしていくことにその特徴が見られる。すなわち、
各
住
区
の
市
民
が
作
り
上
げ
た
「
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン
」
に
加
え
、
「
三
鷹
市
基
本
計
画
」
や
冒
評
計
画
」
を
合
わ
せ
市
の
計
画
と
し
て
（鯛）
総合化したものである。この計画は、市内を流れる野川・仙川・玉川上水（神田川を含む）の一二本の「河川軸」、東
西一顧北を貫く二本の幹線道路沿いを「都市軸」として位置づけ、その保全充実を図ろうとするものである。
この緑と水の回遊ルート整備計画における一つの重要な拠点として位霞づけられたのが、平成九二九九七）年か
ら
始
ま
る
「
丸
池
の
里
」
づ
く
り
で
あ
る
。
通
常
「
ふ
れ
あ
い
の
里
」
と
い
う
愛
称
で
呼
ば
れ
て
い
る
よ
う
に
、
地
域
の
人
々
が
多
く
実
（Ｗ） 
際に話しあうかたちで、ワークショップを通じて池の復活をめざしたものである。これらの整備計画には、多くの市
民グループがかかわり、行政との協働のまちづくりの形をつくりつつ、公園だけに限定された整備計画から脱皮し、
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（郷）
一
二
区
立
公
園
の
誕
生
先に少し触れた都立公園の「特別区への移譲」は、これまで東京都が設置管理していた都所有の公園管理を新たに
管
理
者
と
な
る
特
別
区
へ
移
譲
し
た
も
の
で
あ
り
、
そ
の
土
地
、
建
物
、
工
作
物
等
の
財
産
の
権
限
を
譲
渡
す
る
と
と
も
に
、
営
造
物
で
〈鋤）
あ
る
公
園
を
特
別
区
み
ず
か
ら
が
設
置
管
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
た
都
区
間
の
事
務
配
分
で
あ
っ
た
。
戦前から昭和二二（一九四七）年の「地方自治法」の制定までの間は、一一三区内の都市公園面積の一一五％を占めて
い
た
都
立
公
園
の
設
置
・
管
理
は
、
都
直
轄
事
業
お
よ
び
区
長
委
任
事
務
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
た
が
、
「
地
方
自
治
法
」
の
施
行
お
よ
び
そ
の
改
正
に
基
づ
い
て
、
昭
和
二
五
（
一
九
五
○
）
年
に
「
都
区
行
政
調
整
協
議
会
」
が
発
足
し
、
特
別
区
に
公
園
の
土
地
・
工
作
物
等
を
無
償
で
区
に
移
譲
す
る
こ
と
が
合
意
・
決
定
さ
れ
た
。
東
京
都
所
有
の
公
園
が
、
特
別
区
の
営
造
物
と
し
て
そ
の
財
産
の
所
有
権
が
移
譲
さ
れ
る
の
は
、
昭
和
二
五
二
九
五
○
）
年
一
○
月
が
最
初
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
二
二
（
一
九
四
七
）
年
に
「
地
方
自
治
法
」
が
施
行
さ
れ
、
特
別
地
方
公
共
団
体
と
し
て
の
特
別
区
が誕生する以前は、東京都の公園に関する管理事務を単に「行政区」（事務委任関係）としての立場で扇蜂付したもの
に
す
ぎ
ず
、
公
園
の
管
理
と
い
う
も
の
に
大
差
は
な
く
と
も
、
法
的
な
立
場
は
大
き
く
異
な
っ
て
い
た
。
つ
ま
り
、
区
の
公
園
の
設
置
お
よび管理に関する固有事務としての法的地位は、公園移譲以前には存在しなかった。
都立公園の特別区（以下、区）への移譲は、戦後改革による地方自治の新潮流、とくに、「地方自治法」の施行や
そ
の
後
の
改
正
に
深
く
連
動
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
「
地
方
自
治
法
」
の
腫
汀
と
と
も
に
区
は
、
市
同
様
規
定
が
準
用
さ
れ
特
別
地
方
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
一二九
広
く
ま
ち
全
体
の
緑
環
境
を
考
慮
し
た
景
観
整
備
の
考
え
方
が
含
ま
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
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四
都
制
施
行
当
時
の
公
園
管
理
明
治
六
（
一
八
七
三
）
年
の
大
政
官
布
達
以
降
の
公
園
地
は
、
従
来
の
名
勝
お
よ
び
社
寺
境
内
地
が
多
く
を
占
め
て
い
た
が
、
大
正
期
ま
で
の
近
代
的
公
園
の
設
置
は
主
に
内
務
省
と
東
京
市
が
主
管
し
、
従
来
の
公
園
地
で
あ
る
社
寺
境
内
地
、
墓
地
、
そ
れ
に
規
模
の
小
さ
い児童遊園は区の管理対象となっていた。
ま
た
、
「
東
京
市
」
時
代
（
明
治
三
一
年
の
市
制
施
行
か
ら
昭
和
一
八
年
の
都
制
施
行
ま
で
の
期
間
）
に
お
け
る
公
園
の
管
理
は
、
明
治
三
四
二
九
○
一
）
年
の
告
示
第
九
一
号
「
区
長
区
収
入
役
事
務
分
掌
規
定
」
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
た
。
そ
の
第
一
条
一
○
の
規
定
に
よ
れ
ば
、
「
公
園
地
、
共
葬
墓
地
お
よ
び
市
有
地
の
管
理
に
関
す
る
事
項
」
ま
た
、
そ
の
三
五
区
に
お
い
て
「
児
童
遊
園
に
関
す
る
事
項」が区の管理とされた。すなわち、市所有公園地、墓地、児童遊園が主な管理対象であった。
戦
前
に
お
け
る
都
立
公
園
（
東
京
市
所
有
）
は
、
昭
和
七
（
一
九
三
二
）
年
に
三
五
区
と
な
る
に
つ
れ
、
「
公
園
現
場
の
取
締
及
公
園
の一時使用」に関しては「区長の管理事務」とされ、麹町区の麹町公園、清水谷公園をはじめ二四区四四か所の公園
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一三○
公
共
団
体
と
な
る
も
の
の
、
実
際
に
は
公
園
の
設
置
・
管
理
に
つ
い
て
は
日
常
的
な
管
理
以
外
の
改
良
・
整
備
な
ど
は
で
き
な
か
っ
た
。
そ
れ
は
、
戦
前
か
ら
多
く
の
公
園
が
都
市
計
画
公
園
と
し
て
都
市
計
画
法
の
規
定
が
適
用
さ
れ
て
い
た
も
の
の
、
こ
の
都
市
計
画
法
上
で
の
区
は
都
市
計
画
事
業
施
行
者
と
見
な
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
た
め
で
あ
る
。
そ
の
後
、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
の
「
地
方
自
治
法
」
の
改
正
に
と
も
な
い
、
都
市
公
園
に
関
す
る
都
区
間
で
事
務
お
よ
び
財
源
の
配
分
が
行
わ
れ
、
区
に
お
い
て
公
園
管
理
に
つ
い
て
の
制
限
が
廃
止
さ
れ
、
整
備
に
つ
い
て
は
主
と
し
て
二
順
未
満
で
区
の
住
民
の
利
用
に
供
す
る
施
設
に
関
す
る
都
市
計
画
事
窒
振
可
能
と
な
っ
た
。
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昭
和
一
八
（
一
九
四
三
）
年
当
時
の
各
区
は
、
都
条
例
に
よ
り
公
園
に
関
す
る
管
理
事
務
の
委
任
を
受
け
て
い
た
。
各
区
は
、
財
産
お
よ
び
営
造
物
に
関
す
る
事
務
な
ら
び
に
都
条
例
に
よ
り
区
に
属
す
る
事
務
を
処
理
し
て
い
た
に
す
ぎ
ず
、
課
税
権
、
起
債
権
お
よ
び
独
立
の
立
法
権
は
有
せ
ず
、
区
長
は
官
吏
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
一
八
（
一
九
四
三
）
年
の
「
東
京
都
区
長
委
任
条
項
」
（
都
令
第
七
号
）
お
よ
び
告
示
（
都
告
示
第
一
九
二
号
）
に
よ
り
、
一
七
三
か
所
の
公
園
の
管
理
事
務
が
公
園
所
在
区
に
委
任
さ
れ
、
そ
の
管
理
運
営
に
関
し
て
は
「
公
園
地
の
管
理
事
務
区
長
委
任
に
関
す
る
件
」
（
計
庶
発
第
八
三
七
号
次
長
通
達
）
が
通
達
さ
れ
た
。
そ
の
「
指
定
シ
タ
ル
公
園
二
付
其
維
持
清
掃
及
取
締
公
園
地
ノ
ー
時
使
用
及
公
園
臨
時
売
店
使
用
二
関
ス
ル
事
項
」
に
よ
れ
ば
、
当
時
公
園
の
実
質
的
な
運
営
管
理
が
当
該
区
に
お
い
て
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。
他方、｜「地方自治法」の施行以降は、管理のみの公園事務委任は新たに「区移譲事務条例」（条例第一四号）と「区
移譲事務条例施行細則」（規則第一二号）により、清水谷公園ほか二一区八五公園の公園管理事務が当該各区に移譲
された。しかし、都立公園の移譲に関しては、「区移譲事務中建設局所管事務に関する件依命通牒」（建総発第七六二
号）による移譲公園管理方針が示された。それによると、公園管理は従来の規定、通牒に準じて処理することが中心
で
あ
り
、
こ
の
通
牒
は
後
に
建
設
省
「
指
定
公
園
地
の
管
理
事
務
区
移
譲
に
つ
い
て
の
通
牒
」
（
建
公
緑
第
二
五
号
次
長
通
達
）
に
よ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
巴
（
申
）
一一一一一
（杣）
が区長によって管理されていた。昭和一八（一九四一一一）年の「都制施行」にともない、それまで宙上界府と宙上［添市に
（狐）
よ
っ
て
二
一
元
化
さ
れ
て
い
た
公
園
事
業
は
、
都
に
よ
っ
て
一
元
化
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
都
政
施
行
ま
で
は
、
現
在
の
大
阪
・
京
都
の
よ
うに、広域的な公園緑地に関しては府が担当し、各市の公園は当該市において設置管理するという仕組みであった。
東
京
に
あ
っ
て
は
、
昭
和
一
五
二
九
四
○
）
年
か
ら
事
業
化
さ
れ
る
東
京
大
緑
地
が
府
事
業
で
あ
り
、
ま
た
自
然
公
園
も
府
の
担
当
で
あった。
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五
地
方
自
治
法
の
改
正
と
公
園
移
簸
上
で
も
ふ
れ
た
が
、
昭
和
一
八
（
一
九
四
三
）
年
七
月
の
「
都
制
施
行
」
に
と
も
な
い
、
従
来
区
部
に
あ
る
都
立
公
園
の
う
ち
比
較
的
規
模
の
小
さ
い
地
域
的
性
格
を
も
つ
一
塁
泉
都
所
有
・
管
理
の
一
六
七
か
所
の
公
園
に
つ
い
て
、
重
泉
市
は
基
本
的
な
維
持
管
理
な
ど
を
三
一一一区長（当時三五区）に委任していた。しかし、昭和二二（一九四七）年の「地方自治法」の施行により区が基礎
的
地
方
公
共
団
体
と
な
っ
た
た
め
、
公
園
の
改
良
計
画
等
の
計
画
・
執
行
権
は
従
来
通
り
鬼
泉
都
が
担
当
し
、
比
較
的
小
規
模
の
一
六
七
か
所
の
公
園
中
、
清
水
公
園
ほ
か
八
六
か
所
の
公
園
が
所
在
す
る
当
該
区
に
移
麹
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
移
譲
に
際
し
、
従
来
の
公
園
に
関
す
る
計
画
・
整
備
お
よ
び
占
用
許
可
の
法
的
処
分
な
ど
公
園
の
本
質
的
な
管
理
権
限
は
東
京
都
に
留
保
さ
れ
、
移
譲
後
の
公
園
の
整
備・改造などについてはすべて東京都の承認が必要とされた。
最
初
の
区
へ
の
移
譲
は
、
昭
和
二
二
（
一
九
四
七
）
年
の
一
七
六
か
所
公
園
の
管
理
事
務
の
移
譲
で
あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
公
園
の
権
限
で
あ
る
公
園
財
産
に
つ
い
て
は
、
昭
和
二
四
二
九
四
九
）
年
の
「
都
有
境
内
地
墓
地
お
よ
び
特
別
区
の
管
理
す
る
都
有
財
産
そ
の
他
処
分に関する条例」の施行によって初めて、都有財産の無償譲与を認めることとなった。ただし、公園地が都有ではな
い国有地であったものや公園が複数の区にまたがる公園などについては「区長委任」の形で存続させることとなった。
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一一一一一一
り
確
認
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
通
牒
で
は
、
公
園
の
管
理
方
針
を
次
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
「
区
移
譲
事
務
条
例
」
の
第
一
条
第
一
○
号
に
お
い
て
「
公
園
の
管
理
」
と
は
、
「
①
公
園
の
維
持
、
修
繕
お
よ
び
清
掃
並
び
に
取
締
に
関
す
る
こ
と
、
②
使
用
料
の
徴
収
に
関
す
る
こ
と
、
③
公
園
地
の
一
時
使
用
許
可
に
関
す
る
こ
と
、
④
公
園
臨
時
売
店
使
用
許
可
に
関
す
る
こ
と
、
こ
れ
ま
で
事
務
取
扱
に
当
た
っ
て
は
従
前
の
規
定
、
通
牒
に
準
じ
て
処
理
す
る
こ
と
」
で
あ
っ
た
。
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表七都立公園の特別区への移譲一覧
移繊年公園数面積化a）移鍍根拠・経緯
昭和18年
(1943） 
東京都区長委任事務条項第84号により，区長委任公
園を指定し各区に公園の管理を委任
167 
昭和22年
(1947） 
区委艘事務条例・地方自治法の施行にともない，特
別区が特別地方公共団体となり，区長に委任してい
た167か所公園のうち８６か所の公園の管理事務を特
別区に移膜（団体委任）
8６ 
｢都区行政調整協議会」の発足とその決定により敷地
が都有地でありその面積が３万坪（10h日）未満の公
園のうち一部を移穣
昭和２５年
(1950） 
155６１．８ 
昭和27年
(1952） 
地方自治法の改正施行にともない「区長公週制の廃
止その他（内部団体化）公園の管理についての特別
区の事務を主として当該特別区の住民の利用する公
園」を移騏
163４２．０ 
昭和４０年
(1965） 
60.5地方自治法の改正施行にともないその利用が全都的
ではない公園を移譲
3２ 
昭和50年
(1975） 
地方自治法の改正施行にともないl0ha未満の公園
(特別な理由のあるものを除く）および河川敷緑地を
移譲
3９ 293.4 
昭和５２年
(1977） 
2.9機飽において一体性のない公園（飛地など）を移鍍５ 
昭和５７年
(1182） 
足立区との合意によって移滅１ 
出典：東京都「東京都の公園110年」1985:229頁
し
か
し
、
前
に
も
述
べ
た
よ
う
に
、
こ
の
時
期
の
公
園
移
譲
は
「
既
存
公
園
」
に
対
す
る
管
理
事
務
が
主
で
あ
り
、
公
園
の
新
設
は
都
が
執
行し、完成後に当該区に移譲する仕組み
が採られた。また、区画整理公園に関し
て
も
、
ま
ず
区
画
整
理
に
よ
っ
て
生
ま
れ
た
公
園
用
地
を
都
に
換
地
し
、
設
置
後
に
移
譲
さ
れ
た。このような仕組みは、都市計画法上
に
お
け
る
都
市
計
画
事
業
施
行
者
と
し
て
区
が
想
定
さ
れ
な
か
っ
た
た
め
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち、都市計画事業と土地区画整理による
公
園
造
成
は
、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
の
「地方自治法」の改正以前は、都知事が
公
園
造
成
工
事
の
執
行
を
区
長
に
委
任
す
る
仕
組
み
で
あ
っ
た
た
め
、
当
該
区
に
お
い
て
は
公
園の新設にかかわる権限はなかった。
そ
の
後
、
区
に
よ
る
自
治
権
の
拡
大
要
求
と
一一一一一一一
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昭
和
三
九
二
九
六
四
）
年
の
「
地
方
自
治
法
」
の
改
正
の
際
、
住
民
の
身
近
な
事
務
は
で
き
る
だ
け
特
別
区
に
移
し
、
都
は
総
合
的
な企画立案、大規模な建設事業、特別区および市町村の連絡調整に専念すべきであるという考え方に基づき、特別区
（他）
に対し身近な事務の移譲が行われた。
この「地方自治法」の改正によって、都市公園は三二か所（昭和四○年）、一一一七か所（昭和五○年）が特別区に移
（網）
譲された。その後、昭和五六（一九八一）年一二月の「都区協議会」第一○回検討により、公園緑地および広場の
設
置
・
管
理
に
つ
い
て
、
「
原
則
と
し
て
一
○
順
未
満
の
公
園
は
、
区
が
設
置
・
管
理
す
る
。
た
だ
し
、
都
は
文
化
財
指
定
の
公
園
を
含
め、都市計画公園の見直し・再検討を行い、個別に区と協議し、整った公園から当該区に移譲する」との内容が決ま
意見に沿って行われた。
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一三四
昭和二二（’九四七）年の「地方自治法」の改正により、区管理公園のうち、その土地所有が墓泉都の場合に限って、
その土地・工作物（財産）の一部が区に移譲され、現在の都市公園法上の区立公園が誕生した。
他方、昭和二七（’九五二）年の「地方自治法」の改正においては、前年の「地方行政調査委員会議（神一戸委員
会
）
」
に
よ
る
勧
告
（
第
二
次
）
を
受
け
、
行
政
事
務
の
簡
潔
能
率
化
、
中
央
・
地
方
行
政
の
事
務
配
分
が
具
体
的
に
示
さ
れ
た
。
す
な
わち、「大都市行政の一体的・有機的な運営をはかり、都区間における〈二重行政〉を排除して都行放運営の合理化
をはかるために都区間の事務を再配分する。特別区は、小中学校の教育事務、道路’公園などの営造物の設置運営事
務など、住民の日常生活に密接な関係のある事務を処理し、それ以外の〈市の事務〉に属するものは、原則として都
が
処
理
す
る
」
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
都
区
間
の
事
務
配
分
は
、
昭
和
三
七
（
一
九
六
二
）
年
の
「
都
制
調
査
会
」
に
お
け
る
「
首
都
制
度に関する答申」および「第八次地方制度調》査会」における「首都制度当面の改革に関する答申」によって出された
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六
公
園
移
譲
の
基
準
昭和三九二九六四）年の「地方自治法」の改正により、従来「営造物」として扱われていた公園は、「公の施設」
と
し
て
法
的
に
位
置
づ
け
ら
れ
、
昭
和
五
一
二
九
七
六
）
年
五
月
の
「
都
市
公
園
法
」
改
正
に
よ
っ
て
「
公
の
施
設
（
公
園
）
」
の
設
置根拠が追加されるまでの間、「都市公園法」の規定ではなく、「地方自治法」上の規定（第二二四条の二第一頁）に
より「東京都立公園条例」が適用されていた。その後、昭和四○二九六五）年に「地方自治法」の改正が行われ、
昭和四○（一九六五）年六月以降「地元住民の用に供する」公園事業は区所管となるが、新設公園事業が区において
で
き
る
よ
う
に
な
る
の
は
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
後
の
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
に
行
わ
れ
た
「
都
市
計
画
法
」
の
改
正
以
降
で
り、翌年度一二月に区画整理事業公園である都市計画江北公園が足立区に移譲された。
し
か
し
、
こ
の
原
則
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
は
面
積
一
烟
以
上
四
胆
未
満
の
公
園
、
緑
地
を
根
幹
的
都
市
施
設
の
特
例
と
し
て
、
都知事が決定することとなった。その後の平成三（’九九一）年の「都市計画法」の改正により、特別区においても
上記の公園に関する整備権が与えられ、四烟未満の公園、緑地だけが区の決定によって行われるようになった。
そ
の
後
、
平
成
六
二
九
九
四
）
年
八
月
開
催
の
「
都
区
制
度
改
革
推
進
本
部
」
に
お
け
る
都
区
の
事
務
配
分
の
検
討
・
協
議
に
よ
り
「都区制度改革に関する最終素案」がまとめられ、公園、緑地、広場の設置管理については、原則的に当該区の権限
として確認された。すなわち、区は、身近な地域住民の利用に供される住区基幹公園（原則として計画面積一○ｍ未
満の都市計画公園）を設置・管理するものとし、区が実施すべき事業規模要件が確定されたのである。
あった。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
五
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表八東京都立公園の移譲基準
決定事項および移穣基箪年次
【都区行政調整協駿会】の決定事項・移鎮基幽（昭和25年９月）
｢中小公園｣面額３万坪以下で!主として区内住民の利用する公園(児
童公園を含む）を新たに，区に移鎮する。敷地が都有地でかつ面穣
が３万坪以下の公園で，下記に該当しないもの。
･都民全体が利用する公園
･都市計画上必要とされる公園
･文化財保趨法により史鼠名勝に指定されている公園，その外庭園
･都民全体が利用する総合公園
･個人または団体の寄付による由緒ある公圏
･駐留軍使用中（接収）の公園
･２区に跨がる公園
･その外特別に事愉のある公園
(民有地・他の公園緑地に直接関係する公園，都営施設のある公園）
昭和25年10月
【特別区事務卒業移管措腫要綱】（昭和39年１１月東京都事務事業移
管対策本部）による特別区の事務一次に掲げる公囲以外の都市公園
の股歴管理
･都市計画上重要な公園
･文化財指定の庭園またはこれに単ずるような保存価値の高い公園
･都が管理しなければ維持困難な特殊な公園
･その他特別な理由のある公園
昭和40年４月
【特別区事務事業移管等措腫要綱】（昭和50年３月都区協鵬会決定）
による特別区の事務一主として地域住民の利用に供する施設（例，
近隣公園）
〔特別区に移管または委任する事務噸業〕
都市公園の設圃・管理。ただし，次に掲げるものを除く。
･面澗l0ha以上の公園および10h日以上に鉱狼する計画のある公園
･文化財指定の庭園およびこれに箪ずるような保存価値の高い公園
･その他特別な理由のある公園
昭和50年４月
【機龍において一体性のない都立公園等の一部の取り扱いについて】
(昭和５１年８月お日付建公第204号・知事決定）により，次に掲
げる要件をすべて満たす公園（飛地，付属地）を移管する。次の何
れかに該当する都立公園の一部であること
･道路の築造によって生じた飛地
･庭園等の制限公開公園に付属している児童公園等の土地
．もっぱら地元住民の用に供しているか，または供すべきもの
･当該都立公園等の所在市町村と調整がついたものであること
昭和52年４月
出典：「都市公園」１３９（12),1997:49頁六
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この昭和四○二九六五）年の「地方自治法」の改正を受け、「東京都事務事業移譲対策本部」が設けられた。ま
た
、
地
方
自
治
法
の
法
律
改
正
趣
旨
に
基
づ
き
「
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
特
別
区
事
務
事
業
移
譲
措
置
要
綱
」
が
定
め
ら
れ
た
。
そ
の
事
務
事
業
移
譲
の
際
に
、
主
な
事
務
処
理
基
準
と
し
て
、
①
特
別
区
等
に
お
け
る
事
務
処
理
の
基
準
、
②
引
く梱）
継要綱、③競ムロの禁止に関する事項が定められた。この時期に決められた都と区の間の公園事務事業移譲に関する
〈伯）
「事務処理基準」は、以後の都区間公園関係事務事業の基準となった。その内容は、公園造成事業を都市計画事業に
よ
る
造
成
と
土
地
区
画
整
理
事
業
に
よ
る
も
の
に
区
分
け
し
た
上
で
、
公
園
造
成
に
か
か
わ
る
費
用
は
原
則
的
に
当
該
区
に
お
い
て
調
達
す
る
も
の
と
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
公
園
の
造
成
に
関
す
る
区
長
へ
の
委
任
は
昭
和
四
○
二
九
六
五
）
年
四
月
一
日
付
で
廃
止
さ
れ
た
。
ま
た
、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
の
「
都
市
計
画
法
」
の
改
正
に
お
い
て
四
脆
以
下
の
公
園
の
都
市
計
画
決
定
は
特
別
区
長
の
権
限
と
さ
れ
た
こ
と
、
す
な
わ
ち
都
市
計
画
法
上
の
都
市
計
画
事
業
施
行
者
と
し
て
区
が
加
わ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
区
立
公
園
の
整
備
は
本
格
化
す
る
こ
と
に
な
る
。
昭
和
五
○
（
一
九
七
五
）
年
三
月
に
は
、
昭
和
四
九
（
一
九
七
四
）
年
の
「
地
方
自
治
法
」
の
改
正
に
合
わ
せ
「特別区事務移譲措置要綱」が都区協議会において決定され、公園については、「主として地域住民の利用に供する施
設
（
例
叩
近
隣
公
園
と
が
特
別
区
の
事
務
と
さ
れ
た
。
この「都区協議会」では公園移譲の基準として、「①面積一○胆以上の公園および一○地に拡張する計画のある公
園、②文化財指定の庭園およびこれに準ずるような保存価値の高い公園、その他特別の理由のある公園以外の都市公
園の設置・管理については、当該区において行うこと」が決定された。この基準に基づいて、昭和五○二九七五）
年四月に新たな移譲対象公園として四二か所面積三○一胆が決定されたが、実際には新宿中央公園（新宿区）、平和
島公園（大田区）、駒沢公園（目黒区）など三九か所の公園が移譲された。また、この公園移譲においては、従来都
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成西）（申）
’三七
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法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一三八
が設置管理してきた多くの河川敷地の緑地一九か所が区に移譲され、大田区、世田谷区、北区、足立区、江戸川区は
公園の面積が一挙に増加することとなった。
そ
の
後
、
昭
和
五
一
二
九
七
六
）
年
八
月
「
機
能
に
お
い
て
一
体
性
の
な
い
都
立
公
園
な
ど
の
一
部
取
扱
い
」
に
つ
い
て
の
都
知
事
決
定
に
よ
り
、
都
立
公
園
な
ど
の
一
部
で
道
路
等
に
よ
っ
て
生
じ
た
飛
び
地
や
庭
園
な
ど
の
制
限
公
開
に
付
属
し
て
い
る
児
童
公
園
な
ど
の
土
地
で
地
元
住
民
の
利
用
に
供
す
べ
き
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
区
に
移
譲
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。
こ
の
移
譲
も
、
昭
和
五
○
（
一
九
七
五
）
年
四
月
に
行
わ
れ
た
「
地
方
自
治
法
」
の
改
正
に
と
も
な
う
も
の
で
あ
り
、
こ
の
改
正
に
よ
り
特
別
区
は
一
般
市
と
同
機
の
事
務
を
処
理
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
れ
よ
り
先
、
昭
和
四
九
（
一
九
七
四
）
年
一
○
月
の
「
特
別
区
の
事
務
事
業
の
移
譲
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
、
現
在
の
よ
う
な
事
務
事
業
の
配
分
が
決
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
方
針
は
、
首
都
整
備
局
関
係
に
お
い
て
は
都
市
計
画
法
に
基
づ
く
事
務
で
あ
る「法令事務」として、四胆（当分の間は一ｍ）＋杢両の公園、緑地、
広場および一○烟＋蚕両の墓園が、建設局関係においては上記の都区協麹遼奉の基単がそれぞれ適用された。
七
区
立
公
園
の
現
状
平成一四（一一○○二）年現在、一一三区には五三七七か所の都市公園が設圃されている。そのうち、区立公園の数は、
（柵）
一二四九一か所、面積にしては約一六○○炳であり、東京都全体の都市公園の面積六五○○姐の約二四％にあたる。ま
た
、
都
市
公
園
法
の
規
定
以
外
に
「
児
童
福
祉
法
」
上
の
規
定
、
す
な
わ
ち
、
第
四
○
条
の
「
児
童
福
祉
施
設
」
に
よ
っ
て
設
置
・
管
理
さ
れ
る
児
童
遊
園
等
の
数
約
一
七
五
○
か
所
も
区
立
公
園
の
一
部
と
し
て
特
別
区
の
管
理
下
に
あ
る
。
現在の一一三区における区立公園は、戦後東京都からの移譲によって成立したことはすでに述べた。すなわち、昭和
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表九が示しているように、二三区の人口密度は中野区、豊島区の順であるが、都市公園の一人当たり面積は、人口
密
度
が
一
番
低
い
千
代
田
区
の
五
○
・
八
三
㎡
と
な
っ
て
お
り
、
行
政
区
域
に
お
け
る
都
市
公
園
面
積
の
割
合
は
一
四
五
七
％
で
豊
島
区
の
「
三
％
を
大
き
く
上
回
る
状
況
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
配
置
上
の
不
均
衡
の
原
因
は
、
全
体
と
し
て
戦
後
都
市
化
に
対
応
で
き
な
かった都市計画の不備にあるが、昭和四○年以後の都市公園整備政策が大規模な公園の整備重視および整備計画の総
合的な視点の欠如などが指摘できる。
そのうえ、移譲後の自主的な都市公園の整備過程では従来見られなかった新しい動きが各区において活発に行われ
るようになった。しかしながら、表十が示すように、縦割り行政により公園緑地事務の所管は建設・土木関係部局に
集中しており、このような組織体系では変化する公園機能への応答的な対応は無理があるといえる。以下では、特別
区における都市公園整備の現況について新宿区と中野区の事例を見ることにする。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一三九
二五（一九五○）年一○月一日付で一五五か所、公園面積にして約六二万㎡が、特別区の営造物としてその財産の所
有権を含めて移譲されたのが、区立公園の始まりである。しかし、区立公園の整備が必ずしもこの都市公園の移譲だ
けに依存してきたとはいえない。それは、昭和五○年代以降の都市計画公園事業の経緯をみると、各区において設置
されてきた都市公園の多くは、都市計画公園事業よりはむしろ、区の自治権の拡大にしたがい、みずからの行政計画
に
沿
っ
た
事
業
化
に
よ
る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
そ
の
割
合
は
増
加
の
傾
向
に
あ
る
と
い
え
る
。
言
い
換
え
れ
ば
、
都
市
公
園
の
設
置
・
整
備
・
管
理
な
ど
は
、
区
立
公
園
条
例
や
総
合
計
画
に
お
け
る
管
理
・
整
備
方
針
に
よ
る
も
の
が
増
加
し
た
上
で
、
各
区
の
状
況
、
た
と
え
ば、区長の政治姿勢、まちづくり手法などにより、その整備が独自的に進行されていることが普遍化しつつあるから
ば、区戸
である。
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表九東京都二三区の都市公園状況
都市
|公園
｜ｌ飾麹恥・
Ｉ
Ｉ
 
一その他一
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
ロロ区
閥■四ｍ■R冊■T珂四印■■、■、
盲区 ロ１１，
四○
出典：東京都（2002）「公園調書」及び各区統計から作成
区名 面積(km2） 
人ロ
(人）
人口密
度(人／
km2） 
都市公園の構成
都市
公園
以外 その他 計
面積に
対する
割合
(％） 
￣人当
たりの
公園面
積(ｍ２ノ
人）
千代田区 11.64 36,054 3,097 2３ 2５ ５ 5３ 14.63 47.23 
中央 1ｑｌ５ 74,444 7,334 5１ 4３ ２ 9６ 5．５４ 7．５６ 
港区 20.34 160,487 7,890 3９ 6５ ２ 106 6．３９ 8.1 
新宿 18.23 286,580 15,720 169 １ ３ 173 6．３２ 4．０２ 
文京区 11.31 176,239 １５，５８３ 3８ 6７ ２ 107 4．５９ 2．９５ 
台東区 10.08 157,913 15,666 5０ 2４ 7４ 7．４１ 4．７３ 
墨田区 13.75 216,754 15,764 141 ２ 143 5.12 3．２５ 
江東区 39.44 378,691 9,602 153 1０１ 2０ 274 9．６９ 10.09 
品Ill区 22.72 324,246 141271 129 8８ ６ 223 5．５１ 3．８６ 
目黒区 14.7 251,063 17,079 6１ 5２ 113 2．８７ 1．６８ 
大田区 59.46 651,092 101950 466 ６１ ３ 530 4.01 3．６６ 
世田谷区 58.08 813,584 14Ⅱ００８ 301 132 1４ 447 4．４４ 3．１７ 
渋谷区 15.11 197,269 130056 108 １ 109 10.72 8．２１ 
中野区 15.59 309,182 19,832 154 1８ ４ 176 2.1 1０６ 
杉並区 34.02 5210587 15,332 235 5８ ２ 295 2．６９ Ｌ７５ 
豊島区 13.01 2481938 19,134 5８ 9４ 152 1．３１ 0６８ 
北区 20.59 325,245 15,796 7４ 9２ ７ 173 4．２３ ２６８ 
荒川区 10.2 1８１１５８８ 17,803 3１ 6８ １ 100 2．６６ Ｌ４９ 
板橋区 32.17 513,667 15,967 322 ４ 1１ 337 5．５２ 3．４５ 
練馬区 48.16 658,830 13,680 324 203 ７ 534 3．７４ ２７４ 
足立区 5ａ２ 617,158 11,601 305 145 ９ 459 5．２４ 4．５２ 
葛飾区 34.84 421,930 12,111 115 173 1０ 298 4．４７ 3．６９ 
江戸川区 49.86 624,996 12,475 144 243 1８ 405 1４３ 11.47 
区部計 621.45 81147,537 13,106 3,491 1,757 129 5,377 5．８５ 4．４７ 
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表十東京23区の公園緑地担当組織（平成15年４月現在） 新宿区内に現存する公園は、東京市による公園整備を受け継いだもの、すなわち、東京市区改正設計以降の計画公
園、戦災復興土地区画整理事業によって整備された公園をはじめ、昭和四○年代以降急激な展開を見た都市再開発事
業の中で整備された公園、そして単独の公園事業として土地取得して開園された公園などがある。量的にいえば、新
現在の公園緑地担当組織名（部課） 設圃年２３区
千代田区環境土木部道路公園課 ｌ;；； 都中央区土木部公園緑地課!Ｘ潜区灘織議蕊iig部(墜臘ルⅢ"イ
：新宿区環境土木翻適と…競策文京区土木部みどり公園謀
愚台東区都市づくり部公園緑地課’'７５史墨田区都市整備部都市整備担当道路公園課１，７２
：覇：鱗W蝋…ｌ;:；
過目黒区都市整繍部みどりと公園課 １９７１ 
膳大田区鰻ちづくり推進部道路公園課１，`，ぉ世田谷区都市整備部都市環境課 １１７０ 
：渋谷区土木部公園課 溌ョ中野区都市整備部公園緑地課
腱杉並区都市整備部公園織地課 鶴の豊島区土木部公園緑地課
社北区建設部河川公園課 ：:； 会荒川区土木部公園緑地課止板橋区土木部みどりと公園課 翻歳練馬区土木部公園緑地課策足立区土木部公園緑地課形葛飾区運駿翻公鬮鑓繍課公園繼持震ｌ:！；
成江戸川区㈱江戸川区環境促進事業団(ﾀ樽iI団体）１１７０
四 出典：各区資料より作成
由園を強宿ヨけに八年はと一宿か目固像：新るよ八に四も－御蒙賤難;騨窯
｡鍵灘盤一ンをら性新基る、設治一公のカコｉｆ：；鬘；薑。露三二：：悪
と公とり新でお示一一時つ積
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表十 新宿区の公園整備の手順変化
出典：新宿区道とみどり課資料より作成
一四二
した公園整備計画を策定した。その公園再整備計画は「ＭＵＳＥ
七」と称されるが、「ＭＵＳＥ七」とは、ギリシャ神話における
学芸・詩・音楽を司る女神のことで、「心、知性を豊かに培う公
園（三［】。皿生活公園）」、「都市に風格を与える公園（ロ『宮目界隈
公園）」、「五感を開放する公園（の①。輿リフレッシュ公園）」、「地
球環境を考える公園（恩『行自然公園）」を表わした言葉で、魅
力と潤いのある生活都市・新宿を構成する七地域（公園区）を指
すとされる。この計画の理念としては、持続可能な生活の場とし
ての都心地域への期待に応える「誇りある公園づくり」と「公園
（奴）
からのまちづくり」を掲げている。「空間整備・宋エ間維持・利用
サービス・組織運営」を公園行政の四本柱として位置づけ、新宿
区全域を七公園区に分け、それぞれの地域特性を生かした特色あ
（網〉
る公園づくりの整備と管理をめざしているところが嵯蝿風である。
つぎに、新宿区における都市公園の管理体制を見れば、平成五
（
一
九
九
三
）
年
現
在
、
公
園
課
の
職
員
数
は
合
計
六
二
人
で
あ
り
、
公
園
の設置・計画に関わる公園計画係の六人を除いて五六人が公園の
維持管理に関わっている。公園課の担当事務は大きく三つの分野
これまでの公園づくり 区民謬ｶﾛによる公園づくり
概略の設計
公園のモデル案作成
‐ 
地元との協力
住民醜明会開臘･概略モデル脱明･案決定
士
公園の段針図
決定したモデル案の騨細な設計図作成
￣ 
公圏の完成・開園式
区が用意したプランで開園式
喝 蕊鴬
と
ピ:::q:■
::j1１ 
iHUU｡： 
1-鍵
ﾄｰｉ、.U・
NEJ.:弓
張ニー･可出Ｌ
.,..早‐:.討
議
鍵
ウーーー－－－－
公園の設計図
七一~ニー￣~￣
￣ 
…弧驚４１癖準一｝》一鑓』驫蛆．．・蛆蕊．。》蛾轍鴇四鼻哺ロ□乱珀山一…しⅡ■Ｆ・＄鶴搾鍵笈
ＩＦ弓!;曰罵Ｕ区民参iMJの部分
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ま
た
、
「
公
園
管
理
係
」
は
、
公
園
と
い
う
施
設
の
物
的
条
件
を
整
え
、
設
置
の
目
的
に
即
し
て
住
民
な
ど
が
利
用
で
き
る
状
態
に
し
て
お
く
維
持
管
理
の
た
め
、
管
轄
下
に
三
つ
の
公
園
管
理
事
務
所
（
東
部
、
南
部
、
北
部
）
を
中
心
に
、
園
地
の
清
掃
、
植
物
の
育
成
管
理
、
施
設
の
保
守
・
補
修
、
安
全
管
理
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。
各
「
公
園
管
理
事
務
所
」
の
所
管
事
務
は
、
そ
れ
ぞ
れ
公
園
お
よ
び
児
童
遊
園
の
修
繕
お
よ
び
清
掃
、
公
衆
便
所
の
修
繕
お
よ
び
清
掃
、
公
園
・
児
童
遊
園
な
ど
の
占
用
、
使
用
の
指
導
監
察
、
工
事
監
督
お
よ
び
〈伯）
工事用資材の管理などである。
平
成
九
二
九
九
七
）
年
度
新
宿
区
予
算
執
行
の
実
績
報
告
に
よ
る
公
園
管
理
費
（
公
園
お
よ
び
児
童
遊
園
な
ど
の
維
持
管
理
に
要
し
た
経
費
）
は
約
六
億
一
○
○
○
万
円
で
あ
り
、
公
園
費
総
支
出
額
約
一
五
億
三
○
○
○
万
円
の
約
四
○
％
で
あ
り
、
公
衆
便
所
管
理
費
約
（釦〉
四八○○万円も合わせた場ムロ、公園費全体支出の約半分が公園の管理維持に当てられている状況である。
ところが、新宿区における整備すべき都市公園の区民一人当たりの目標は、都市公園法において定められている六
㎡とされているが、この目標数字は前述した管理状況からしてその実効可能性はほとんど困難であると言わざるをえ
ない。たとえば、公園予定地を含む新宿区内の都市公園として整備可能性のある区内面積の合計は、現在約一三○万
㎡である。そこに、今後整備すべき公園の総面積を都市公園法施行令の一人当たり六㎡とした場合、整備が必要な面
積は約一六五万㎡であり、都市公園の設置可能な地域などを引いた三五万㎡が確保鼠となる。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一四三
務、などがそれである。
に
分
か
れ
て
お
り
、
「
公
園
管
理
係
」
は
都
市
公
園
法
お
よ
び
新
宿
区
立
公
園
条
例
な
ど
に
規
定
さ
れ
た
、
管
理
に
つ
い
て
の
事
務
手
続
き
上
の
管
理
と
財
産
管
理
を
担
当
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
①
公
園
、
児
童
遊
園
な
ど
の
整
備
、
②
公
衆
便
所
の
維
持
管
理
、
③
公
園
管
理
事
務
所
に
関
す
る
こ
と
、
④
公
園
の
愛
護
事
業
に
関
す
る
こ
と
、
⑤
失
業
対
策
事
業
に
関
す
る
こ
と
、
⑥
課
内
他
係
に
属
さ
な
い
事
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他方、東京一一三区でもっとも人口密度が高い中野区は平成一四（一一○○一一）年現在、一人当たり都市公園の面積が
「
○
六
㎡
で
豊
島
区
（
○
・
六
八
㎡
）
と
と
も
に
都
市
公
園
の
不
足
地
域
の
一
つ
で
あ
る
。
中
野
区
の
都
市
公
園
の
構
成
は
、
全
体
公
園
数
一
七
六
か
所
の
う
ち
区
立
公
園
が
九
割
近
い
一
五
四
か
所
で
あ
り
、
都
立
公
園
は
存
在
し
な
い
。
公
園
の
規
模
別
で
は
、
五
○
○
㎡
未
満
の
小
公
園
が
四
九
か
所
な
ど
全
体
と
し
て
一
○
○
○
㎡
未
満
の
公
園
が
六
割
を
占
め
て
い
る
。
ま
た
、
三
○
○
○
㎡
以
上
の
公
園
は
一
割
強
に
す
ぎ
ず
、
公
園
面
積
が
一
万
㎡
以
上
の
大
規
模
公
園
も
区
内
で
五
か
所
し
か
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。
中
野
区
に
お
け
る
都
市
公
園
の
整
備
は
、
昭
和
九
（
一
九
三
四
）
年
に
始
ま
り
、
一
○
年
毎
の
整
備
鉦
を
比
較
す
る
と
、
昭
和
二
○
年
代
に
は
六
万
㎡
前
後
の
整
備
が
行
わ
れ
、
昭
和
三
○
年
代
に
は
一
時
減
少
し
た
。
そ
の
後
、
昭
和
五
○
年
代
か
ら
昭
和
六
○
年
代
に
か
け
少
々
増
加
し
、
「
平
和
の
森
公
園
」
の
一
部
開
設
に
伴
い
、
現
在
都
市
公
園
等
の
整
備
面
積
は
三
二
万
㎡
と
な
っ
て
い
る
。
公
園
の
区
内
（魂）
配置状況か、ｂは、大規模公園は北東部に集中し、北西部と南部にはない。シンボル公園としては、自然的・文化的特
色をもった平和の森公園、哲学堂公園などを整備している。とくに、文化財の保全にかかわる哲学堂公園は、古建築
六棟が従来、文化財として指定されていたが、昭和六三（’九八八）年に既存古建築物以外に公園全体が文化財とし
（鼬）
て
指
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
た
め
区
に
お
い
て
そ
の
保
存
計
画
が
策
定
さ
れ
、
現
在
に
至
っ
て
い
る
。
（別）
となる。このような計舂
に
お
い
て
も
同
じ
で
あ
る
。
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一四四
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
の
都
市
公
園
整
備
の
経
過
か
ら
用
地
取
得
に
よ
る
毎
年
の
整
備
可
能
量
は
平
均
で
約
一
○
○
○
㎡
で
あ
り
、
現
在
の
人
口
の
ま
ま
で
推
移
し
て
も
、
区
民
一
人
当
た
り
の
整
備
目
標
で
あ
る
六
㎡
を
整
備
す
る
ま
で
の
達
成
時
間
は
三
五
二
年
か
か
る
計
算
（別）
と
な
る
。
こ
の
よ
う
な
計
画
上
の
目
標
と
実
際
の
整
備
に
は
大
き
な
開
き
が
あ
る
の
は
新
宿
区
だ
け
で
は
な
く
兎
泉
都
の
他
の
区
市
町
村
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行
政
に
お
い
て
都
市
公
園
の
管
理
に
対
し
市
民
参
加
の
必
要
性
が
具
体
的
に
提
示
さ
れ
た
の
は
、
昭
和
三
七
（
一
九
六
二
）
年
の
建
設
省
通
達
の
「
都
市
公
園
の
管
理
の
強
化
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、
「
都
市
公
園
法
」
の
制
定
二
九
五
六
）
に
よ
っ
て
都
市
公
園
の
管
理
状
況
の
改
善
が
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
も
の
の
、
都
市
公
園
に
対
す
る
一
般
の
イ
メ
ー
ジ
は
そ
れ
ほ
ど
改
善
さ
れ
なかったことから市民の参加を通じてその改善を図ろうとするものであった。この通達は、ゴミの散乱、樹木の折損、
各種施設物や公園地の汚損が目立つなどの都市公園の管理状況を指摘した上で、「場合によっては公園愛好団体など
を
結
成
す
る
な
ど
の
方
法
を
講
じ
て
、
一
般
の
啓
蒙
に
努
め
る
」
こ
と
を
提
示
し
て
い
た
。
こ
の
都
市
公
園
の
管
理
に
お
け
る
一
般
市
民
の参加の奨励は、市民の啓蒙をも意味しており、市民の啓蒙とは戦前の都市公園における重要な機能の一つであった。
昭和四○年代以降の整備計画の進捗によって、都市公園の数は飛躍的に拡大していた。そのため、都市公園におけ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
一四五
一
市
民
参
加
と
「
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
」
の
公
園
づ
く
り
都市公園の整備と管理にかかわる市民参加の形態は、都市公園の設置や整備計画への参加から公園愛護会や各種イ
ベント、ボランティアなどを通じての管理活動への参加までさまざまである。これらの市民参加は昭和四○年代の後
半
か
ら
芽
生
え
て
き
た
が
、
本
格
的
な
取
り
組
み
は
昭
和
六
○
年
代
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
う
ち
、
全
国
で
初
め
て
市
民
の
手
に
よ
っ
て
冒
険
遊
び
場
を
作
っ
た
世
田
谷
区
の
「
羽
根
木
プ
レ
ー
パ
ー
ク
」
や
地
域
市
民
の
手
に
よ
っ
て
設
置
・
管
理
さ
れ
て
い
る
大
田
区
の
「
ね
こ
じ
や
ら
し
公
園
」
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
の
市
民
参
加
に
よ
っ
て
整
備
さ
れ
た
武
蔵
野
市
の
「
市
民
の
森
公
園
」
な
ど
が
そ
の
代
表
的
じゃらし公園」、
な事例である。
第
三
節
市
民
参
加
と
新
し
い
都
市
公
園
づ
く
り
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法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一四六
る
管
理
活
動
に
も
少
な
か
ら
ず
変
化
が
生
じ
て
い
た
。
そ
の
変
化
と
は
、
都
市
公
園
の
清
掃
な
ど
行
政
の
補
完
的
地
位
し
か
持
っ
て
い
な
か
っ
た
管
理
活
動
へ
の
市
民
参
加
が
都
市
公
園
の
政
策
過
程
の
全
般
に
拡
大
し
て
い
た
こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
都
市
公
園
の
維
持
管
理
に
お
け
る
限
定
さ
れ
た
活
動
で
は
な
く
、
計
画
か
ら
維
持
管
理
ま
で
の
す
べ
て
の
都
市
公
園
づ
く
り
に
市
民
の
手
が
加
わ
る
こ
と
に
な
ったのである。その代表的な形態がワークショップ形式による都市公園づくりである。
都市公園の政策過程の全般における市民参加の形態としては、市民アンケート、対話集会、アイデア募集など、地
域
の
状
況
や
市
民
の
生
活
実
態
お
よ
び
成
熟
度
に
応
じ
主
々
法
、
そ
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
る
一
々
法
に
大
別
で
き
る
。
こ
の
中
で
、
も
っ
と
も
注
目
さ
れ
て
い
る
の
が
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
に
よ
る
都
市
公
園
づ
く
り
で
あ
る
。
そ
の
理
由
は
、
身
近
な
距
離
に
お
い
て
都
市
公
園
の
必
要
性
を
感
じ
る
利
用
者
と
し
て
の
市
民
が
そ
の
主
役
だ
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
市
民
の
提
案
か
ら
計
画
（
案
）
づ
く
り
が
始
ま
り
、
そ
の
た
め
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施
、
デ
ザ
イ
ン
の
模
索
、
運
営
管
理
一
々
法
な
ど
が
市
民
の
手
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
こ
と
に
あ
る
。
従
来
の
行
政
に
よ
る
ニ
グ
的
な
設
置
・
管
理
で
は
な
く
、
自
分
が
住
ん
で
い
る
地
域
の
都
市
公
園
を
自
分
た
ち
の
視
点
で
造
っ
て
い
く
と
い
う
魅
力
的
な
仕
組
み
が
こ
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
な
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
市
民
を
《
参
加
さ
せ
る
と
い
う
消
極
的
な
意
味
で
は
な
く
、
市
民
の
手
に
よ
っ
て
都
市
公
園
を
造
り
、
管
理
し
て
い
く
と
い
う
種
種
的
な
意
味
が
こ
こ
に
は
含
ま
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
こ
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
の
特
徴
は
、
利
用
者
で
あ
る
市
民
が
都
市
公
園
づ
く
り
に
直
接
参
加
す
る
と
こ
ろ
に
あ
る
が
、
そ
の
他
に
もいくつかの特徴がある。まず、都市公園づくりのプロセスへの参加を通じて出来上がる公園を楽しめること、ワー
クショップのプロセスから人材や環境づくりの普及が行われること、その過程から生まれるエネルギーが後の管理活
動
に
つ
な
が
っ
て
い
く
こ
と
、
市
民
と
行
政
と
の
明
確
な
役
割
分
担
と
連
結
が
図
ら
れ
る
こ
と
な
ど
で
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
（劃）
ツプには、情報収集型、啓蒙教育型、イベント型、デモクラシー型、もの鶴つくり型などの手法がある。
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約
三
七
○
○
㎡
と
い
う
「
市
民
の
森
公
園
」
計
画
は
、
ま
ず
専
門
家
か
ら
な
る
委
員
会
が
組
織
さ
れ
、
地
域
環
境
や
風
土
に
調
和
し
た
公
園
計
画
づ
く
り
が
検
討
さ
れ
た
。
は
じ
め
に
公
園
の
利
用
者
で
あ
る
市
民
の
意
見
を
取
り
入
れ
る
作
業
が
進
め
ら
れ
た
。
公
募
に
よ
る
市
民
と
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
を
通
じ
て
話
し
合
い
、
考
え
る
会
が
も
た
れ
た
。
三
回
に
わ
た
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
お
い
て
は
、
市
民
が
望
む
公
園
の
実
現
に
向
け
て
市
民
の
森
公
園
の
空
間
的
イ
メ
ー
ジ
や
、
市
民
に
よ
る
公
園
の
活
用
・
管
理
運
営
の
仕
組
み
な
ど
が
提
案
された。その提案を市役所において一般に公開し、ワークショップ参加者以外の市民の声も反映できるよう配慮した。
こ
れ
ら
の
活
動
お
よ
び
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
成
果
が
委
員
会
の
計
画
案
と
し
て
ま
と
め
ら
れ
、
平
成
一
一
（
一
九
九
九
）
年
三
月
一
一
日
に
報
告
会
が
開
催
さ
れ
た
。
一
三
名
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
参
加
者
が
集
ま
り
、
委
員
長
か
ら
の
説
明
、
質
疑
応
答
に
引
き
つ
づ
き
、
今
後
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
恋
邇
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
三
申
）
’四七
（弱）
ＪＣのである。
二市民の森公園（武蔵野市）
武
蔵
野
市
に
お
け
る
「
市
民
の
森
公
園
」
は
、
市
民
参
加
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
で
つ
く
ら
れ
た
都
市
公
園
で
あ
る
。
平
成
九
二
九
九
七
）
年
の
武
蔵
野
市
の
市
制
五
○
周
年
を
記
念
し
て
「
都
市
に
森
を
」
と
い
う
ス
ロ
ー
ガ
ン
の
も
と
で
公
園
づ
く
り
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
そ
の
過
程
で
公
園
づ
く
り
に
関
す
る
ア
イ
デ
ア
コ
ン
テ
ス
ト
が
行
わ
れ
、
市
民
か
ら
一
六
二
点
も
の
ア
イ
デ
ア
が
寄
せ
ら
れ
た
。
「
市
民
の
森
公
園
」
は
こ
れ
ら
の
ア
イ
デ
ア
と
「
む
さ
し
の
リ
メ
イ
ク
」
（
緑
の
基
本
計
画
）
に
基
づ
き
市
民
の
手
に
よ
っ
て
つ
く
ら
れ
た
こ
れ
ら
の
市
民
参
加
に
よ
る
公
園
の
計
画
お
よ
び
運
営
管
理
方
式
は
、
い
ま
だ
多
く
の
地
域
に
お
い
て
行
わ
れ
て
い
る
行
政
に
よ
る
閉
鎖
的
な
都
市
公
園
づ
く
り
に
対
し
重
要
な
示
唆
を
与
え
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
す
で
に
述
べ
た
と
お
り
、
地
方
分
権
の
推
進
が
本
格
的
に
進
め
ら
れ
る
現
状
か
ら
見
て
、
都
市
公
園
の
整
備
や
管
理
に
対
す
る
社
会
化
と
し
て
の
市
民
の
参
加
は
避
け
ら
れ
な
い
傾
向
で
あ
る
。
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表十二 般的な公園整備の手順とワ クショップ
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出典：武蔵野市，前掲街2002より作成
一四八
の活動に関する繼工臓会発足に向けての議論が行われた。
この「市民の森公園」に関するワークショップの過程において
は、「市民の森」は市民の生活空間の身近な場所に置かれた小さ
な緑の拠点であるとの認識が前提とされる一方、市民の森をつく
るための「七つの視点」が示された。この市民的な公園づくりに
関する「七つの視点」は、今後の都市公園政策に関する総合的視
点として有益な示唆を含んでいるといえる。その「七つの視点」
と
は
、
①
緑
の
ま
ち
づ
く
り
の
視
点
、
②
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
視
点
、
③
福祉の視点、④文化の視点、⑤水密窪境の視点、⑥農の視点、⑦生
き物の視点である。
この「市民の森公園」づくりにおけるワークショップからは、
公園の計画案をつくるだけではなく、公園の開園とそれ以降の公
園の管理運営を含む総〈巳叩な視点、すなわち公園の育成、その活
用や運営十夕法などが議論された。たとえば、公園を市民の手で自
立
運
営
す
る
グ
ル
ー
プ
の
設
立
に
関
す
る
「
ゆ
め
ゆ
め
協
会
」
案
、
市
民
の
森公園において試みられた「市民参加型ワークショップ」を活か
し
て
公
園
の
連
帯
組
織
を
つ
く
る
「
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
活
か
し
た
公
園
の
Hosei University Repository
三
羽
根
木
プ
レ
ー
パ
ー
ク
（
世
田
谷
区
）
世田谷区において試みられたワークショップ形式の都市公園づくりは、市民参加によるまちづくりの一環として推
進された。市民参加による公園造緑地の整備に取り組みが拡大された理由としては、「地域的な公園配置の不均衡の
是正が必要」となったことと、「利用者のニーズに沿った公園づくりが必要」となってきたからである。そこには、
公園づくりは利用者である市民が一番よく知っており、計画段階からの市民参加により、公園利用のルールや管理方
法の改善などいろいろ工夫をこなしていくことが大切であるとの認識があった。すなわち、必要を感じることから市
（釘）
民
参
加
の
公
園
づ
く
り
が
始
ま
っ
た
の
で
あ
る
。
この羽根木プレーパークが全国的にその名を知らしめたのは、このプレーパークが従来の児童の遊び場としての児
童公園や児童遊園づくりとは異なった特徴を持っていたからである。その特徴とは、第一に、市民参加による公園の
運営管理、第二に、公園における遊び観、第三に、市民参加と公園観の変化による公園計画の変化であった。
東京都世田谷区に位置する羽根木プレーパークは、昭和三一（一九五六）年に東京都によって開設され、その後の
昭和四○（一九六五）年に世田谷区に移譲された面積約七万四○○○㎡の地区公園である。この公園の名称である
「羽根木」は、公園の西側にある「飛羽根木稲荷糊社」からであり、一時「根津山・六郎次山」という名称で呼ばれ
都市公園政策の歴史的変遷過程における一「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一四九
運営組織」案、ワークショップを今後継続していく「公園の運営委員会の準備会」案、｜年間にわたり公園の管理運
営に携わると緑の称号がもらえるという「緑のマイスター制度」案、市民の森公園だけではなく、武蔵野市全体のす
（記）
べての緑に関して、活動し、提案できるような制度としての「緑のオンブズマン制度」案などである。
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「
遊
ぼ
う
会
」
を
中
心
に
、
二
年
間
の
限
定
で
行
わ
れ
た
最
初
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
は
、
そ
の
後
、
常
設
の
「
桜
丘
冒
険
遊
び
場
」
に
引
き継がれたが、昭和五三（一九七八）年に一時閉鎖された。長期間にわたって冒険遊び場を維持していくためには、
「遊ぼう会」だけでは無理があるとの判断があったからである。他の運営方法を探っているうちに、同年が国際児童
年であったことから世田谷区において、羽根木公園の一角にプレーパークを記念事業として設けることとなった。
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た
。
そ
れ
は
、
根
津
山
の
あ
た
り
が
羽
根
木
町
の
飛
び
地
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
由
来
し
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
羽
根
木
公
園
の
南
東
部
に
、
面
積
約
三
○
○
○
㎡
の
羽
根
木
プ
レ
ー
パ
ー
ク
が
位
置
し
て
い
る
。
昭
和
五
四
二
九
七
九
）
年
に
、
国
際
児
童
年
を
記
念
と
し
設
置
さ
れ
た
羽
根
木
プ
レ
ー
パ
ー
ク
は
、
リ
ー
ダ
ー
ハ
ウ
ス
の
他
に
鶏
小
屋
、
木
の
上
に
設
置
し
た
タ
ー
ザ
ン
小
屋
、
木
か
ら
木
へ
と
ロ
ー
プ
を
か
け
た
モ
ン
キ
ー
ブ
リ
ッ
ジ
、
野
外
ス
テ
ー
ジ
な
ど
、
遊
び
の
た
め
の
道
具
が
い
ろ
い
ろ
設
置
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
は
既
存
の
児
童
公
園
な
ど
で
は
見
ら
れ
な
い
、
工
夫
さ
れ
た
遊
具
で
あ
っ
た
。
こ
の
羽
根
木
プ
レ
ー
パ
ー
ク
は
、
近
接
市
民
の
手
に
よ
っ
て
直
接
運
営
さ
れ
て
い
る
。
運
営
管
理
の
中
心
を
担
っ
て
い
る
の
は
、
地
域
の
市
民
を
は
じ
め
学
生
プ
レ
ー
リ
ー
ダ
ー
、
他
の
支
援
者
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
る
「
プ
レ
ー
パ
ー
ク
の
会
」
で
あ
る
。
こ
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
の
前
身
は
、
「
経
堂
冒
険
遊
び
場
」
で
あ
っ
た
。
こ
の
「
経
堂
冒
険
遊
び
場
」
は
、
昭
和
五
○
二
九
七
五
）
年
に
「
子
ど
も
の
育
つ
環
境
に
不
安
を
抱
く
父
母
た
ち
」
に
よ
っ
て
圭
圭
泉
・
世
田
谷
区
に
誕
生
し
た
冒
険
遊
び
場
で
あ
る
。
こ
の
「
子
ど
も
の
育
つ
環
境
に
不
安
を
抱
く
父
母
た
ち
」
の
母
体
は
「
遊
ぼ
う
会
」
で
あ
り
、
区
の
水
道
工
事
の
た
め
に
一
時
的
に
空
き
地
と
な
っ
て
い
た
一
部
の
土
地
を
借
り
て
造
ら
れ
た
冒
険
の
場
が
、
こ
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
の
土
台
と
な
っ
た
。
こ
こ
で
の
「
冒
険
遊
び
場
」
と
は
、
「
遊
具
が
固
定
さ
れ
た
子
ど
も
が
お
客
さ
ま
で
あ
る
遊
び
場
で
は
な
く
、
子
ど
も
自
身
が
創
造
し
て
い
く
遊
び
場
」
で
あ
り
、
利
用
者
が
中
心
と
な
る
遊
び
場
（詔）
である。
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こ
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
事
業
は
、
世
田
谷
区
に
お
い
て
は
、
「
地
域
に
お
け
る
児
童
と
そ
の
保
護
者
、
市
民
を
主
体
と
し
た
自
主
的
な
活
動
へ
の
発
展
に
結
び
つ
く
よ
う
に
工
夫
す
る
」
こ
と
で
、
基
本
計
画
の
児
童
健
全
育
成
事
業
の
中
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
。
当
時
の
計
画
轡
に
よ
れ
ば
、
こ
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
事
業
の
目
的
は
、
「
児
童
の
屋
外
に
お
け
る
遊
び
に
つ
い
て
組
織
さ
れ
た
地
域
の
人
々
、
お
よ
び
プ
レ
ー
リ
ー
ダ
ー
の
援
助
に
よ
り
、
遊
び
の
楽
し
さ
、
多
様
性
、
創
造
性
を
助
長
発
展
さ
せ
、
児
童
の
心
身
の
健
全
な
発
展
を
図
る
」
こ
と
に
あ
っ
た
。
ま
た
「
禁
止
事
項
を
で
き
る
だ
け
と
り
は
ら
っ
て
、
自
由
な
雰
囲
気
の
中
で
思
い
き
り
好
き
な
こ
と
を
や
れるようにした遊び場」がその機能として期待された。
開
設
後
、
組
織
的
な
運
営
管
理
の
た
め
に
「
実
行
委
員
会
」
が
設
け
ら
れ
、
実
行
委
員
会
規
約
と
役
員
会
が
決
め
ら
れ
た
。
し
か
し
、
地域市民、プレーリーダー、行政とで構成されていた「実行委員会」を「地域における地域市民の自主的な組織」と
し
て
の
位
置
づ
け
を
再
考
し
、
実
行
委
員
会
の
中
か
ら
行
政
を
外
し
、
そ
の
代
わ
り
に
行
政
と
の
話
し
合
い
お
よ
び
連
絡
な
ど
の
協
議
を
行
う
場
と
し
て
二
か
月
に
一
回
の
「
運
営
委
員
会
」
が
設
け
ら
れ
た
。
ま
た
、
だ
れ
で
も
参
加
で
き
る
よ
う
配
慮
し
た
「
第
四
水
曜
会
」
がつくられ、プレーパークについての話し合いの中から、公園関係の職員、町内会、青少年地区対策などに関わる地
域
の
人
々
と
の
交
流
も
深
め
ら
れ
た
。
従来の公園づくりや公園計画などにおいては、行政は計画に対してのみ責任を負い、その計画によって生じる利用
や
管
理
上
の
諸
問
題
に
つ
い
て
は
対
応
し
て
こ
な
か
っ
た
き
ら
い
が
あ
る
。
行
政
計
画
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
都
市
公
園
は
、
そ
の
中
に
「
秩
序
を
規
定
」
し
、
そ
の
規
定
か
ら
は
み
出
る
行
為
は
、
公
園
に
お
い
て
排
除
す
べ
き
行
為
と
し
て
捉
え
る
傾
向
が
強
か
っ
た
。
た
と
え
ば
、
主
に
児
童
の
遊
び
の
た
め
に
設
け
ら
れ
る
「
街
区
公
園
」
（
従
来
の
児
童
公
園
）
に
お
け
る
ポ
ー
ル
遊
び
の
禁
止
、
近
隣
公
園
に
お
け
る
動
物
の
連
れ
込
み
禁
止
と
い
っ
た
禁
止
事
項
の
設
定
は
、
ほ
と
ん
ど
の
公
園
に
お
い
て
画
一
的
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
、
現
状
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
西
）
（
申
）
一五一
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四
く
さ
つ
ば
ら
公
園
（
大
田
区
）
「くさっばら公園」は、平成四（’九九一一）年に東京都大田区千鳥に設けられた面積一三○○㎡の小さな公園であ
る
。
大
田
区
の
公
園
分
布
は
、
区
の
周
辺
部
に
は
大
き
な
公
園
と
緑
地
が
、
区
の
内
部
に
は
小
さ
な
規
模
の
公
園
が
散
在
し
て
い
る
。
と
く
に
、
内
陸
部
の
密
集
地
に
は
五
○
○
㎡
程
度
の
小
さ
な
公
園
が
点
在
し
て
い
る
。
区
の
公
園
は
全
部
で
四
八
一
か
所
が
設
け
ら
れ
て
お
り、一一三区の中でもっとも多くの公園を持っていることになる。以前から「｜町会一公園」という方針で公園を新設
し
て
き
て
お
り
、
現
在
は
町
会
の
区
域
に
お
い
て
三
～
四
か
所
の
公
園
を
有
す
る
と
こ
ろ
も
珍
し
く
は
な
い
。
「
く
さ
っ
ば
ら
公
園
」
が
新
設
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
直
接
の
き
っ
か
け
は
、
公
園
予
定
地
の
周
辺
市
民
の
グ
ル
ー
プ
で
あ
っ
た
「
み
ん
な
で
つ
く
る
ひ
ろ
ば
の
会
」
に
お
い
て
出
さ
れ
た
公
園
づ
く
り
に
関
す
る
要
望
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
既
存
の
行
政
に
よ
る
公
園
づ
く
り
に対する疑問、すなわち行政による設置と市民はその利用者といった旧来の公園の図式に対し、市民みずからが利用
す
る
公
園
づ
く
り
の
提
案
で
あ
り
、
実
践
で
も
あ
っ
た
。
「くさっばら公園」は、町内会や隣接の保育園などをまじえ何度もの話し合いを行い、「子どもの頃遊んだ、はらっ
ぱ
の
よ
う
な
公
園
」
を
テ
ー
マ
に
し
て
開
設
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
公
園
の
基
本
的
な
考
え
方
は
、
「
①
小
さ
な
自
然
に
ふ
れ
え
る公園、②禁止事項が少なく子どもたちが自由にのびのびと遊べる公園、③地域の人たちが手間暇かけて育てていく
公園」というふうに示された。この公園の基本的考えは、はらっぱ公園づくりにそのまま適用され、公園施設として
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か
ら
し
て
、
公
園
の
一
部
に
設
け
ら
れ
た
遊
び
場
と
し
て
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
は
、
公
園
の
あ
り
方
に
違
和
感
を
覚
え
な
い
公
園
な
の
か
も
しれない。
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基
本
的
に
設
置
さ
れ
る
ブ
ラ
ン
コ
や
滑
り
台
、
砂
場
な
ど
い
わ
ゆ
る
公
園
の
遊
具
は
設
け
ら
れ
て
い
な
い
。
公
園
の
開
設
と
と
も
に
設
置
されたのは、掲示板と道具小屋、トイレ、ベンチ、水道のみであった。また、公園に必ず設置される掲示板、それの
多くには公園所有者と公園内における禁止行為が書かれるのが通例であるが、このはらつば公園には看板だけは設置
されたものの、内容は何にも書かれていない。禁止事項など何にも書かれていない掲示板には、「くさっばら公園」
（的）
があらゆる可能性を持っていることが一示唆されているようである。
「くさっばら公園」では、毎月一回「運営会議」が開かれる。区の公園関係者をはじめ、「ひろばの会」の役員など
毎回一○人前後の参加者で行われている。この運営会議の最大の特徴は、「多数決でもなく特定の個人の意見でもな
い」決定一々式にある。公園の運営管理に関する決定は基本的にこの運営会議において決定される仕組みであるが、だ
か
ら
と
い
っ
て
す
べ
て
を
こ
の
運
営
会
議
で
決
め
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
何
か
の
計
画
や
基
準
に
照
ら
し
合
わ
せ
て
決
定
す
る
の
で
は
なく、使用する側（利用者）の視点に立って「やってしまうこと」で潜在的な可能性を顕著化させ、その結果を判鯨罰
す
る
こ
と
で
「
決
定
」
す
る
の
で
あ
る
。
言い換えれば、「禁止しなければならないことも、禁止しなくても自然になくなることもある」公園利用のルール
を
自
ら
作
っ
て
い
く
こ
と
で
あ
る
。
従
来
の
公
園
が
、
主
に
行
政
に
よ
っ
て
設
置
さ
れ
、
数
多
く
の
規
則
や
画
一
化
さ
れ
た
運
営
方
針
、
指
針
に
よ
っ
て
そ
の
秩
序
が
保
た
れ
る
慣
習
に
依
存
す
る
の
で
は
な
く
、
計
画
さ
れ
る
機
能
よ
り
計
画
し
て
い
く
機
能
に
沿
っ
た
公
園
づ
く
り
が
、
行
為
の
指
定
や
禁
止
を
行
わ
な
く
て
も
、
利
用
状
況
の
普
遍
化
を
と
も
な
う
公
園
の
秩
序
が
利
用
者
の
中
か
ら
自
然
に
形
成
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
五
Hosei University Repository
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一五四
五
本
町
プ
レ
ー
パ
ー
ク
（
豊
島
区
）
他方、区政七○周年記念事業の一環として平成一四（二○○二）年に始まった豊島区の「本町プレーパーク」づく
り
は
、
「
遊
休
地
の
暫
定
利
用
」
と
い
う
面
か
ら
前
述
し
た
他
の
ケ
ー
ス
と
は
違
う
側
面
を
持
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
用
地
と
し
て
使
われる土地が公園地ではないことで、二～三年の暫定的な利用のためにつくられた「冒険遊び場」だということであ
る
。
ま
ず
、
プ
レ
ー
パ
ー
ク
の
用
地
と
し
て
使
わ
れ
て
い
る
の
は
、
旧
Ｊ
Ｒ
宿
舎
の
跡
地
で
四
○
○
○
㎡
と
二
○
○
○
㎡
の
二
か
所
が
あ
り
、
そ
の
う
ち
、
四
○
○
○
㎡
の
上
段
部
が
こ
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
の
公
式
的
な
用
地
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
跡
地
は
「
防
災
公
園
」
と
「
防
災
セ
ン
タ
ー
」
が
計
画
さ
れ
て
い
た
た
め
、
そ
の
利
用
は
防
災
に
か
か
わ
る
計
画
が
本
格
的
に
行
わ
れ
る
ま
で
の
暫
定
的
利
用
し
か
で
き
な
い
遊
休
地
で
あ
る
。
こ
の
点
が
、
一
般
的
に
は
専
用
の
用
地
の
上
に
つ
く
ら
れ
る
他
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
と
は
異
な
る
点
で
あ
る
。
従
来
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
づ
く
り
の
ほ
と
ん
ど
が
既
存
の
都
市
公
園
の
中
ま
た
は
そ
の
一
角
を
利
用
し
て
計
画
さ
れ
る
に
対
し
て
、
こ
の
本
町
プ
レ
ー
パ
ー
ク
は
、
す
ぐ
隣
に
「
本
町
公
園
」
と
い
う
六
、
○
○
○
㎡
の
都
市
公
園
（
街
区
公
園
）
が
あ
り
、
公
園
の
一
角
を
使
っ
ての遊び場づくりならともかく、なぜ公園の横にまた公園を作らないといけないのかという疑問の声もなくはない。
し
か
し
、
そ
の
推
進
役
と
な
っ
て
い
る
地
元
の
人
々
の
言
い
分
か
ら
は
そ
の
事
情
が
理
解
で
き
る
。
す
な
わ
ち
、
従
来
の
都
市
公
園
に
は
決
ま
り
が
あ
り
、
何
を
し
よ
う
と
も
制
限
さ
れ
が
ち
だ
か
ら
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
ボ
ー
ル
遊
び
は
ダ
メ
で
、
火
・
水
な
ど
は
自
由
に
使
え
な
い
。
そ
の
う
え
、
設
置
さ
れ
て
い
る
運
動
器
具
や
遊
具
な
ど
の
決
ま
っ
た
遊
び
し
か
で
き
な
い
。
泥
ん
こ
あ
そ
び
や
穴
掘
り
、
遊
具づくりなどは最初からできないという。つまり、自由な遊びとはいうものの、実は決まった遊びの中の自由であり、
そ
れ
以
外
の
選
択
メ
ニ
ュ
ー
は
存
在
し
な
い
。
だ
か
ら
、
自
由
な
利
用
が
実
は
自
由
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
制
限
さ
れ
た
利
用
で
は
な
く
、
何をしようとも「自分の責任で自由に遊ぶ」という冒険遊び場を作りたい、というのが本当の理由である。
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六
ハ
ー
フ
メ
イ
ド
方
式
三
段
階
整
備
）
公
園
づ
く
り
に
お
け
る
「
二
段
階
整
備
（
ハ
ー
フ
メ
イ
ド
方
式
）
」
は
、
昭
和
六
二
（
一
九
八
七
）
年
の
多
摩
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
の
「
と
ち
の
き
公
園
」
の
整
備
に
お
い
て
試
み
ら
れ
た
新
し
い
公
園
整
備
の
手
法
で
あ
る
。
二
段
階
整
備
と
は
、
住
居
す
る
人
々
の
状
況
を
考
え
て
、
初
期
は
基
盤
的
整
備
に
と
ど
め
二
段
階
）
、
居
住
す
る
人
々
が
入
居
し
は
じ
め
た
と
こ
ろ
で
市
民
参
加
の
手
法
を
通
じ
て
本
格
的
な
公
園
整
備
三
段
階
）
を
進
め
て
い
く
方
法
で
あ
る
。
「
と
ち
の
き
公
園
」
は
多
摩
市
豊
ヶ
丘
の
中
央
あ
た
り
や
や
北
寄
り
に
位
置
す
る
公
園
で
あ
る
。
そ
れ
ほ
ど
大
き
な
公
園
で
は
な
い
が
、
こ
の
公
園
は
整
備
に
あ
た
っ
て
「
ハ
ー
フ
メ
イ
ド
方
式
」
と
い
う
二
段
階
の
方
（帥）
法
が
と
ら
れ
、
最
終
的
な
整
備
に
住
民
が
参
加
し
た
こ
と
で
知
ら
れ
て
い
る
。
昭
和
五
八
（
一
九
八
三
）
年
か
ら
広
場
や
園
路
の
整
備
が
行
わ
れ
た
後
、
周
辺
の
入
居
が
一
段
落
し
た
昭
和
六
二
（
一
九
八
七
）
年
か
ら
地
域
住
民
に
よ
る
「
公
園
づ
く
り
実
行
委
員
会
」
が
つ
く
ら
れ
、
実
行
委
員
会
と
多
摩
市
・
住
宅
都
市
整
備
公
団
と
に
よ
っ
て
、
地
域
住
民
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
経
て
、
二
年
の
歳
月
を
か
け
て
最
終
プ
ラ
ン
が
つ
く
ら
れ
た
。
こ
う
し
た
プ
ロ
セ
ス
に
基
づ
い
て
平
成
元
（
’
九
八
九
）
年
に
開
園
し
た
都
市
公
園
で
あ
る
。
公
園
名
の
「
と
ち
の
き
公
園
」
は
、
昔
こ
の
あ
た
り
に
ト
チ
ノ
キ
が
あ
っ
た
こ
と
か
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
巴
（
申
）
一五五
区
民
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
で
一
年
に
わ
た
り
行
わ
れ
た
こ
の
プ
レ
ー
パ
ー
ク
づ
く
り
は
、
必
要
性
を
感
じ
る
人
々
が
中
心
と
な
り
、
行
政
と
の
協
働
を
通
じ
て
、
単
な
る
園
地
の
確
保
で
は
な
く
、
生
活
の
中
で
必
要
な
自
由
空
間
を
市
民
の
手
に
よ
っ
て
創
り
運
営
し
て
い
く
新
た
な
事
例
と
し
て
注
目
さ
れ
る
。
東
京
都
の
市
区
町
村
の
う
ち
、
中
野
区
と
と
も
に
都
市
公
園
の
一
人
当
た
り
の
面
積
が
も
っ
と
も少ない豊島区において試みられている遊休地を利用した暫定的なプレーパークづくりは、現在の日本の都市が抱え
て
い
る
公
園
用
地
の
不
足
に
対
す
る
考
え
方
を
変
え
る
の
に
有
益
な
示
唆
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
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この過程を経て得られた最終案にもとづき各種木製遊具、シンポルッリー、花地などを追加整備し、施行段階では
市
民
の
手
に
よ
り
オ
リ
ジ
ナ
ル
平
板
づ
く
り
、
木
や
石
を
使
っ
た
モ
ニ
ュ
メ
ン
ト
、
記
念
植
樹
な
ど
が
行
わ
れ
た
。
平
成
元
（
一
九
八
八）年四月に公園全体が供用をはじめた時には、実行委員会による公園開きが開催され、花壇用の花苗植え付け、手
作
り
の
巣
箱
か
け
や
樹
木
札
の
取
り
付
け
な
ど
が
行
わ
れ
た
。
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ら
呼
ば
れ
て
い
た
地
名
に
由
来
し
て
い
る
。
第一段階においては、公園の基盤を整備し、造成、園路、広場、最小限の遊具、公園の外周を中心とした植栽を行
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
し
て
、
第
二
段
階
は
、
「
上
物
整
備
」
を
計
画
・
検
討
す
る
こ
と
で
あ
る
。
整
備
計
画
は
、
①
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
な
どの市民参加一々法を考え、作り手、育み手、住み手が一体となった公園づくりを考える、②この過程で、軽妙な整備
を検討し、住み手の理解や管理運営体制に見通しが得られなければ取り組みにくい整備などを含めて、持蜂獅的な参加
の
可
能
性
を
探
る
、
と
い
う
順
で
進
め
ら
れ
た
。
た
と
え
ば
、
植
え
込
む
花
の
種
類
や
花
壇
づ
く
り
、
手
作
り
の
遊
具
制
作
、
モ
ニ
ュ
メ
ン
ト
、
シ
ン
ボ
ル
、
原
っ
ぱ
な
ど
は
後
の
二
段
階
の
整
備
過
程
に
お
い
て
決
め
ら
れ
た
。
この一一段階整備のプロセスを見ると、入居がすでに完了した昭和六一一（一九八七）年二月に、①上物整備にあたっ
て実行委員会の結成を市民に呼びかける、②アンケート調査を踏まえつつ代替案を造り検討する、③有意な案につい
て
さ
ら
に
煮
詰
め
て
検
討
を
重
ね
て
い
く
、
こ
の
間
に
、
④
ニ
ュ
ー
ス
の
発
行
や
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
を
通
じ
て
参
加
意
識
を
高
め
て
い
く
ことが行われた。
七
「
Ｐ
Ｆ
Ｉ
」
と
リ
サ
イ
ク
ル
公
園
の
整
備
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と
こ
ろ
が
、
’
九
九
○
年
代
に
入
っ
て
「
小
さ
な
政
府
」
を
志
向
す
る
世
界
的
動
き
を
反
映
し
て
、
第
二
の
民
活
と
も
呼
ば
れ
る
「
Ｐ
ＦＩ（勺『ゴロ〔①蜀旨目８百冒昌ぐの）」事業方式の導入が、民間をはじめ中央政府からも緊急検討された。平成六（一
九
九
八
）
年
五
月
に
議
員
立
法
の
形
で
国
会
提
出
さ
れ
、
「
民
間
資
本
な
ど
の
活
用
に
よ
る
公
共
施
設
な
ど
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律案（ＰＦＩ事業推進法案と（以下ＰＦＩ、ＰＦＩ方式）として成立し、適用分野ごとの検討が進められているが、
こ
の
法
律
案
の
意
義
は
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
①
財
政
支
出
の
有
効
活
用
に
よ
る
社
会
資
本
整
備
の
充
実
、
②
官
〈剛）
民
の
役
割
分
担
の
見
直
し
、
③
民
間
事
業
機
〈
君
の
創
出
、
が
そ
れ
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
社
会
資
本
整
備
を
官
民
の
役
割
分
担
の
原
則
に
沿
っ
て
民
間
資
金
に
よ
っ
て
行
う
こ
と
で
あ
り
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
活
発
に
行
わ
れ
て
い
る
改
革
の
一
環
で
あ
っ
た
。
国土交通省においては「都市公園」関連政策もＰＦＩ対象事業の一つとして取り上げ、関係省庁との検討の中で、
事業のスキームをはじめ、民間事業者の募集要項や選定基準、協定の締結方法などが検討されている。そのうち、都
市公園については、都市公園法第五条規定（公園管理者以外の公園施設の設置など）に基づき、さまざまな事業の可
能
性
を
検
討
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
民
間
事
業
者
な
ど
が
行
う
公
園
施
設
の
設
置
・
管
理
に
つ
い
て
、
従
来
の
施
設
単
位
で
の
事
業
（レストラン、売店、水族館など）のみならず、公園内の一定区域の整備・管理（とくに、街中の老朽化、陳腐化し
た公園のリーーューァル）に関する民間事業者からの企画提案を募集し、優れた内容の提案に対し当該区域の整備・管
理
を
一
括
し
て
許
可
す
る
方
向
で
検
討
さ
れ
て
い
る
。
国
土
交
通
省
お
よ
び
重
泉
都
に
お
い
て
も
そ
の
事
業
化
に
関
す
る
検
討
が
行
わ
れ
た
が
、
と
く
に
重
泉
都
で
は
、
国
内
初
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
モ
デル事業として水道局の「金町浄水場常用発電設備整備事業」を開始し、建設局では市街地再開発における特定建築
者（再開発地区における保留床のみからなる再開発ピルの建築・運営を行う業者）を初めて従来の公共関連団体では
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
西
）
（
申
）
一五七
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その特質としては、「①無料である都市公園と廃棄物受入収益を生む廃棄物処分場を組み合わせた事業である、②
都市公園の整備と産業廃棄物処分を一体的に実施することにより、都市計画手続きなどを通じて産業廃棄物処分場建
設に対する住民参加の推進がやりやすくなること、③異なる事業を組み合わせることで、公共的施策の推進、社会的
便益の増進などが得られること、④産業廃棄物の供給量、処分場受入価格は、地域や時期など市場に左右されて変動
が大きいこと、⑤事故発生の際、操業停止など扱いが慎重になること」などが取り上げられた。
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な
く
民
間
事
業
者
を
対
象
に
公
募
す
る
な
ど
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
よ
る
取
り
組
み
を
強
化
し
つ
つ
あ
る
。
また、金町浄水場のＰＦＩモデル事業の成果を踏まえ、朝鋸署淨水場・三園浄水場にて新たなＰＦＩ事業についての
実施方針を公表する一方で、旧小笠原邸修復などについては、定期借地制度や定期建物賃貸借制度を活用し民間事業
者を公募するなど、民間の資金やノウハウ、技術力を活用した新たな事拳主寺法の採用も進めている。そのほかにも、
「青年の家」の廃止に伴い整備する予定のユース・プラザや、都営住宅建替、プレジャーボートの係留施設の整備な
（腿）
どについても、ＰＦＩなど、民間活力を活用した事塞へ手法の適用を検討・施行している。
しかし、この民間による公共施設整備に関しては、いまだに検討の段階に止まっているのが現状である。ここで
は都市公園をめぐって議論されている、「リサイクル公園」についてその定義および事業化の前提条件などを考察す
ることに限定したい。「リサイクル公園」とは、「公共施設である都市公園の整備と産業廃棄物の最終処分場建設を組
み
合
わ
せ
て
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
産
業
廃
棄
物
の
最
終
処
分
場
建
設
を
容
易
に
す
る
と
と
も
に
、
最
終
処
分
場
建
設
・
運
営
に
よ
る
収
益
を
都
市
公
園
整
備
事
業
へ
最
大
限
に
繰
り
入
れ
、
都
市
公
園
整
備
を
促
進
す
る
」
も
の
と
し
て
定
義
さ
れ
、
そ
の
実
用
化
を
目
的
と
（鍋）
したＪものであった。
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し
か
し
、
事
業
化
に
際
し
て
考
慮
す
べ
き
前
提
条
件
と
し
て
、
①
公
園
用
地
を
、
公
園
施
設
を
先
行
整
備
す
る
区
域
と
廃
棄
物
処
分
後
に
緑
化
す
る
区
域
に
二
分
す
る
、
②
公
園
施
設
先
行
整
備
の
後
、
廃
棄
物
の
受
け
入
れ
を
開
始
す
る
、
③
用
地
交
渉
・
買
収
は
公
共
で
行
う
、
④
公
園
施
設
建
設
費
と
廃
棄
物
受
入
鼠
・
種
別
の
バ
ラ
ン
ス
に
着
目
し
て
、
事
業
成
立
の
可
能
性
を
検
討
す
る
、
⑤
公
的
助
成
額
が
公
園
事
業
単
独
で
実
施
し
た
場
合
よ
り
軽
減
さ
れ
る
か
ど
う
か
を
み
る
、
な
ど
が
取
り
上
げ
ら
れ
た
ほ
か
、
そ
の
事
業
化
の
際
に
、
資
金
調達・支払いに関する条件としては、①出資比率（三○％程度）、②法人税率は五○％として試算する、③金利は四
（“） 
％とする、④割引率（現在価値化）は四％とする、⑤内部収益率は一○・○％を確保することなどが検討された。
こ
れ
ら
の
前
提
条
件
な
ど
を
全
体
的
に
考
慮
し
、
そ
の
事
業
化
を
検
討
し
た
場
合
に
お
け
る
試
算
の
結
果
は
、
「
公
園
建
設
費
の
規
模
と廃棄物受入量とのバランスが事業成立に決定的な影響を持つことおよび廃棄物処分場の種別としては安定型と管理
型
な
ど
が
あ
る
。
現
時
点
で
は
初
期
投
資
が
少
な
く
て
済
む
こ
と
か
ら
収
益
で
は
安
定
型
が
有
利
で
あ
る
」
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
今
回
の
検
討
で
は
、
公
園
の
整
備
費
用
に
比
べ
て
廃
棄
物
受
入
収
益
が
小
さ
い
た
め
、
事
業
成
立
の
た
め
に
は
公
的
助
成
が
必
要
で
あ
る
が
収
益
か
ら
法
人
税
が
先
取
り
さ
れ
る
た
め
必
要
な
公
的
助
成
は
そ
の
分
多
く
な
る
、
公
共
側
か
ら
の
事
業
の
評
価
は
「
公
的
純
支
出
Ⅱ公的助成額一法人税額」と考えられるとの意見がまとめられた。とくに、廃棄物受入収入を公園建設費に充当する
こ
と
に
よ
り
、
最
大
で
建
設
費
用
が
約
一
○
％
軽
減
さ
れ
る
場
合
も
あ
る
が
、
公
園
単
独
事
業
で
実
施
す
る
の
に
比
べ
て
純
支
出
が
約
二
○
％
増
え
る
場
合
も
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
、
民
間
手
法
に
よ
る
リ
サ
イ
ク
ル
公
園
の
活
性
化
に
は
多
く
の
課
題
が
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
と
こ
ろ
が
、
民
間
資
金
な
い
し
民
間
の
手
法
を
中
心
と
し
た
社
会
資
本
整
備
の
動
き
と
し
て
は
、
一
九
八
○
年
代
後
半
に
登
場
し
た
「民活」論がある。「第三セクター」によるプロジェクト形式で多くの公園整備が進められてきたが、その整備過程は
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
四
）
（
申
）
一五九
た
｡ 
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法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一六○
不透明なものが多かった。この民活の連続線上にあると考えられる現在のＰＦＩ一々式はその目的においては優れた面
もあるが、公園整備においてはそれほどビジョンを持たないのが現状である。しかも、このＰＦＩ方式による実施な
いし導入可能性が検討される政策分野は収益性のある分野に限定されており、各種のアンケートの調査結果からわか
（閲）
るように自治体での活用度は高くない。
都市公園の整備については次のような論点の整理が必要であろう。すなわち、これからの都市公園は、小規模であ
りながら、市民の日常生活にもっとも近い街区公園や近隣公園などの都市公園に対する適切な管理システムの体系化、
利用の多様化に対応した多目的施設としての都市公園の整備（都市公園を中心に福祉系の施設を総合的に設置するこ
と）、市民文化と地域的条件に対応した都市公園の整備がその中心でなければならない。
行
政
に
よ
っ
て
「
与
え
ら
れ
た
機
能
」
と
し
て
で
は
な
く
、
市
民
と
地
域
の
視
点
に
基
づ
く
社
会
的
機
能
と
し
て
捉
え
る
こ
と
に
よ
っ
て、都市公園事業の合理化を図る手法の開発など、都市公園の整備にあたって社会的なプロセスとしての参加仕組み
を
い
か
に
機
業
し
て
い
く
の
か
に
つ
い
て
の
議
論
が
生
ま
れ
て
く
る
。
す
な
わ
ち
、
都
市
公
園
の
整
備
に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
の
は
整
備一々法や技術論ではなく、地域的個性と市民の文化塀必準を考慮する「政策論」である。
昭和四○年代をその境界に、都市公園の機能変化は大きく転換することとなった。それは、これまで個別的に扱わ
れてきた都市公園、緑地、森林などが緑化政策ないし都市緑化に融合され、総合的な「緑」として位置づけられるよ
第
四
節
分
権
改
革
の
中
の
都
市
公
園
政
策
緑地政策体系
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う
に
な
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
こ
れ
ま
で
「
都
市
の
中
に
緑
を
確
保
す
る
」
と
い
っ
た
認
識
か
ら
「
緑
の
中
の
都
市
」
を
め
ざ
す
政
策
へ
の
転
換
で
あ
り
、
個
別
的
な
政
策
進
行
に
も
都
市
環
境
に
お
け
る
自
然
環
境
と
し
て
の
緑
地
な
い
し
緑
の
比
率
は
低
下
し
た
こ
と
へ
の
反
省
が
こ
め
ら
れ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
政
策
相
互
間
の
整
合
性
に
対
す
る
調
整
の
欠
如
に
よ
り
、
総
合
的
な
視
点
に
立
つ
政
（“） 
策運用が不備であったことから、「緑地を削り、都市公園をつくる」という悪循環が続いてきた。
図
一
は
、
平
成
七
二
九
九
五
）
年
に
都
市
計
画
中
央
審
議
会
に
お
い
て
示
さ
れ
た
都
市
公
園
の
事
業
に
か
か
わ
る
フ
レ
ー
ム
で
あ
る
。
こ
の
フ
レ
ー
ム
で
は
、
都
市
公
園
は
、
緑
の
創
出
の
た
め
の
拠
点
と
し
て
位
極
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
の
フ
レ
ー
ム
を
踏
ま
え
、
都
市
緑
化
の
総
合
対
策
と
し
て
「
緑
の
政
策
大
綱
」
お
よ
び
そ
の
実
行
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
「
グ
リ
ー
ン
プ
ラ
ン
二
○
○
○
」
が
策
定
さ
れている。この都市緑地の体系の基本的方針は、「緑とオープンスペースの保全と創出」として中央政府における都
市緑化施策としては、「緑の政策大綱（緑のさんさん・グリーンプラン）」、「グリーンプラン二○○○」が、都道府県
お
よ
び
市
町
村
に
お
い
て
は
「
都
道
府
県
広
域
緑
地
計
画
」
と
「
緑
の
基
本
計
画
」
が
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
中
心
と
し
て
策
定
さ
れ
て
い
る
。
中央政府における「緑の政策大綱」と「グリーンプラン二○○○」の骨子は、「中期的な視点に立って公園、道路、
河川などにおける緑の公的空間や緑地保全地区、風致地区などの市街地の緑を増やしていくこと」とされている。
他
方
、
都
道
府
県
と
市
町
村
に
お
け
る
広
域
緑
地
お
よ
び
緑
の
基
本
計
画
は
、
「
環
境
保
全
・
防
災
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
・
景
観
形
成」という緑とオープンスペースの四系統に沿って、都市公園を中心とする公的空間および緑地に加え、市民緑地、
市
民
農
園
な
ど
の
民
有
地
に
お
け
る
緑
の
保
全
と
創
出
を
定
め
て
い
る
。
建
設
省
に
よ
っ
て
進
め
ら
れ
た
緑
に
関
す
る
施
策
の
総
合
と
し
て
の
「
緑
の
政
策
大
綱
、
グ
リ
ー
ン
プ
ラ
ン
二
○
○
○
」
が
意
味
す
る
も
の
は
、
都
市
と
緑
の
関
係
に
対
す
る
見
直
し
で
あ
る
。
言
い
換
え
れ
ば
、
都
市
の
中
に
緑
を
取
り
入
れ
る
の
で
は
な
く
、
緑
の
中
に
都
市
が
あ
る
と
の
認
識
変
化
で
あ
る
。
そ
の
認
識
の
変
化
は
、
大
き
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成西）（申）
’一ハ’
Hosei University Repository
図一都市公園事業のフレームワーク
出典：都市計画中央審議会（1995）答申よりニ
ノ、
○緑は将来に残すぺき国民共有の財産
･時代を担う子供運の感性を磨き，豊かな心を育てる
･快適で潤いのある生活環境の形成に不可欠
キーワード
○都市公園と民有地を含む緑の連携○都市の状況に応じた目楓設定
○他旗業との連擁強化○市民企業等とのパートナーシップ
ＬＬ 
緑の政!『【大綱
(緑サン・グリーン
プラン）の実現
」
▼ 
緑とオープン
スペースの
保全・創出
グリーンプラン2000（国）
・公園，道路，河川等
の緑の公的空間
．l笠地保全地区．風致
地区等の市街地の緑
ぐ
緑の基本ilf画（市町村）
･環境保全．防災‘し
クリエーション，班
親形成の4系l6Eから
策定
･都市公団
･近路・河ⅡI等の公的
空flU
.$且地保全jdl区専都市
叶面による緑地
・市民緑地、市民農園
等の民有地
新たな長期目標
･２１世紀初頭を目途に1人当たり概ね20㎡
･都市の状況に応じた弾力的な目標設定
と
▼ 
都市公園等整備五箇年計画
っそう強化
02000年（Ｈ１２年）度末まで
に約,.；/人
Ｏ歩いていける範囲の公囮整
衡率を６５％に
○約缶％の市街地で広域避離
地となる防災公困のBi側
|悪霊iiimmii5;雇１Ｆ
|公団のネットワークの形成,
|バリアフリー化の拠剛Ｌ桐祉
i施設と一体的B&H１
'自然地形，植生をいかした公|腎鶏騨鬮鱒…蝋と‘
地域活性化に資するスポーツ，
文化活幽等の樋点となる公団
の虹佃
ｦ露４２且６３
の迎j鷹をい
▼ 
都市公園等の
管理・運営
○公園ごとに管理運営llf
画を筑定
･マネージメントの視
点からの高度な迎営
管理
･住民の自主的な迎甘
管理への参画を促1，
Ｏ人材の登俊i活用と向成
･公園での多繊な活ﾛｶ
にかかわる人々を登
録・活用
･公団の管理運営に必
要な人材（パークコ
ーディネーター）の
育成
Ｏ市民参血i】による公固の
育成・管理
･ワークショップ
･グラウンドワーク
Ｏ他H1業との迦撚
･防災関係５９９０との迎
携
･医疲・柧祉機関との
連BＧ
･教育観閲との迎撫
Ｏ技術開発の促巡
･防災現９１市民
参加等
･多機な技6F６９発の推
進
し
Ｏ阪神・波路大浪災
の放馴を活かした
安全で安心して生
活できる都市の柳
繁
Ｏ多樺化する国民の
ニーズに的Bhに対
応した．皿かさの
実感できる国民生
活の実現
Hosei University Repository
ま
た
、
「
グ
リ
ー
ン
プ
ラ
ン
二
○
○
○
」
は
、
緑
の
政
策
大
綱
の
実
現
の
た
め
に
つ
く
ら
れ
た
平
成
八
（
’
九
九
六
）
年
度
か
ら
平
成
一二（二○○○）年度の五か年を計画期間とする、「緑の政策大綱」の「アクションプログラム」である。そのため、
従
来
か
ら
の
「
都
市
緑
化
の
た
め
の
植
樹
等
五
か
年
計
画
」
（
第
四
次
計
画
）
に
つ
い
て
は
、
一
年
繰
り
上
げ
改
定
し
て
そ
の
内
容
を
こ
の
プ
ラ
ン
に
統
合
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
と
く
に
、
「
緑
の
政
策
大
綱
」
を
具
体
的
に
進
行
さ
せ
る
た
め
に
策
定
さ
れ
た
「
グ
リ
ー
ン
プ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
回
）
（
申
）
’一ハーーー
他
方
、
都
道
府
県
や
市
町
村
に
お
け
る
「
緑
の
基
本
計
画
」
を
総
括
す
る
「
緑
の
政
策
大
綱
」
は
、
二
一
世
紀
初
頭
を
目
途
に
国
民
が
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
緑
豊
か
な
生
活
環
境
の
形
成
を
め
ざ
し
て
、
道
路
、
河
川
、
公
園
な
ど
の
緑
の
公
的
空
間
趾
を
三
倍
、
所
管
公
共
公
益
施
設
な
ど
の
高
木
本
数
を
三
倍
お
よ
び
市
街
地
に
お
け
る
永
続
性
の
あ
る
緑
地
の
占
め
る
割
合
を
三
割
以
上
確
保
す
る
こ
と
を
基
本
く
二
つ
の
点
に
要
約
で
き
る
。
第
一
に
、
緑
に
か
か
わ
る
「
政
策
対
象
」
の
拡
大
・
統
合
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
既
存
の
「
都
市
公
園
」
や
「
緑
地
」
な
ど
個
別
的
分
野
ご
と
の
消
極
的
な
政
策
運
営
だ
け
で
は
都
市
内
の
緑
の
保
全
お
よ
び
そ
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
な
い
こ
と
か
ら
、
民
有
地
を
含
め
た
す
べ
て
の
「
緑
」
を
対
象
と
す
る
よ
う
そ
の
基
本
方
針
を
転
換
さ
せ
た
こ
と
で
あ
る
。
第
二
に
、
目
標
設
定
の
弾
力
化
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
、
法
制
度
上
に
規
定
さ
れ
た
整
備
目
標
に
お
い
て
は
地
域
的
状
況
が
反
映
さ
れ
に
く
く
、
都
市
ご
と
の
格
差
が多すぎたことから、新たな整備目標を打ち出していることである。新たな長期目標として、二一世紀の初頭を目途
に
お
お
む
ね
二
○
㎡
／
人
の
整
備
が
設
定
さ
れ
た
。
ま
た
、
「
都
市
公
園
等
整
備
五
か
年
計
画
」
の
第
六
次
計
画
に
お
い
て
は
、
平
成
一
二
（
二
○
○
○
）
年
度
末
ま
で
に
目
標
の
二
分
の
一
に
当
た
る
一
○
㎡
／
人
が
確
保
さ
れ
る
べ
き
整
備
目
標
と
し
て
取
り
込
ま
れ
た
。
各
市
町
村
に
お
け
る
都
市
公
園
等
整
備
の
目
標
は
、
市
町
村
の
状
況
を
反
映
し
た
「
緑
の
基
本
計
画
」
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
曰攝犀として定めている。
た。
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図二緑の政策大綱とグリーンプラン２０００
緑の政策大綱（平成6年７月）
２１世紀の初頭を目途に国民が豊かさを実感できる緑豊かな生活瑠境の形成をめざす
￣ 
グリーンプラン2000（平成8年12月）
2000年までに身近な縄が墹加したと実感できる生活圏塊の形成をめざす
－ 
５つの基本的方向
緑の保全と創出による自然との共生
緑豊かでゆとりと潤いのある快適な環境の創出．奥しい緊観の形成
安全で安心できる緑のまちづくり・国土づくりの推進
緑を活用した多椴な余暇空間づくりの推道
市民の参加，協力による緑のまちづくりの推進
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
 
１
２
３
４
５
 
く
く
く
ｌ
く
￣ 
一
実施すべき施策
■鯛断的施策
（１）緑の総合的な計画の策定と関係機関との迎挽による事蕊の推進
（２）広域レベルでの水と緑の骨格・回廊づくり
（３）都市内での水と線のネットワークづくり
（４）都市における緑の腿点づくり
（５）地戦に駒れる緑と花の名所づくり
（６）生物の生息・生育域の拠点づくり
（７）自然のシステムを踏まえた緑づくりモデルエ事の実施
■個別鐘董
（１）道路，河川．公園等各公共駆粟における施策の展開
（２）民有地における施策の展開
■古擾魎箪
（１）ふるさとの樹木リストの作成と活用
（２）緑化用樹木の安定的供給
（３）緑を支える技術の開発
（４）緑の椎撤団体への支擾
（５）緑の情樋発個
六
四
出典：建股省（現国土交通省）資料より作成
3つの目禰
2000年までに身近に緑が増加したと実感できる生活顔塊の形成
緑の風の確保 鰯の質 緑のリサイクル
4つの施策実施にあたってのポイント
ｊｊｊｊ １２３４ Ｉくくく 行政と民間の連挽による綴の地域づくり公共頓巣の爽施の各段階におけるiilの保全と創出それぞれの鯛にふさわしい縄の砿保自然のシステムを踏まえた緑づくり
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ラ
ン
二
○
○
○
」
は
、
そ
の
目
標
を
「
施
策
の
基
本
的
方
向
と
整
備
目
標
量
に
加
え
、
施
策
実
施
に
あ
た
っ
て
の
ポ
イ
ン
ト
を
具
体
的
に
掲げることにより、それぞれの施設の設置・管理者の共通の認識と目的のもとに各施設、各事業における緑の保全、
（師）
創出を総合的かつ横断的に図ること」としている。
そのうえ、緑の政策大綱および大綱策定後の状況を踏まえ、その基本的方向として、①緑の保全と創出による自然
と
の
共
生
、
②
緑
豊
か
で
ゆ
と
り
と
潤
い
の
あ
る
快
適
な
環
境
の
創
出
、
美
し
い
景
観
の
形
成
、
③
安
全
で
安
心
で
き
る
緑
の
ま
ち
づ
く
り
・
国
土
づ
く
り
の
推
進
、
④
緑
を
活
用
し
た
多
様
な
余
暇
空
間
づ
く
り
の
推
進
、
⑤
市
民
の
参
加
、
協
力
に
よ
る
緑
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
の
五
つ
の
施
策
が
示
さ
れ
た
。
他
方
、
都
市
公
園
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
は
従
来
に
増
し
多
様
化
し
つ
つ
あ
る
こ
と
を
反
映
し
、
大
き
く
四
つ
の
目
的
に
よ
っ
て
統
合
さ
れ
た
。
そ
の
四
つ
と
は
、
①
安
全
で
安
心
で
き
る
都
市
づ
く
り
へ
の
対
応
、
②
長
寿
・
福
祉
社
会
へ
の
対
応
、
③
都
市
環
境
の
保
全
・
改
善
や自然との共生への対応、④広域的なレクリエーション活動や個性と活力のある都市、農村づくりへの対応である。
こ
の
四
つ
の
対
応
は
都
市
の
「
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
」
の
四
系
統
を
踏
ま
え
た
も
の
で
は
あ
る
が
、
そ
の
整
備
過
程
に
お
い
て
こ
の
「
社
会
的
機
能
」
を
い
か
に
反
映
し
て
い
く
の
か
は
今
後
の
課
題
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
法
制
度
の
方
向
性
と
し
て
、
「
都
市
緑
地
保
全法」・「都市公園法」・「自然公園法」などの緑を対象にした各種法制度の機能的統合が考えられる。そのうえで、縦
割
り
行
政
に
よ
っ
て
組
織
的
に
分
割
さ
れ
て
い
る
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
に
関
す
る
整
備
を
一
本
化
し
、
基
本
的
な
ル
ー
ル
だ
け
を
定
（船）
め
て
、
自
治
体
の
「
緑
の
基
本
計
画
」
に
委
ね
る
こ
と
が
望
ま
し
い
の
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一一
′、
五
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出
す
原
因
と
な
っ
て
い
る
。
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一一ハーハ
ニ
地
方
分
権
改
革
と
都
市
公
園
地方分権推進委員会の中間報告において指摘されたように、全国画一の統一性と公平性の重視は、地域的な諸条件
（鯛）
の多様性の軽視および地域ごとの個性ある生活文化を衰微させる原因ともなっている。
ところが、この地方分権論議において、都市公園はどのように取り上げられていたのか。また、どのような問題点
が指摘され、議論されていたのか。平成一二（二○○○）年四月一日から施行された「地方分権の推進を図るため
の関係法律の整備等に関する法律」（一九九九年七月六日制定、法律第八七号、以下地方分権推進一括法）において、
めざすべき目標として示されたのは「分権社会の創造」であった。そして、この分権型社会の姿を示すキーワードは、
「地方分権」と「協働型社会」である。ここでの「地方分権」の意味は、「地域住民による自己決定・自己責任」であ
（わ）
り、協働型の社〈言をつくりだすための制度的必然であった。
それは、戦後五○年を通じて維持されてきた中央集権型行政システムにおける制度疲労が、行政環境の変化に対す
る環境への不適応性を助長しているからである。そのため、都市インフラとしての都市公園の社会的必要性は以前よ
り高まっているにもかかわらず、その政策的応答性は中央集権的行政慣行によって制約されているのが現実である。
とくに、「機関委任事務」・「通達行政」・「必置規制」・「補助金行政」による中央行政の関与は、都市公園行政におい
て、地域的状況や地域の文化性が反映されないステレオタイプの画一的都市公園を造り出す一方、国のかかわる都市
公園などが各種補助金措置によって拡大されていく仕組み、すなわち「公園機能の社会化」にそぐわない状況を生み
すでに見てきたとおり、都市公園政策はその社会的認識に比べ、都市基盤整備においての優先順位はそれほど高く
Hosei University Repository
三
分
権
論
の
中
の
都
市
公
園
問
題
今回の分権改革の流れは、昭和三○年代前半にほぼ定着した「国と地方関係」、すなわち、地方自治制度をその理
念
上
に
お
い
て
転
換
さ
せ
た
画
期
的
な
改
革
で
あ
っ
た
。
も
ち
ろ
ん
、
昭
和
二
四
二
九
四
九
）
年
の
「
地
方
行
政
調
査
委
員
会
議
」
（神戸委員会）以降、地方分権に関する議論はさまざまに展開されてきた。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一六七
他方、この設置者と利用者の乖離とそれによって生じる管理活動の空洞化は、都市公園に対する浅い認識と軽視風
潮
と
い
う
歴
史
的
条
件
と
あ
い
ま
っ
て
、
利
用
と
い
う
都
市
公
園
の
本
来
的
機
能
を
低
下
さ
せ
つ
つ
あ
る
と
い
え
る
。
こ
の
よ
う
な
、
都
市公園づくりにおける後見性と非合理的な仕組みは、都市公園の社会的機能を著しく低下させている。
なかった。その主な理由は、都市公園の政策特性、すなわち設置の後見性と利用する側の文化的・地域的情緒が反映
さ
れ
な
い
制
度
的
仕
組
み
に
あ
る
。
た
と
え
ば
、
明
治
初
期
の
大
政
官
布
達
公
園
、
大
正
期
の
都
市
計
画
法
制
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
た
五二か所の小公園、昭和前期の車泉緑地計画と防空大・小緑地など戦前の公園づくりにおいて共通するのは設置者の
視点を優先していたことである。また、整備水準の国際比較によって決まる整備目標が、質的な快適さよりはむしろ
画一的な都市公園の蟄的拡大を進めてきた。
このような観念と基準によって一度つくられた都市公園は、「永続性」・「空地性」という昭和初期の東京緑地計画
から始まる公園緑地の規範性により堅く縛られることになる。言い換えれば、利用状況や公園機能、管理活動の変化
な
ど
を
含
む
社
会
的
な
変
化
に
対
応
で
き
な
い
ま
ま
、
施
設
と
し
て
の
都
市
公
園
が
存
続
す
る
と
い
う
非
合
理
的
な
実
態
が
生
じ
て
い
る
上）いえる。
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また、基本方針として、①国と地方公共団体との役割分担のあり方、②国から地方公共団体への権限移譲等の推進、
③
地
方
公
共
団
体
の
財
政
基
盤
の
整
備
、
④
自
立
的
な
地
方
行
政
体
制
の
整
備
・
確
立
が
示
さ
れ
た
。
な
か
で
も
、
「
機
関
委
任
事
務
制
度
の
全
面
的
廃
止
」
と
い
う
画
期
的
な
成
果
に
よ
っ
て
象
徴
さ
れ
る
今
回
の
分
権
論
議
は
、
各
勧
告
を
め
ぐ
っ
て
の
さ
ま
ざ
ま
な
批
判
、
なかでも公共事業の改革をテーマとした「第五次勧告」に対する悲観的な批判にもかかわらず、「戦後一貫して拡大
してきた国の直轄事業・直轄公物に歯止めをかけ、縮減の方向を政府にとらせたことは、戦後の政治行政構造に対す
（ね）
る厳しい一撃であり、〈正の記念碑〉としての側面を有する」ものであり、新たな分権型社会を創るための土（ロづく
りとしての意義をもつものであった。
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一六八
今回の分権改革において重要な役割を担ってきた地一々分権推進委員会委員の西尾勝氏の説明にしたがえば、それは
「
実
現
性
の
高
い
異
例
の
成
果
」
と
「
権
威
と
公
開
性
を
犠
牲
に
し
て
意
見
調
整
と
合
意
形
成
に
努
力
」
に
集
約
さ
れ
る
「
地
方
分
権
推
（Ⅶ） 
進委員会」の改革推進手法によるものであった。その過程として第一次かつり第五次までの勧告がなされ、「地方分権
推進一括法」が平成一二（二○○○）年四月一日付で施行され、新たな時代の幕開けとなった。
地方分権に関する議論が実効性を持ち始めるきっかけとなったのは、平成六（一九九四）年一二月の「地方分権の
推進に関する大綱方針」二九九四、閣議決定）であった。そこには、地方分権の推進に関する基本理念として、「国
と地方公共団体とは国民福祉の増進という共通の［目標に向かって相互に協力する関係にあることを踏まえつつ、地方
公
共
団
体
の
自
主
性
・
自
立
性
を
高
め
、
個
性
豊
か
で
活
力
に
満
ち
た
地
域
社
会
の
実
現
を
図
る
た
め
、
国
お
よ
び
地
方
公
共
団
体
が
担
う
べ
き
役
割
を
明
確
に
し
、
住
民
に
身
近
な
行
政
は
身
近
な
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
処
理
す
る
こ
と
を
基
本
と
し
、
地
方
分
権
を
推
進
うべき役割を明確にし、」
する」ことが述べられた。
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地
方
分
権
推
進
委
員
会
の
中
に
設
け
ら
れ
た
「
地
域
づ
く
り
部
会
」
の
中
間
報
告
（
平
成
八
年
三
月
一
五
日
公
表
）
の
中
に
お
い
て
は
、
都市公園の現状に対して、「都市公園法は、公園内に設圃することができる公園施設の種類、公園内の建ぺい率制限
等
を
定
め
て
い
る
。
ま
た
、
公
園
施
設
の
種
類
に
つ
い
て
は
、
政
令
で
詳
細
に
規
定
さ
れ
る
と
と
も
に
、
公
園
内
の
建
ぺ
い
率
に
つ
い
て
は、都市公園が都市環境の改善、防災拠点の形成などのためのオープンスペースであることから、都市公園法で原則
二％に制限されている（例外的に、最大二二％まで緩和）」と、その状況を説明している。
こ
の
よ
う
な
現
状
認
識
を
踏
ま
え
提
案
さ
れ
た
都
市
公
園
関
係
の
改
革
方
向
は
、
次
の
二
点
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
①
地
域
の
自
主
性を生かした特色ある公園整備ができるよう、公園施設の種類、施設基準などについての詳細な法令の規定を改正し、
基本的な枠組みや概括的な基準を定めるに止める、②都市公園にかかわる建ぺい率のあり方を見直す、がそれである。
また、この改革方向について検討の際には、「大都市においては都市公園本来の設置目的を損なわないように留意す
るとともに、他の制度、事業により整備される公園（たとえば、臨港地区内の公園や農振地域内の公園など）との関
係
を
整
理
す
べ
き
」
と
の
点
も
指
摘
さ
れ
た
。
と
こ
ろ
が
、
こ
の
よ
う
な
改
革
方
向
が
示
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
き
っ
か
け
は
、
平
成
八
（ね）
（一九九六）年に地方六団体が「地方分権推進委員会」に提出した要望・指摘事項であった。
こ
の
地
方
団
体
に
よ
る
要
望
・
指
摘
事
項
で
は
、
都
市
公
園
に
か
か
わ
る
主
な
問
題
点
と
し
て
は
、
第
一
に
、
公
園
施
設
の
種
類
お
よ
び公園施設の設置基準に関する都市公園法上の規定について「これらの種目・基準は、それぞれの地域住民の意向を
踏まえて自主的に決められるべきである」との意見が出された。具体的に「公園施設については建ぺい率が原則二％
以下とされていることから、たとえば、二○○㎡に満たない都市公園の場合は、トイレさえ設置できないケースも生
じる」という指摘であった。第二に、都市公園法に規定されている公園地用途変更に代わるべき都市公園の確保に関
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
西
）
（
申
）
一六九
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学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一七○
し
て
、
地
域
の
土
地
利
用
の
あ
り
方
に
か
か
わ
る
事
項
で
あ
る
た
め
地
域
の
決
定
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
り
、
「
都
市
公
園
を
つ
く
る
か
つ
（刑）
くらないかは住民が決める問題」との指摘であった。これを踏まえ、地方分権推進委員〈室において議論された論点は、
①公園施設について細かく規定しすぎである、②建ぺい率規制は地域が自主的定めるべきである、③公園の用途変更、
廃止に伴う代替措置は地方の自主性に委ねるべきであるとの三点であった。
他方、すでに指摘したとおり、これまでの都市公園行政が後見的仕組みによって運用されてきたことにより、都市
公
園
な
ど
の
公
園
事
業
は
制
度
上
に
お
い
て
多
く
の
点
が
制
約
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
う
ち
、
も
っ
と
も
地
域
の
自
主
的
な
都
市
公
園
づ
く
りを妨げてきたのは、「細分化・マーーュァル化された施策運用、硬直化・標準化されたステレオタイプの都市公園づ
（市）
く
り
、
市
民
的
ニ
ー
ズ
が
反
映
さ
れ
な
い
仕
組
み
」
な
ど
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
中
央
政
府
全
体
の
予
算
配
分
に
お
い
て
政
策
的
優
先
順位の低い都市公園に対しては予算配分が少なく、予算獲得のためにイメージしやすい細かい機能的分類が好まれ、
単年底定おける施策の重点が変化しやすく、テーマ別に細分化されていく傾向によって、比較的コストのかからない
標単的なステレオタイプの都市公園が画一的に造られることになる。大量のストックを短期間に整備しようとした麹
的
拡
大
政
策
の
目
標
に
対
す
る
予
算
配
分
額
の
不
足
や
消
極
的
な
管
理
慣
行
と
い
う
、
理
想
と
現
実
の
ズ
レ
に
よ
っ
て
、
標
準
化
さ
れ
た
「施設物」としての都市公園だけを拡大生産してきたのが他ならぬ、戦後の「都市公園政策」であった。
（１）「東京都立公園条例」二九五六年制定、条例第一○七号）。この条例の第二条規定によれば、都立公園とは、「都市公園および都市
公
園
以
外
の
公
園
」
に
よ
っ
て
柵
成
さ
れ
て
い
る
。
（２）平成一四（二○○一一）年現在の全国の都市公園の数は、一○一、七四七か所であり、面楓は一、一一三Ｍである。総務省「地方公
共団体における公共施設の整備状況」二○○四より。
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（
３
）
皇
室
花
苑
の
開
放
に
関
し
て
は
、
『
公
園
緑
地
』
一
一
二
）
「
国
営
公
園
特
集
号
」
、
一
九
四
九
が
詳
細
に
述
べ
て
い
る
の
で
参
照
さ
れ
た
い
。
（
４
）
佐
藤
昌
『
日
本
公
園
緑
地
発
達
史
（
上
Ｅ
都
市
計
画
研
究
所
、
一
九
七
七
、
四
四
○
頁
。
以
下
、
佐
藤
、
一
九
七
七
ａ
、
で
表
記
。
（
５
）
日
本
公
園
百
年
史
刊
行
会
編
『
日
本
公
園
百
年
史
（
総
論
）
』
一
九
七
八
、
二
八
○
頁
。
以
下
、
日
本
公
園
百
年
史
編
、
一
九
七
八
、
で
表
記
。
（６）新宿御苑ホームベージより。
（
７
）
国
営
公
園
の
設
鼠
や
運
営
管
理
は
主
に
公
園
緑
地
管
理
財
団
に
お
い
て
行
わ
れ
て
お
り
、
国
営
公
園
に
関
す
る
詳
細
は
同
財
団
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（胃〔ローーミミ三・℃己ｂａｂ－の。芹の「｛百コ『一一百口『》・亘己］）から見られる。
（８）この条項では、公園における維持清掃・取り締まり、公園地の一部使用、公園臨時売店の使用、一般公園地の常時使用料の徴収事
務
な
ど
を
各
区
長
に
委
任
し
た
が
、
公
園
の
改
良
や
そ
の
計
画
に
関
し
て
は
一
括
し
て
東
京
都
に
お
い
て
実
施
す
る
こ
と
と
し
た
。
（９）東京都『東京の公園一二○」一九九五、三五頁。
両
）
東
京
都
『
東
京
の
公
園
九
○
」
一
九
六
九
参
照
。
（、）東京都においては、昭和四一一二九七七）年に「東京都における自然の保護と回復の計画」が策定された。この計画は、「東京都
に
お
け
る
自
然
の
保
護
と
回
復
に
関
す
る
条
例
」
二
九
七
二
年
制
定
）
に
基
づ
き
策
定
さ
れ
た
計
画
で
あ
り
、
「
東
京
都
に
お
け
る
自
然
の
保
護
と
回
復
の
基
本方針、一九七四」の改訂版であった。東京都『東京における自然の保護と回復の計画』一九七七、三～四頁。
（
吃
）
東
京
都
『
東
京
の
公
園
一
一
○
』
一
九
八
五
、
三
一
九
～
三
二
二
頁
。
（旧）東京都、前掲番、一九九五、四四二頁。
（
ｕ
）
東
京
都
、
前
掲
轡
、
一
九
八
五
、
三
二
一
頁
。
〈旧）’九四九年三月にＧＨＱによる「収支均衡予算」（ドッジ・ライン）が実施されたため、戦後の不況が深刻に進み、同年九月「緊
急
失
業
対
策
法
」
が
公
布
さ
れ
る
。
同
法
に
基
づ
き
東
京
都
に
お
い
て
は
国
庫
補
助
に
よ
る
簡
易
失
業
対
策
事
業
と
し
て
、
整
地
等
公
共
空
地
整
備
の
一
部
を
実施した（東京都、前掲書、’九九五、四五頁）。その法的根拠は、「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措邇法」二九七一年制
定
）
附
則
第
二
条
規
定
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
（肥）東京都「公園調街』一九九九、「東京都都市公園等区市町村別面積・人口割比率表」参照。
行
）
す
で
に
見
て
き
た
と
お
り
、
昭
和
初
期
か
ら
終
戦
ま
で
に
開
園
し
た
公
園
は
清
澄
庭
園
・
六
義
圃
・
向
島
百
花
園
な
ど
の
寄
付
公
園
が
多
く
見
ら
れ
る
。
それは、大正一一一（一九二三）年に起きた関東大震災による大勢の避難者を多くの公私の庭園が救ったのがきっかけとなり、大震災後
か
ら
終
戦
直
前
ま
で
の
間
に
、
公
園
用
地
の
恩
賜
や
寄
付
が
盛
ん
に
行
わ
れ
た
。
こ
の
恩
賜
・
寄
付
公
園
は
お
上
や
貴
族
に
よ
る
も
の
で
、
主
に
そ
の
所
有
地
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一七一
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昂
）
東
京
都
、
前
掲
轡
、
一
九
七
五
参
照
。
（”）海上公園の管理には、昭和五八（一九八三）年の「中間報告」において「民間活力」の導入が早急に検討すべき課題とされ、翌年、
港湾局において「今後の海上公園の管理迎営方針について」が決定発表された。この方針においては、上記の管理方針以外に、スポー
（
翌
こ
の
「
夏
泉
都
海
上
公
園
条
例
」
の
目
的
は
、
「
海
上
公
園
の
設
置
お
よ
び
運
営
管
理
に
関
す
る
必
要
な
事
項
を
定
め
、
海
上
公
園
の
整
備
の
促
進
お
よ
び
利
用
の
適
正
化
を
図
る
と
と
も
に
自
然
環
境
の
保
全
お
よ
び
回
復
を
図
り
、
も
っ
て
都
民
の
福
祉
の
増
進
と
緑
豊
か
な
都
市
づ
く
り
に
寄
与
す
る
」
（
東
京
都、一九七五、第一条）とされ、すでに確立されている都市公園の体系とは異なる、「地方自治法」の規定（第二四四条公の施設条項）
に基づき制定された独自条例であった（東京都港湾局『東京湾史印通史（第一巻こ一九九四、一○九九頁）。
兎
）
東
京
都
「
海
上
公
園
計
画
」
一
九
七
○
、
轡
き
出
し
。
（
狐
）
東
京
都
港
湾
局
、
前
掲
密
、
一
九
九
四
、
一
二
八
頁
。
弱
）
「
海
上
公
園
審
識
会
」
は
、
海
上
公
園
条
例
に
基
づ
い
て
設
歴
さ
れ
る
知
事
の
付
属
機
関
で
あ
り
、
海
上
公
園
の
計
画
・
区
域
の
決
定
・
変
更
・
廃
止
な
ら
び
に
海
上
公
園
の
設
囲
・
管
理
運
営
に
関
す
る
重
要
な
事
項
を
調
査
・
審
繊
・
答
申
し
、
該
当
事
項
に
関
し
て
は
建
鍛
で
き
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
委
員
は
三
○
名
以
内
と
し
、
学
識
経
験
者
、
海
上
公
園
利
用
者
、
港
湾
区
域
に
隣
接
す
る
特
別
区
長
、
東
京
都
議
会
議
員
、
関
係
行
政
機
関
の
職
員
か
ら
樹
成
さ
⑮
）
東
京
都
『
こ
ど
も
の
遊
び
場
に
関
す
る
調
査
報
告
宙
』
一
九
六
七
参
照
。
（卯）この「シピル・ミニマム」に関しては松下圭一氏に負うところが多く、以下の文献を主に参照した。松下圭一『シピル’ミニマム
の思想』夏戚大学出版会、一九七一、同『昭和後期の争点と政治』木翻社、一九八八、同『市民自治の憲法理輪」岩波新密、一九七五、
地
方
自
治
セ
ン
タ
ー
『
資
料
・
革
新
自
治
体
」
日
本
評
論
社
、
一
九
九
○
な
ど
。
（皿）このシピル・ミーーマムの思想の提起の意義と自治体の理論柵成に関わる問題関心として「①市民による政策公単の提起、②自治体
の
政
策
基
寧
の
定
立
、
③
懸
法
理
論
を
は
じ
め
法
学
の
再
編
」
の
三
点
が
指
摘
さ
れ
た
（
璽
尿
自
治
問
題
研
究
所
「
月
刊
東
京
」
編
集
部
編
、
一
九
九
四
、
四
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一七二
の一部を開放し公開したことから、これらの公園は市中心部に位腿しているものが多い。そのため、戦前のストックを生かすことがで
きる区部において整備が中心であったと考えられる。
耐）この点については、都市防災美化協会編『夏鼠都における戦後五○年の公園緑地の変遷に関する調査』一九九七が詳細に記述して
六
頁
～〆
。
れている。
いるので参照されたい。
ご奉墾夙都『こどもの》
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（翌「緑を保全する五つの制度」には、借地公園、環境緑地（憩いの森。みんなの木）、保存樹林、保存樹木、保存生垣が含まれている。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一七三
（狐）木曾二三三頁参照。
認
）
武
蔵
野
市
『
む
さ
し
の
リ
メ
イ
ク
緑
の
基
本
計
画
」
’
九
九
七
参
照
。
（
鋤
）
多
摩
地
域
に
お
い
て
東
京
都
が
公
園
事
業
を
本
格
的
に
開
始
し
た
の
は
、
昭
和
四
六
（
一
九
七
二
年
か
ら
で
あ
り
、
そ
の
目
的
は
丘
陵
部
の
開
発
か
ら
緑
を
保
全
す
る
た
め
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
基
地
跡
地
利
用
計
画
の
一
環
と
し
て
昭
和
五
○
二
九
七
五
）
年
に
「
武
蔵
野
中
央
公
園
」
、
昭
和
五
八
二
九
八
三
）
年
に
東
大
和
基
地
跡
地
の
「
東
大
和
南
公
園
」
、
平
成
七
（
一
九
九
五
）
年
に
府
中
基
地
跡
地
の
「
府
中
の
森
公
園
」
、
調
布
関
東
村
基
地
跡
地
に
「
武
蔵
野
の
森
公
園
」
が
そ
れ
ぞ
れ
計
画
さ
れ
た
。
ま
た
、
市
部
に
お
け
る
官
庁
の
移
転
跡
地
四
か
所
、
面
積
九
．
四
順
は
、
そ
れ
ぞ
れ
公
園
と
し
て
開
園
さ
れ
た
。
（
型
こ
の
市
部
に
お
け
る
都
市
公
園
に
つ
い
て
は
、
東
京
市
町
村
自
治
調
査
会
に
よ
る
調
査
研
究
を
参
照
さ
れ
た
い
。
こ
の
東
京
市
町
村
自
治
調
査
会
で
は
、
自然型公園研究会が開かれ多摩地区における都市公園のあり方に関する調査研究が行われた。ここに参加している委員は、主に自治体
の現場において都市公園づくりに撹わっている公務員が主体となっており、いわゆる「エコパーク」づくりがその中心テーマである。
東
京
市
町
村
自
治
調
査
会
編
『
多
摩
エ
コ
パ
ー
ク
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」
け
や
き
出
版
、
一
九
九
六
お
よ
び
『
多
摩
エ
コ
パ
ー
ク
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
、
自
然
型
公
園
に
関
す
る
調
査
報
告
衝
』
’
九
九
七
、
『
エ
コ
パ
ー
ク
、
自
然
を
活
か
し
た
公
園
づ
く
り
の
あ
り
方
』
一
九
九
六
な
ど
を
参
照
さ
れ
た
い
。
（
翌
「
緑
被
率
」
と
は
、
空
か
ら
見
た
緑
被
地
（
緑
に
被
わ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
）
の
占
め
て
い
る
面
積
の
割
合
で
あ
り
、
「
緑
視
率
」
（
あ
る
地
点
に
お
い
て
人
間の視野点に占める緑の見かけの量的割合）とともに緑地の量を表わすものである。その推移については、東京都造園緑化業協会編、
（羽）市町村が完全な基礎的自治体として制度的地位を獲得した昭和二二（一九四七）年の地方自治法の制定当時は、都道府県と市町村
の
制
度
的
区
分
は
な
く
、
そ
の
役
割
分
担
は
制
度
的
に
明
確
で
は
な
か
っ
た
。
昭
和
二
七
二
九
五
二
）
年
の
地
方
自
治
法
の
改
正
に
よ
り
、
都
道
府
県
と
市
町
村
間
の
役
割
が
区
分
さ
れ
都
道
府
県
の
事
務
に
関
し
て
二
股
の
市
町
村
が
処
理
す
る
事
が
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
程
度
の
規
模
の
も
の
を
処
理
す
る
も
の
」
と
さ
れ
、
以
後
都
が
市
町
村
の
公
園
事
業
に
協
力
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
（
東
京
都
造
園
緑
化
業
協
会
編
、
前
掲
聾
、
一
九
九
七
、
五
九
～
六
七
シ・レクリエーション施設の管理、専門的管理方式の確立などが盛り込まれていた。
（
翌
東
京
都
海
上
公
園
審
議
会
は
二
○
○
一
年
に
「
今
後
の
海
上
公
園
の
あ
り
方
」
に
つ
い
て
中
間
の
ま
と
め
を
発
表
し
た
。
民
間
資
金
の
投
入
（
Ｐ
Ｆ
Ｉ
）
に
よ
る
多
様
な
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
や
規
制
緩
和
な
ど
を
通
じ
て
、
そ
の
活
性
化
・
自
然
保
護
・
都
民
協
働
の
た
め
の
管
理
手
法
な
ど
に
つ
い
て
議
論
さ
れ
て
い
頁
、－プ
◎ 
る
｡ 
一九九七を参照されたい。
Hosei University Repository
（
翌
こ
の
と
き
移
譲
さ
れ
た
事
務
は
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
。
①
福
祉
事
務
所
の
設
樋
・
管
理
、
生
活
保
護
・
児
童
福
祉
な
ど
の
社
会
福
祉
関
係
事
務
、
②
保
健
所
・
優
生
保
護
相
談
所
の
建
物
の
維
持
修
繕
な
ど
の
保
健
衛
生
事
務
、
③
土
地
区
画
整
理
事
業
の
施
行
、
都
地
区
画
整
理
組
合
な
ど
の
指
導
助
成
、
④
建
築
物
の
確
認
等
建
築
主
務
の
事
務
（
特
殊
な
栂
造
・
方
法
を
用
い
る
建
築
物
、
特
定
街
区
内
の
建
築
物
等
を
除
く
）
、
⑤
都
市
公
園
の
設
腫
・
管
理
（
都
市
計
画
上
重
要
な
公
園
、
文
化
財
指
定
の
庭
園
等
を
除
く
）
、
⑥
道
路
の
設
置
・
管
理
（
複
数
の
区
を
通
る
道
路
、
主
要
地
方
道
に
指
定
さ
れ
て
い
る
道
路
等
を
除く）。鬼泉都政調査会『特別区の行政と政治皿区政白瞥』’九七○、三四～三九頁。
面
）
東
京
都
『
東
京
都
政
五
十
年
史
』
一
九
九
四
、
六
四
三
頁
以
下
「
事
業
史
’
第
二
章
二
節
」
参
照
。
（“）兎泉都事務事業移譲対策本部『地方自治法等の一部を改正する法律の施行に従う特別区事務事業移譲措遜要綱』一九六四年二月、
（妬）三鷹市都市整備部緑と公園課『緑と水のルート整備計画』一九九九、四～一一頁。
（
ｗ
）
三
鷹
市
に
お
け
る
公
園
整
繍
に
関
す
る
特
徴
の
一
つ
は
、
公
園
整
備
が
市
全
体
の
「
ま
ち
づ
く
り
」
の
中
に
組
み
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
り
、
そ
の
進
行
に
市
民
参
加
の
徹
底
化
が
図
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
市
全
体
の
緑
に
関
す
る
総
合
政
策
と
し
て
の
「
緑
と
水
の
ル
ー
ト
整
備
計
画
」
で
は
、
三
か
所
の
「
ふ
れ
あ
い
の
里
」
を
拠
点
と
し
、
五
か
所
の
市
民
広
場
、
一
○
か
所
の
出
会
い
の
ス
ポ
ッ
ト
を
回
遊
す
る
た
め
の
ル
ー
ト
整
備
以
外
に
、
河
川
沿
い
の
緑
や
水を一体とした「公園都市」づくりがめざされた（清原慶子箸・三鷹市編集『三鷹が創る自治体新時代卯二一世紀をひらく政策のかた
ち』ぎようせい、二○○○、一七二～一七六頁）。
（
鍋
）
こ
こ
で
は
区
立
公
園
の
成
立
過
程
を
中
心
に
都
市
公
園
の
機
能
変
化
を
分
析
す
る
た
め
個
別
的
な
区
立
公
園
の
現
状
に
は
入
ら
な
い
が
、
二
三
区
に
お
け
る都市公園の整備については、東京造園緑化業協会「東京都緑白癬』第一七号（東京特別区の公園緑地事業）、’九九九および東京都、
前掲轡、一九九五が詳しい。また、移譲・移管・委管などの用語は移譲に統一し記述した。
（羽）丸山選一「都立公園の特別区への移管の足跡（上）」『都市公園』一三八（九）、一九九七、三○頁。
（佃）丸山、前掲論文、一九九七、三二頁。
、
）
重
夙
府
は
防
空
大
緑
地
事
業
と
最
園
地
事
業
を
、
東
京
市
は
新
市
域
の
区
画
整
理
に
よ
る
公
園
整
備
と
都
市
計
画
公
園
・
緑
地
な
ど
の
新
設
を
担
当
し
て
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一七四
この制度が策定された背景には、民有地における緑の保存を重視する考え方がある。すなわち、自然体の緑のうち、公園等の公共施設
は全体緑被面檀の約四分の一（二六，六％）しかなく、ほとんどは民有地である。なかでも、低層住宅地が全体の四割（三九．一％）
であり、この民有地の緑化が市全体の緑を保全するポイントであった。武蔵野市『きになるしくみ、緑の保護育成と緑化推進のため
い
た
｡ 
で
あ
り
、
こ
の
民
有
に』一九九八参照。
Hosei University Repository
「事務引継要綱」参照。
（鯛）昭和二一一（一九四七）年四月一日付条例第一四号および同年四月一日付規則第一二号、同年五月二○日付建総発第七六一号および
同年五月二三日付建公緑第一一五号次長通達参照。
耐
）
東
京
都
、
公
園
調
轡
二
○
○
○
よ
り
。
府
）
新
宿
区
「
新
宿
区
公
園
再
整
備
計
画
」
一
九
九
四
年
お
よ
び
新
宿
区
「
住
む
人
が
誇
り
を
も
て
る
公
園
か
ら
の
ま
ち
づ
く
り
、
新
宿
区
公
園
再
整
備
基
本
方針』案内パンフレット、一九九四年より。
（
蛆
）
新
宿
区
の
公
園
の
利
用
実
態
調
査
や
移
譲
公
園
の
整
備
な
ど
に
関
し
て
は
、
以
下
の
文
献
が
詳
し
い
。
八
住
美
季
子
「
新
宿
区
に
お
け
る
公
園
利
用
の
活
性
化
に
つ
い
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
」
『
都
市
公
園
』
第
一
三
九
号
、
一
九
九
七
、
四
九
～
六
二
頁
。
天
井
誠
「
新
宿
区
に
お
け
る
移
譲
公
園
の
そ
の
後
」
一．都市公園」第一四○号、’九九八、五○～六一頁。
⑮
）
新
宿
区
、
前
掲
轡
、
一
九
九
四
参
照
。
師
）
新
宿
区
「
新
宿
区
予
算
執
行
の
実
績
報
告
」
一
九
九
八
、
公
園
管
理
費
項
目
参
照
。
（皿）新宿区、前掲香、一九九四、三二頁。
命
）
中
野
区
「
中
野
区
公
園
整
備
基
本
計
画
池
個
性
あ
る
公
園
を
め
ざ
し
て
』
一
九
八
八
、
五
頁
。
（
理
保
存
に
関
す
る
基
本
方
針
と
し
て
は
、
①
現
在
の
公
園
の
特
性
や
財
産
を
生
か
し
、
文
化
的
施
設
や
環
境
を
保
存
す
る
、
②
創
設
当
時
か
ら
昭
和
初
期
に
か
け
て
持
っ
て
い
た
良
好
な
環
境
や
、
哲
学
堂
の
成
立
に
由
来
す
る
環
境
を
復
活
さ
せ
る
、
③
住
宅
地
化
し
た
公
園
周
辺
の
環
境
や
都
市
景
観
に
対
す
る
意
識
の
高
ま
り
に
対
応
し
、
外
か
ら
見
た
公
園
の
景
観
を
改
善
す
る
、
④
隣
接
す
る
妙
正
寺
川
公
園
お
よ
び
オ
リ
エ
ン
タ
ル
第
二
期
計
画
区
画
と
の
連
続
性
を
確
保
す
る
、
⑤
公
園
の
成
立
思
想
と
時
代
性
を
統
一
す
る
た
め
、
公
園
全
体
が
大
正
期
を
ベ
ー
ス
と
し
た
統
一
的
な
デ
ザ
イ
ン
に
よ
っ
て
、
老
巧
施
設
や
公
園
管
理
施
設
の
整
備
、
改
善
を
行
う
、
⑥
管
理
形
態
は
、
公
園
内
文
化
財
を
保
護
す
る
意
味
で
、
夜
間
閉
鎖
を
持
続
す
る
、
な
ど
の
事
項
が
決
定
さ
れ
て
い
る
（
中
野
区、前掲書、一九八八、三七頁）。
（“）鈴木敏・沢田噸委智郎編『公園のはなし』技報堂出版、一九九三。特に、高野「地域の公園づくり」参照。
（
弱
）
「
公
園
コ
ン
ペ
」
と
呼
ば
れ
る
公
園
設
計
案
の
公
募
形
式
は
、
二
三
区
で
は
は
じ
め
て
世
田
谷
区
で
行
わ
れ
た
。
同
区
に
お
い
て
は
区
内
に
建
設
を
予
定
している都市公園の設計案を一般から公募した。公募に際してのテーマは－１お役所仕事とは一味違うユニークなアイデアで、区民が身
近
に
感
じ
ら
れ
る
よ
う
な
公
園
」
で
あ
っ
た
。
三
部
門
に
分
か
れ
て
行
わ
れ
た
コ
ン
ペ
に
は
、
全
部
で
四
四
三
点
が
寄
せ
ら
れ
た
（
『
読
売
新
聞
』
一
九
九
○
年一二月二○日付朝刊および同一九九一年八月一四日付朝刊〉。また、武蔵野市における公園緑地などの緑化に関する市民参加の流れ
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（四）（申）
一七五
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記）市民参加による公園づくりの現状と紹介は、武蔵野市「特集よみがえれ！武蔵野森、緑豊かなまちへ、市民と市の取り組み」
『クラブむさしの』二九九九、九月号）を参照されたい。
（ｗ）矢田部正丈「ワークシ日ツプと公園叶画づくり“世田谷プレーパーク駆業」『都市叶画』四六二）、一九九七、五一～五四頁。
（辺世田谷区役所「プレーパーク案内」パンフレット、一九八四参照。
（鍋）大田区土木部公園課「大田区くさつばら公園」『公園緑地』五三（一一）、’九九二参照。
（帥）大石武郎・大野暢久「多癬ニュータウソとちのき公園の第二段階整備について」『公園緑地』五三（五）、’九九三参照。
訂）平成八年末の行政改革委風会において、行政関与のあり方を見直す三つの原則、すなわち、①「民間でできるものは、民間に委ね
る」、②「国民本位の効率的な行政」、③国民に対する「説明寅任（アカウンタピリティ亘が提唱された。社会資本整鮒においても、
この行政改革委員会の意見を踏まえ、官民の役割分担についての見直しを行っていく必要がある、とされた。
③）その検討の目的は、「一般廃棄物処分場跡地を含む敬地に、運動施設など都市公園を設けたリサイクル公園を例にとって施設建設
費ｄ廃棄物受入量・廃棄物の三つを変化させ、さらに管理費・資金調達６返済を考慰して日本版ＰＦＩによるリサイクル公園事業が成
立する条件を検討する」とされ、その実用化に向けての前提条件を探っていた（コーエイ総合研究所『Ｑ＆ＡＰＦＩのすべて』東洋経
済新報社、一九九九、七○～七四頁）。
扇）経済企画庁「ＰＦＩ推進研究会中間報告」一九九九参照。このＰＦＩに関する資料としては以下のような資料が参考になる。日本
版ＰＦＩ研究会『日本版ＰＦＩのガイドライこ（大成出版会、一九九八）、井熊均『ＰＦＩ、公共投資の新手法』（Ｂ＆Ｔプックス、
日刊工業新聞社、一九九八）、井熊均編箸『自治体のためのＰＦＩ実務、プロジェクト櫛築の現場から』（ぎようせい、’九九九）、東
京都総務局行政改革推進室編『東京都におけるＰＦＩ基本方針』二○○○など。
（壁コーェイ総合研究所、前掲轡、一九九九、六八～七四頁。
版）一九九九参照。
記
）
市
民
参
加
に
よ
－
法
学
志
林
第
一
○
二
巻
第
一
号
一七六
として参考になるのは、武蔵野市における市民委員会の活動であり詞なかでも昭和四○年代後半からの「緑化市民委員会」の活動が、
その中心であった。現在は丙その名称を「武蔵野市緑化・環境市民委員会」に変え、緑とまちづくりや市民参加に対する提言などを行
っている。武蔵野市緑化・環境市民委員会『未来に残そういのちを育む豊かな緑、武蔵野市第二期緑化・環境市民委員会⑰提言』一
九九一、各種公園の計画については、武蔵野市『武蔵野市第三期基本樹想・長期計画』一九九三参照。武蔵野市における緑化計画につ
いては、武蔵野市『むさしのリメイク武蔵野市緑の基本計画』〈平成九年版）、一九九七参照・武蔵野市『市民の森公園』（平成二年
Hosei University Repository
両
）
地
方
分
梅
改
革
以
降
の
都
市
公
園
機
能
の
社
会
化
に
関
す
る
国
と
自
治
体
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
自
治
体
の
公
共
空
間
雛
術
と
パ
ー
ク
マ
ネ
ジメント」『自治総研・一（通巻三○九号）地方自治統合研究所、二○○四、七月号を参照されたい。
（的）地方分植推進委員会「中間報告》分極型社会の創造」一九九六参照。
（
、
）
武
藤
博
己
編
箸
『
分
権
社
会
と
協
働
』
ぎ
よ
う
せ
い
、
二
○
○
｜
、
は
し
が
き
・
（Ⅶ）地方分権推進に関する資料は近年多数が刊行されているが、ここでは地方分権推進委員会のメンバーであった西尾勝による記録と
著瞥を主に参考した。主なものは以下である。西尾勝『未完の分権改革、霞ヶ関官僚と格闘した一三○○日・’岩波書店、一九九九－同
『分権型社会を創る、その歴史と理念と制度』（シリーズ分椀型社会を削る第一巻）ぎようせい、二○○一など。
（泥）武藤博己「第二次地方分権推進計画を読む」一．地方目治職員研修』一一一二（七〉、’九九九、三三頁。
丙）日本都市計画学会地方分権研究小委員会編「都市計画の地方分梅、まちづくりの実践」学芸出版社、一九九九「ｖ都市肘⑪の地方
分梅への動き、記録と資料」参照。都市公園に関しては、「第一二回避本政策部会」（同三五六頁）の議論参照。
（⑭伊藤英昌「都市公園法をめぐる最近の現況」『公園緑地』五七（四）、一九九六、五頁。
（
理
船
引
敏
明
「
地
方
分
権
と
都
市
公
園
法
制
」
『
公
園
緑
地
』
五
七
（
四
）
、
一
九
九
六
、
一
九
頁
。
逓頁参照。
（閉）地方〈
（
閲
）
た
と
え
ば
、
平
成
一
五
（
二
○
○
三
）
年
に
内
閣
府
民
間
資
金
薪
活
用
耶
業
推
進
室
が
行
っ
た
「
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
関
す
る
全
国
調
査
」
の
結
果
か
ら
、
公
園
な
どの施設にＰＦＩ方式を導入したい、またはその可能性について検討したいと答えている自治体は全国で二％に過ぎなかった。詳細
については、内閣府ホームベージ（｜］【苔ミ毛三毛⑫．８．．侭。一己一勺ご】９９］口巨の②二．已息胃・日（）を参照されたい。
（
唖
青
木
宏
一
郎
『
ま
ち
が
い
だ
ら
け
の
公
園
づ
く
り
“
そ
れ
で
も
公
園
を
つ
く
る
理
由
』
都
市
文
化
社
、
一
九
九
八
参
照
。
（師）建設省「グリーンプラン二○○○」（一九九六）、「一・策定にあたって」の「（二）緑の政策大綱の目標と「グリーンプラン二○○
○」の意義、位腿づけ」より。「緑の政策大綱〈二一世紀緑の文化形成を目指して）」平成六（一九九四）および「グリーンプラン二○
○○」平成八二九九六）については、建設省『公園緑地マニュアル」（平成一○年版）に本公園緑地協会、一九九九、四四○～四五
郁
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能の社会化」と政策形成（四）｛申〉
一七七
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